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序 

 

本稿は、新興民主主義国において、民主化直後の政策決定の場面では極めて

限定的な役割しか果たさない人々が、貿易の開放政策への不満のもとに結束することで、
次第に政治への影響力を増す過程を、民主化後の貿易開放政策の変遷を辿ることで実証
する。 

 

第 1節 民主化と政治参加 

 

民主化とは、これまで政治の舞台から阻害されてきたすべての人々に等しく
参政権を与える政治体制の転換である。だが実際のところ、政治体制の転換を迎えるに
あたって、積極的に民主化運動に関与する国民はほんの一握りに過ぎない。民主化によ

って投票の過半数を占めるようになる人々は、前体制からも民主化運動からも距離をお
いた人々なのである。では、このような人々は一体、どのように体制の転換を受けとめ、
対応していったのだろうか。体制変動後の民主主義体制の定着について扱った研究の多

くは、この疑問に対して明確な答えを出していない。なぜならば、これまでの研究は、
民主化というイベントの延長上に民主主義の定着を捉えがちであったために、体制転換
に際して積極的に行動を起こさなかった人々を、主要な政治アクターとは考えなかった

からである。 

確かに、民主化直後の政治世界においても引き続き、周縁的な存在にとどま
る人は多い。政治への参加経験に乏しい彼らは、政治に関する情報量も不足しており、

団結して政府に圧力をかける組織も持たない。したがって、彼らが政治に働きかける力
は実質的に制限されている。だが、このような人々の存在は、民主化によって生じる長
期的な変容を語るうえでも、無視できるのであろうか。リンスとステパンは、体制変動

後の民主主義体制の定着を、「街で唯一のゲーム (the only game in town)1」となるような
政治的状況と定義づけている。この定義に則ると、彼らが民主化後も一貫して政治に消
極的で無力であるならば、体制派と反体制派が民主主義を受け入れた初回の普通選挙の

達成という段階を以て、民主主義が定着したとみなすことができよう。しかし、民主化
後それまで長いこと政治の周縁におかれた人々が次第に政治参加を強め、政治を左右す
るように変化するのであれば、話は別である。この場合、彼らの存在を外して民主主義

の定着を語ることはできない。なぜならば、票の過半数を握るこういった政治権力者・

                                                        
1 Linz and Stepan 1996, 5(邦訳 24). 
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政治エリートではない人々が次第に政治的影響力を強める、その変化を体制派・反体制
派の政治権力者・政治エリートが受け入れ順応していくことが、民主主義の定着となる
からである。 

これまで、こういった政治の周縁部に属すと考えられてきた多くの人々、と
りわけ都市部に住んでいない人々が新興民主主義国において及ぼす政治的影響につい
て着目する研究は少なかった。その数少ない研究も、伝統的なパトロネージに焦点を当

てるなど、政治指導者がどのように彼らを動員するかという観点から扱ったものがほと
んどであり、民主化後もこのような人々が政治参加に消極的であることには変わりない
という見方が多勢であった。だが、彼らの民主主義体制への関与を、政治指導者に煽動

された消極的な反応としてのみ捉えることは適切なのだろうか。民主化直後は政治を左
右するような主要なアクターとならなかった人々も、民主主義が定着するにつれて、積
極的に政治に関心を持ち、関与するようになるのではないのだろうか。 

本研究は、上記の疑問に対し、新興民主主義国において政治の周縁におかれ
てきた人々が民主化後、政治参加を次第に強めていく一つのきっかけとなった貿易の開
放政策に焦点を当て、議論する。 

 

第 2節 新興民主主義国における貿易の開放政策 

 

20世紀最後の四半世紀に民主化した新興民主主義国のほとんどは、民主化と
いう政治体制の転換とともに、経済体制の転換、すなわち経済の自由化を選択した。こ
の経験的事実をもとに、民主化は貿易の開放を促進するのか、あるいは逆に、貿易の開

放は民主化を促進するのかといった議論が 1990 年代に入り盛んに行われ、現在では民
主化が貿易の開放を促進することは、経験的にほぼ間違いない事実として語られている。
なるほど、民主化をうけて、輸入代替政策といった内向きの産業政策や政府の直接介入

に依存した保護貿易政策から、政府の介入の少ない輸出志向型の自由貿易政策へと政策
転換した国は多い。しかしだからといって、これらの国で、貿易の開放が民主化後、長
期的にも継続して進められたと安易にみなすことはできない。もちろんその問題の一つ

は、民主化直後の各国の諸条件及び制度選択の違いが、貿易の開放政策の進展にばらつ
きをもたらすことによる。そもそも、民主化したからといってどの国でも同じように民
主主義が発展するものなのだろうか。民主主義が定着した、欧米の成熟した民主主義国

家を眺めてみても、民主主義のありようは国によってかなりばらつきがある。これは民
主主義がそれぞれの国家で独自の発展を遂げたことを考えれば当然のことである。同じ
ように、新興民主主義国においても、民主化時の諸条件が国家間で異なるため、民主化
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後の貿易の開放の進捗にはばらつきが生じる。 

しかしより本質的な問題は、民主主義が定着していくにつれ政策を取り巻く
状況そのものが変わることにある。これまでの研究では体制転換そのもの、あるいは民

主化直後の初期状況に焦点が当てられがちであったことから、民主化が長期的には短期
的な影響と異なる影響をもたらす可能性についてはほとんど議論されてこなかった。だ
が、民主化後、貿易の開放に対し国内社会では不満が高まるかもしれない。そしてその

結果、政府が彼らの要求に応じて政策変更する事態が生じるかもしれない。国内社会が
政策に及ぼす影響力が民主化後、変化する可能性を考慮すれば、民主化が貿易の開放政
策にもたらす短期的影響と長期的影響を区別しなければならないことは明白である。本

稿は、民主化後に各国で進められる貿易開放政策の長期的な変容を分析することで、民
主化直後においてはほとんど考慮されることのない国内社会の意向が、長期的には貿易
の開放政策に影響を及ぼすように変化することを実証する。 

 

第 3節 本稿の構成 

 

各章の具体的内容は以下のとおりである。 

貿易の開放政策についての議論を追う前に、第１章では本研究の背後に抱える、
民主化により生じる変化とは何かという問いに立ち戻り、新興民主主義国と先進民主主

義国の差を見つめることで議論する。民主化を国家において民主主義の質が高まってい
く過程として捉える議論も存在するが、現実社会では民主主義国家と非民主主義国家は
二分されることが多い。では、この差は何なのだろうか。それは、自由で公正な普通選

挙によって政権が選ばれているか否かである。だが、自由で公正な普通選挙によって政
権が選ばれるようになったからといって、直ちに民主主義体制が安定した揺るぎないも
のへと定着したと結論づけるのは早計である。実際、民主主義体制への体制転換後、政

治の不安定化に悩まされる新興民主主義国は多い。なぜ新興民主主義国の民主主義政治
は先進民主主義国とは違い安定しにくいのだろうか。これまで民主主義の定着を巡る議
論は、民主主義が定着しやすい条件の特定に焦点が当てられがちであった。市民社会が

発展している国ほど民主主義が定着しやすい、経済的に豊かで平等な国ほど民主主義が
定着しやすい。なるほど、このような議論は民主主義の定着しやすい国としにくい国を
差別化することには役立つ。だが、なぜこれらの条件が民主主義体制の不安要素となる

のかについては、民主主義の定着過程を理解しなければ答えることはできない。そもそ
も、自由で公正な普通選挙が実施されるようになったからといって、政権は即座に国内
社会の意向を反映するわけではない。民主化直後の政治は一部の政治エリートの合意に
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基づいて行われており、国内社会の意向により政治エリートの意に反するような指導者
が選ばれ政策が遂行されるまでにはタイムラグが存在する。民主化がもたらす変化は、
政治権力者・政治エリートが国内圧力とは関係なく進める民主化直後の変化と、国内で

政治参加が強まる結果、国内社会の意向を政府が反映することで生じる長期的な変化の
二種類に分けられるのである。この短期的影響、長期的影響の区別は新興民主主義国に
おいては特に重要である。なぜならば、先進民主主義国のように段階的に選挙権を拡大

させるのではなく、普通選挙を初めから導入する新興民主主義国では、国内社会がもた
らす変化が急進的になる可能性が高いからである。加えて、新興民主主義国の多くは経
済的に貧しいことから、中間層・富裕層に属する政治エリートと貧困層が多数派を占め

る国内社会の選好が異なる可能性が高い。したがって、新興民主主義国では、民主化直
後に生じる政策変化と、国内社会の影響力が強まることで生じる長期的な政策変化が異
なる蓋然性は高いのである。 

それにもかかわらず、民主化と貿易の開放との関係性を捉える実証研究のほ
とんどは短期的影響と長期的影響を区別してこなかった。第 2章では、民主化が貿易の
開放政策に及ぼす影響はどのように語られてきたかを俯瞰することで、これまでの研究

で見過ごされてきた議論を明らかにする。そもそも民主化が及ぼす影響について分析し
た初期の研究は、ラテンアメリカ諸国のいくつかの事例をベースに、貿易の開放政策は
国内社会の反発をかうため、国内社会の影響力を強める民主化は貿易の開放政策に負の

影響をもたらすことを指摘してきた。しかしながら、その後の研究では、より多くの事
例を比較研究に含めることで、民主化は逆に貿易の開放を促すという正の影響をもたら
すと反論する主張が強まり、現在ではむしろ民主化により貿易の開放が進むという見解

の方が支配的となっている。なぜ、現在の実証研究の見解は初期の研究の見解と異なる
のだろうか。本章は、これまで行われてきた実証分析の問題は、民主化が及ぼす影響は
一定であると仮定してきたことにあると議論する。そして、これまでの実証分析が民主

化の影響を線形であると仮定してきた理由のひとつに、民主主義を測る指標としてこれ
まで使われてきた主な変数が民主化の短期的影響と長期的影響を区別できていなかっ
たことを指摘する。 

第 3 章では、民主化が貿易の開放政策にもたらす短期的、長期的影響につい
て仮説を構築する。貿易政策に影響を与える政治アクターは主に、(1)国際社会、(2)国
内の政治権力者・政治エリート、そして(3)国内社会に分けられる。民主化直後は、国

内社会の影響力は少なくとも貿易政策に関しては限定的であり、政治権力者・政治エリ
ートはむしろ国際社会(冷戦期は西側世界)の圧力を強く受けて政策決定を行うことと
なる。国際社会が推奨する貿易の自由化を行うことは、政権の正統性を国際社会に認め
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させることにもつながるため、新政権を担う政治権力者・政治エリートには貿易の開放
政策を積極的に進めるインセンティブが存在する。加えて、新興民主主義国の多くは経
済的に貧しく国外からの経済援助を必要としていることから、国際社会の影響力が特に

強まりやすい。したがって、民主化後短期的には国内社会の意向にかかわらず、貿易の
開放政策が推進されがちである。だが、長期的には国内社会が貿易政策に及ぼす影響力
は強まるのではないだろうか。その場合、国内社会は貿易の開放を歓迎するのだろうか、

それとも反対するのだろうか。国際社会が貿易の開放を推奨することについては疑いの
余地がないが、国内社会が貿易の開放政策をどのように受けとめるかについては、これ
まで一致した見解がない。国内社会は貿易の開放政策を支持すると議論する代表的な見

方は次のような説明をする。経済的に貧しい国々は貿易する際に相手国よりも安価で豊
富な労働力を提供することになる場合が多いため、労働集約産業に属す貧困層・労働者
が貿易の開放により利益を得る。彼らは国内の過半数を占める多数派であり、したがっ

てこのような条件下の国内社会では貿易の開放政策は歓迎される。しかし、ここで疑問
が浮かぶ。はたして貿易政策の転向により利益を得る人々のうち、何パーセントの人々
がその政策効果を事前に認識できるのだろうか。民主化まもない社会で、政策情報が十

分に国内に伝播されるとは考えがたい。ましてや、貧困層・労働者はそれまで長いこと
政治の周縁におかれてきた人々である。政策成果がわからない人々は未知なる改革より
も現状維持を選択しがちであり、彼らが貿易の開放政策に簡単に賛意を示したとは考え

がたい。加えて、貿易の開放は短期的には企業の倒産を招き、失業率を高める。このよ
うに考えると、むしろ貿易の開放に対する不満が政策導入後、国内社会で強まる可能性
も考えられる。国内社会は貿易の開放を歓迎するのか否か。長期的に貿易の開放政策に

対して政府は消極的になるということならば、それは国内社会で貿易の開放に対する不
満が高まった結果と受けとめることができよう。以下、民主化は短期的には貿易の開放
を推し進めるが、長期的にはそのような影響は次第に弱まり、貿易の開放政策を後退さ

せる国家が相当数生じるという仮説をたて、実証的に検証する。 

第 4章では、新興民主主義国 84カ国について、1974年から 2007年までの期
間を対象に、上記の仮説を検証する。この分析結果から得られる知見は、次の二つであ

る。第一が、民主化が貿易の開放にもたらす影響は一定ではなく変化するということで

ある。民主化が貿易の開放に与える影響は線形であるという仮定を取り外し、非線形仮
定を導入すると、民主化後しばらくは新興民主主義国では貿易の開放が進むものの、次

第にそのスピードは鈍化し貿易の開放が後退し始める傾向にあることがわかる。第二が、
第一の知見に付随するが、このような変化は、新興民主主義国に共通する傾向として観
察されることである。これまでにも改革の進捗が国によっては思うように進まないこと
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は指摘されてきたが、本実証分析は改革の後退が普遍的な傾向であることを明らかにし
ている。そして、これらの知見は次のような示唆を与える。第一に、新興民主主義国で
は、民主化後、次第に貿易の開放政策に対する不満が国内で強まる傾向にあるというこ

と、そして第二に、このような国内社会の意向が、民主化直後の貿易の開放に対する政
府の積極姿勢を修正、場合によっては撤回させがちであるということである。国内社会
の意向が民主化直後から政策に反映されることは難しいかもしれない。だが、長期的に

は政府が国内社会の意向を無視できなくなるのである。 

このような実証分析の結果を、事例を追うことで確認したのが第 III部である。
第 III 部では、民主化直後に貿易の開放を積極的に進めたにもかかわらず、その後政府

が消極的な姿勢に転じたポーランドを典型事例として(第 5章)、民主化後ほぼ一貫して
政府が貿易の開放政策を推進したタイを逸脱事例として(第 6章)、取り上げる。これら
の事例を追うと、両国とも、国内の意向にかかわりなく民主化とほぼ同時並行で貿易の

開放が推し進められたこと、そして、そのような改革に対して農村部を中心に反発が生
じ、彼ら不満勢力は組織化することで政府に働きかける力を強めたことが確認できる。
ポーランドの場合は、このような国内での貿易開放に対する不満の高まりがヨーロッパ

連合(EU)懐疑論をよび、EU 加盟交渉を難航させる結果となった。タイの場合、貿易の
開放に対する政府の積極姿勢こそ変わらなかったため一見逸脱事例のように見えるが、
注意深く観察すると、積極財政へと財政政策が転換することで政府の介入が強まり、農

産物価格の保護をはじめ、農村振興政策、社会福祉政策、補助金の拡充といった政策が
展開されるように変化していることが確認できる。国内の不満勢力の影響力の拡大はタ
イにおいても例外ではなかったのである。このような民主化直後、政府が国内社会の意

向を顧みることなく貿易の開放を進める動き、そして、貿易の開放に対する国内の反発
が高まるなかで政府が次第に貿易の開放政策を撤回していく動きは、その他の新興民主
主義国においても確認できる。 

最後に結語にて、本稿で得られた知見とその学問的意義、そして今後の研究
の方向性を議論する。 
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民主化と貿易: 問題の所在 
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 第 I 部では、民主化により生じる変化とはどのようなものかという問いを出
発点に、民主化が貿易政策に及ぼす影響を検討するうえで、これまで見過ごされてきた
問題を明らかにする。 

 民主化によりすべての国民は参政権を与え、政権は自由で公正な選挙により
選ばれるようになる。では、これで安定した民主主義体制は保証されるのだろうか。答
えは否である。本稿が対象とする新興民主主義国では、民主化後に再び権威主義体制に

回帰する国、度重なるクーデターに民主主義の中断が繰り返される国、政治が不安定化
する国が少なからず存在する。民主化したからといって民主主義体制が定着するとは限
らないのである。第１章では、新興民主主義国では先進民主主義国よりも民主主義が定

着しにくい理由をこれまでの議論を追いながら考察することで、民主化により生じる変
化は、短期的変化と後から生じる長期的変化の二段階に分けられることを指摘する。 

 第 2 章では、民主化が貿易の開放に与えた影響についてこれまでどのように

語られてきたかを俯瞰し、問題の所在を明らかにする。民主化が貿易の開放を推し進め
るという見解は、現在、実証研究において支配的である。しかしながら初期の研究では、
このような見解は共有されておらず、むしろ民主化は貿易の開放を阻害すると議論され

ていた。なぜ現在の実証研究の支配的見方は初期の見解とは異なるのだろうか。以下、
問題の所在を明らかにしていこう。 
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第 1章 新興民主主義国における民主主義の定着 

 

民主主義が世界の支配原則となったのは、つい最近のことである。20 世紀後

半まで、民主主義は欧米世界に根付いた土着の政治概念であり、西欧文化のなかで育っ
た市民社会をもとに、経済成長にバックアップされ、豊かな国家間で広まった政治制度
にすぎなかった。だが、1974年から 1990年代にかけて民主主義国家の数は飛躍的に増

加し、非西欧世界の貧しい国々にも民主主義は導入されるようになった。こうして民主
主義制度は地球的規模で支配的な政治制度となったのである。 

経済的に豊かな西欧世界で育まれた民主主義制度を、経済的に貧しい非西欧世

界の国々に当てはめたとき、どのような違和感が生じるだろうか。ヨーロッパ世界にお
いては長年、中間層を中心とした市民社会こそが民主主義を土地に根付かせることがで
きると考えられてきた。だが、貧しい国々では、過半数の国民が貧しい層であり、民主

主義においてキャスティングボートを握る主体は、中間層ではなく貧困層になるかもし
れない。その結果、民主化を主導する役割を担う政治エリート、中間層は、民主主義が
定着していくなかで、彼らが期待したような政治的権力を得られず、貧しい大衆が決定

する民主主義政治を受け入れなくてはならない事態に直面するかもしれない。このよう
な差は、民主化後に展開された新興民主主義国2の政治にどのような特性を与えている
のだろうか。新興民主主義国は先進民主主義国よりも遥かに民主主義が崩壊しやすい経

済的・社会的条件下にあると評価されがちである。それは、新興民主主義国の民主化に
は先進民主主義国の民主化とは異なる何かがあることを示唆している。新興民主主義国
の民主化と先進民主主義国との差を見つめることで、新興民主主義国に特徴的な民主主

義の定着過程を考察する、これが本章の課題である。 

 

第 1節 民主化とは何か 

 

ある国の政治体制が民主主義へと変化することを民主化という。だが、民主主
義とは何だろう。誰もが口にする言葉にもかかわらず、この疑問に明確な答えを用意す

ることは容易ではない。なぜならば、民主主義が指し示すイメージそのものについては
一定のコンセンサスがあるものの、ある国の政体を民主主義であると評価するにはどれ

                                                        
2 1974年から 1990年代にかけて生じた民主化を、ハンチントンは民主化第三の波と呼
ぶ(Huntington 1991)。本稿では、この第三の波以降に民主化した民主主義国家という定
義に加え、民主化から 30年以内の国を総称して新興民主主義国と定義する。 
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ほどの基準を満たすことが要求されるかという問題については、見解が分かれるからで
ある。民主主義体制の要件とは例えてみればブラックボックスのようなものであり、そ
の基準を高く設定することも、低く設定することも可能である。ここでまずは、ダール

の民主主義(democracy)の定義とその基準を振り返ってみよう。戦後の民主主義研究の第
一人者であるダールはその著書『デモクラシーとは何か(On Democracy)』で、デモクラ
シーの理念を「各メンバーすべてが、集団の政策決定に参画する資格を平等に持つとい

う要求を満足させる3」と定義し、民主主義に必要な基準として次の五つの条件をあげ
ている: 

 

1) 政策決定前に、メンバーすべてが他人へ政策について意見する機会
を平等かつ実質的にもつこと(実効性を伴う政治参加)。 

2) 政策決定にあたり、すべてのメンバーが平等に実質的に投票する機

会を与えられ、彼らの投票が同じ重みをもつこと(投票の平等)。  

3) メンバーが代替となる政策案とその帰結について情報を平等に実
質的に得られる機会をもつこと(理解の啓発)。 

4) アジェンダに何をどのように設定するかをメンバーが決定する機
会をもつこと(アジェンダのコントロール)。  

5) すべての成人が上記の機会に関してすべての権利を有すること(全

面的な参画)4。 

 

ダールはこの五つの条件に加え、大規模な集団を支配する政治制度がこのような基準を

満たすためには、さらに(a)選挙により選出された代表、(b)自由で公正な選挙の頻繁な
実施、(c)表現の自由、(d)多様な情報、(e)集団の自立、(f)市民の包括的参画が保証され
るような、ポリアーキー(多数が支配する)型の民主主義が必要であると議論する5。だが、

ここで素朴な疑問が浮かぶ。これらの基準をある国家が完全に満たすことは果たして現
実的に可能なのだろうか。ダールの設定する基準をすべて満たすような民主主義国家は
理想郷であり、現実世界には存在し得ないということは、彼自身が認めるところである。

そうであるとすれば、民主化の捉え方は二つに分かれる。一つは、民主化をすべての民
主主義の基準を満たしていく継続的なプロセスと捉える見方。そしてもう一つは、民主

                                                        
3 Dahl 1998, 37 (邦訳 50). 
4 Dahl 1998, 37-38 (邦訳 50-51).但し、原文の要約であり、本文の直接の翻訳ではない。 
5 Dahl 1998, 85-86 (邦訳 116-117). 
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化を権威主義国家から民主主義国家への転換点として捉え、何らかの民主主義の最低要
件を定めることでその要件を満たした国を民主化した国家と評価する見方である。民主
主義を計る指標で言うと、フリーダムハウスのフリーダム変数(freedom rating)6やマーシ

ャルを中心とする研究グループにより作成された Polity IVデータの Polityスコア7が前
者に当てはまる代表的な指標であり、一方、プシェヴォルスキらが作成した
Alvarez-Cheibub-Limongi-Przeworski (ACLP)データの民主主義か否かを判断する二値変

数8やボッシュらが作成した Boix-Miller-Rosato (BMR)データの民主主義か否かを判断す
る二値変数9が後者に当てはまる。 

フリーダムハウスと Polity IVの民主主義指標の共通点は、民主主義の性質を

幅広く検討し、それを順序変数として表現することで、民主主義の質を示していること
にある。フリーダムハウスのフリーダム変数はダールの設定した民主主義の基準すべて
を、比較的忠実に網羅した民主主義の指標である10。Freedom in the World が発表されて

いるこの指標は、ある国でどれほど自由が存在するかを順序変数で示しており11、2014

年度のレポートによると、1972年以降の 195カ国を対象とする12。民主主義を多角的に
捉えたもう一つの順序変数は Polity IVの Polityスコアである13`。Polity IVのもととなる

Polity データは、ガーが 1974 年に発表した論文 “Persistence and Change in Political 

Systems, 1800-1971”を執筆するにあたって14、エクステインの協力のもと作成したデー
タであり、その後 Polity I、Polity IIIdと改良が加えられた。現在最新版の Polity IVは 161

                                                        
6 Freedom House (n.d.). 
7 Marshall et al. 2011. 
8 Alvarez et al. 1996; Przeworski et al. 2000. 
9 Boix et al. 2013. 
10 Freedom House (n.d.). 
11 フリーダム変数は次のように計測される。まず 25の検討項目について 0から 4まで
のポイントで評価し、それらを 7つのグループに分け、それぞれポイントを合算する。
それらのポイントをもとに、政治的権利と市民の自由という二つのカテゴリーについて
1から 7までの順序変数を算出し、この二つの値の平均値を以て各国のフリーダム変数
とし、その値をもとにそれぞれの国家を自由、部分的に自由、自由ではない状態に三分
類する。政治的権利として検討される主な事項は選挙プロセス、政治的多元性と政治参
加の形態、そして政府の機能性であり、市民の自由として検討される事項は言論と信念
の自由、結社の権利、法の支配、個人の主体性と権利である(Freedom House (n.d.))。フ
リーダムハウスは、このフリーダム変数にくわえて、Freedom of the Pressで報道の自由
についての指標を出しており、これらを合わせると、ダールの基準すべてが検討項目の
いずれかに当てはまる。フリーダム変数の強みは、民主主義を多角的に検討しているこ
とであり、その検討項目の多さは他のデータと比べても抜きん出ている。 
12 Freedom House (n.d.). 
13 Marshall et al. 2011. 
14 Gurr 1974. 
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カ国を対象に 1800年から 2009年までの年次データを包括しており、ある国の政体がど
れほど民主主義的であるか、どれほど権威主義的であるかを-10から 10までの 21ポイ
ントスケールであらわしている15。フリーダムハウスよりも網羅する年代が広く 19世紀

初頭に遡ることができること、そして、民主主義のスコアが 7ポイントスケールで表現
するフリーダムハウスのフリーダム変数よりも細かく設定されていることから、政治学
者の間で頻繁に用いられる指標である。民主主義の諸基準をすべて満たす国家が存在し

ない状況のなかで、民主主義の質を国家間で、あるいは時系列で比較するというやり方
は、確かに民主主義を計る一つの有力な考え方といえよう16。 

だが一方で、ではどの程度の民主主義の質を以て民主主義国家と呼ぶことが

できるのだろうかという疑問も浮かぶ。私たちは、日常的にある国家の政体を民主主義
である、そうではないと区分している。そうだとすれば、ダールが掲げる基準は民主主
義国家と呼ぶのに最低限必須な条件と、民主主義の理想に近づけていくために必要な条

件の二通りに分けられるのではないだろうか。フリーダム変数と Polityスコアでは答え
ることができないこの問題に対して一定の解答を示すのが、ACLPとそれをもとにデー
タを作成した BMR の民主主義指標である。なぜならば、ACLP データと BMR データ

は、前の二つと異なり、民主主義指標を民主主義か否かのみをあらわす二値変数で表現
しているからである。 

ACLP データでは、競争性のある選挙によって政権が選ばれる場合は民主主

義国、そうでなければ専制国家17と分類される18。この設定は、プシェヴォルスキの「民

                                                        
15 Polity IVの分析項目は次の六つに分けられる。(i)最高行政官の就任がどれほど様式化
しているか、(ii)行政官の選択がどれほど競争的か、(iii)行政官職がどれほど開放性をも
つか、(iv)最高行政官の権力がどれほど制度的に規制されているか、(v)政治参加がどれ
ほど抑圧されているか、そして、(vi)政治参加がどの程度競争性を有するか、これらの
項目についての評価を合計したポイントが Polityスコアとなる(Marshall et al. 2014)。し
たがって、フリーダム変数ほど細かい項目ではないにしろ、Polityスコアはダールの全
基準を検討することを目標としており、その趣旨に鑑みると、この Polityスコアもフリ
ーダム変数同様、民主主義において検討すべき事項のほとんどを網羅していると考えら
れよう。なお、Polity IVの Polityスコアはダールの掲げる実効性をともなう政治参加と
全面的な参画という二つの基準が組み込まれていないという批判もあるが (Munck and 
Verkuilen 2002, 11)、これに対してデータ作成者は両者とも組み込まれていると反論して
いる(Marshall et al. 2002)。 
16 実際、民主主義の質が高まる過程を民主化と捉える研究も存在する(Fidrmuc 2003; 
Milner and Mukherjee 2009; Yu 2010)。 
17 ACLPデータでは、民主主義国家に対置する概念として権威主義国家(authoritarianism)
ではなく専制国家(dictatorship)を用いている(Przeworski et al. 2000, 17)。 
18 Cheibub et al. 2010, 72; Przeworski et al. 2000, 14. 
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主主義とは政党が選挙で負けるシステムである19」という定義による。では、民主主義
の条件となる競争性のある選挙とは何だろうか。ACLPデータでは、次の三つの基準を
満たす場合に競争性があると判断している。第一が選挙の結果が事前にはわからないこ

と、第二が選挙で勝ったものが政権を獲得すること、そして第三がこれら二つの条件を
満たす選挙が定期的に繰り返し行われることである20。この前提をもとに、ACLP デー
タは、具体的に、ある国が次の四つのルールすべてを満たす場合、民主主義国家と判断

できると定義している: 

 

1) 最高行政官は普通選挙、あるいは普通選挙によって選ばれた主体に

よって選ばれなければならない。 

2) 立法府は普通選挙によって選ばれなければならない。 

3) 選挙で争う政党は二つ以上、継続的に存在しなくてはならない。 

4) 現政権が政権を獲得した方法と同じ選挙規則のもとに、政権交代が
行われなくてはならない21。 

 

また、専制主義については、ACLPデータは民主主義ではないものと定義していること
から、これらの条件を一つでも満たさない政体は専制国家に分類されることとなる。 

一方、ボッシュとロザートは、ACLP データの系統が第二次世界大戦後を対

象としているのに対して、この分類を 1800年まで遡る方向でデータを広げた2223。BMR

データは、ACLPデータが設定した競争性のある選挙の存在を民主主義か否かを見極め
るポイントとする見方を基本的に踏襲しているが、1800 年まで対象範囲を広げるにあ

たって、全面的な参画という項目を新たに付け加えた24。つまり、参政権が過半数の男
性に約束されていることを検討に加えたのである。新たな検討項目を付け加えた理由は、
対象としている時代の背景に鑑みれば明らかである。ACLPデータの対象とする第二次

                                                        
19 Przeworski 1991, 10. 
20 Cheibub et al. 2010, 69; Przeworski et al. 2000, 16 
21 Przeworski et al. 2000, 28-29. 但し、原文の要約であり、本文の直接の翻訳ではない。 
22 Boix and Rosato 2001. 
23 1996年に作成された ACLPデータは 1950年から 1999年までの 135カ国を対象にし
たデータであったが(Alvarez et al. 1996)、チェイバブとガンディが対象期間を 2000年ま
で広げ(Cheibub and Gandhi 2004)、さらにチェイバブらによって 202カ国を対象に 1946
年から 2008年まで網羅されるようになった(Cheibub et al. 2010)。一方、2001年に作成
された BMRデータの最新版は 2013年に発表されており、ボッシュらによって 219カ
国を対象に 2007年までアップデータされた(Boix and Rosato 2001; Boix et al. 2013)。 
24 Boix et al. 2013, 1530.  
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世界大戦後は、選挙の実施にあたって男女すべてに普通選挙権を与えることは当たり前
のことであったが25、それ以前の時代、ことに第一次世界大戦前においては、参政権の
対象範囲は国によってかなりばらつきがあった。したがって、これらの時代背景を踏ま

え、BMRデータは民主主義とみなすための条件を以下の三つに整理したのである: 

 

1) 行政府は普通選挙により直接あるいは間接的に選ばれ、投票者もし

くは議会に責任を負わなければならない。 

2) 議会(あるいは直接選挙で選ばれた場合は行政府)は自由で公正な選
挙で選ばれなくてはならない。自由とは複数の選択肢があり、公正

とは不正がなく現職者が対抗勢力の勝利する機会を妨害しない状
態をいう。 

3) 過半数の男性が選挙権をもたなくてはならない26。 

 

以上の議論を踏まえると、数ある民主主義の基準の中でも、選挙の実施と選
挙による政権交代が民主主義の主要原則であることが確認できる。したがって、民主化

により民主主義体制が成立したと評価するには、最低限、自由で公正な普通選挙により
政権が選ばれるようになることが必須となる27。本稿では以下、民主化を継続的なプロ
セスではなく権威主義国家から民主主義国家への転換点として捉え、議論を進める。 

 

第 2節 民主主義が定着しやすい条件 

 

 自由で公正な普通選挙によって政権が選ばれるようになったからといって、
直ちに民主主義体制が安定した揺るぎないものへと定着したと結論づけるのは早計で
ある。民主化によって新たに成立した多数が支配する政治が、継続的に受け入れられな

くてはならないからである。このことは、それほど容易いことではない。 

1974年ポルトガルのリスボンにおけるクーデターに端を発し、1989年に冷戦
終結を迎えたことで、20 世紀末に向かって民主主義国家が急増し、民主主義は世界に

おいて支配的なドクトリンになるかにみえた。いわゆるハンチントンのいう民主化第三
の波である28。しかしその後、こうして誕生した新興民主主義国の間では、民主主義が

                                                        
25 Munck and Verkuilen 2009. 
26 Boix et al. 2013, 1530. 但し、原文の要約であり、本文の直接の翻訳ではない。 
27 Alvarez et al. 1996; Boix et al. 2013; Przeworski et al. 2000. 
28 Huntington 1991. 
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崩壊したり、政治が不安定になったりと、スムーズに民主主義が定着しないケースが相
次いだ。欧米の先進民主主義国と新たに民主化した新興民主主義国は何かが違うのでは
ないか、どこが違うのか、どうしたらこういった新興民主主義国でも民主主義は定着す

るのか。1990 年代以降、このような問題が関心を集めるようになり、イリベラル・デ
モクラシー29、民主主義と権威主義の中間的存在を示すセミ・デモクラシー30、選挙権
威主義体制31といった、新興民主主義国と先進民主主義国の違いを強調するような言葉

が登場した32。以上のような歴史的背景から、新興民主主義国においてどのようにした
ら民主主義が定着するかという議論が登場し、民主主義の定着は民主化研究の一角を占
めるに至ったのである33。 

民主主義体制はどうしたら定着するのだろうか。民主主義の定着を巡る研究
のほとんどはこれまで、民主主義が定着しやすい条件を特定することに情熱を費やして
きた。そしてその問い掛けの源にはやはり、何が先進民主主義国にはあって新興民主主

義国にはないのかという疑問があった34。 

 

(1) 社会的条件 

 

 民主主義の定着を語る上で、外すことができない金字塔が、民主主義の定着
とは民主主義制度が「街で唯一のゲーム35」となることと定義したリンスとステパンの

研究である36。彼らは民主主義の定着を判断する条件として、以下の三つを掲げている。
一つ目の条件が行動条件で非民主主義的体制の形成や暴力行使をしようとするアクタ

                                                        
29 Zakaria 1997, 24. 
30 Ottaway 2003. 
31 Schedler 2006. 
32 McAdam et al. 1997, 143. 
33 Linz and Stepan 1996; Weingast 2004. 
34 もちろん、新興民主主義国と先進民主主義国の差という視点以外からも、民主主義が
定着しやすい条件は検討されている。その最たる例が、前政権が軍事政権の方がそうで
ない場合よりも民主主義が定着しにくいという議論(Cheibub 2007)、過去に軍事クーデ
ターが生じた数が多いほど民主主義が定着しにいという議論(Bueno de Mesquita et al. 
1992; Hibbs 1973; Londregan and Poole 1990)、あるいは大統領制の方が議院内閣制よりも
民主主義が定着しにくいという議論であろう(Cheibub 2007; Linz 1994; Lipset 1959; 
Mainwaring and Shugart 1997; Przeworski et al. 2000; Shugart and Carey 1992; Svolik 2008)。
尤も大統領制の方が民主主義体制の崩壊する確率が高いということはその他の理由に
よるものであり疑似相関ではないかといった懐疑的議論も存在することはここに注記
しておく(Boix 2003, 150-155; Cheibub 2007; Maeda 2015)。 
35 Linz and Stepan 1996, 5 (邦訳 24). 
36 Linz and Stepan 1996. 



 

 20 

ーが存在しなくなること、二つ目の条件が態度条件で民主主義的な制度や手続きが最も
好ましいという信念の共有が形成されること、三つ目の条件が憲法条件で法律の範囲内
での対立の解決を図るようになることである37。そして、民主主義の定着には、「国家の

存在に加え、次の五つの状況、(i)自由で活力のある市民社会が発展しやすい状況、(ii)

相対的に自律的で価値ある政治社会、(iii)市民の自由や独立した結社に対する法的な保
護を確実に行う法の支配、(iv)新たな民主政府にとって有用な国家官僚、(v)制度化され

た経済社会38」が必要となると論じる。 

リンスとステパンがあげた民主主義の定着条件のなかでも、ひときわ独特な
概念が市民社会である39。ここで市民社会とは何かについて振り返っておこう。ハーバ

ーマスは『公共性の構造転換』で、市民社会を「自由な意思にもとづく非国家的・非経
済的な結合関係40」と定義している。伝統的に、政治体制とは国家と市民社会の関係を
定めるシステムを指すといわれていることからもわかるように41、市民社会は政治体制

を定める重要な要素と考えられる。リンスとステパンによると、市民社会には、社会運
動(女性団体、近隣組織、宗教団体、知識人集団)や、さまざまな社会階層の市民的結社
(労働組合、企業家集団、ジャーナリスト、弁護士)が含まれており、先進民主主義国の

民主化だけではなく、新興民主主義国であるブラジルやポーランドにおいても市民社会
が民主化に一役買ったとされる42。このように民主化、あるいは民主主義の定着におい
て市民社会の役割はしばしば強調される概念である。 

しかしながら、民主主義の定着において市民社会の発展が不可欠であるとい
う議論を新興民主主義国にそのまま当てはめようとすると、多くの壁にぶつかることと
なる。まず新興民主主義国の多くは民主化時に弱体な市民社会しかもっていない。安定

した政治階級の欠落、利益団体の欠落、全包括的な労働組合の欠落。先進民主主義国の
歴史と比較してみても、その脆弱さは顕著である。だが、問題はそれだけではない。市
民社会という概念は、そもそもヨーロッパ世界の歴史の産物なのである。コッカは、市

民社会構想が、アリストテレスに遡るヨーロッパ世界の歴史や知的伝統に立脚し、近代
西欧の啓蒙思想の中から登場した概念であることを振り返り、市民社会概念におけるヨ
ーロッパ世界の歴史的文脈を強調している43。だが、新興民主主義国の多くはヨーロッ

                                                        
37 Linz and Stepan 1996, 5(邦訳 24). 
38 Linz and Stepan 1996, 7(邦訳 27). 
39 Linz and Stepan 1996. 
40 ハーバーマス 1994, xxxviii. 
41 Cardoso 1979, 38; O'Donnell and Schmitter 1986, 73; Przeworski et al. 2000. 
42 Linz and Stepan 1996. 
43 Kocka 2010, 15-17 (邦訳 16-18). 
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パ世界に属しておらず、歴史的背景がヨーロッパ世界とは異なる。民主主義の定着につ
いて、民主主義の質、あるいは社会的側面から説明しようとすると、先進民主主義国が
発展した土壌であるヨーロッパ世界の歴史というバイアスから逃れることは困難であ

る。社会は地域の歴史から切り離すことは困難であり、ヨーロッパで成長した市民社会
の概念をそのまま、それ以外の地域に適応しようとすれば無理が生じる。市民社会は、
ヨーロッパ社会において先進民主主義国が定着するには確かに有効な存在であった。だ

が、同じことが新興民主主義国に当てはまるかどうかは、実際のところわからない。社
会的側面に注した研究は、往々にしてヨーロッパ世界的文脈から、民主主義の質の向上
が民主主義の定着を促すと考え、その論理を非ヨーロッパ世界に当てはめようとするが、

そのやり方には疑問が残る。 

では、歴史的バイアスを乗り越えて、市民社会の何がヨーロッパ世界におい
て民主主義の定着を促したのかを考えてみることは可能だろうか。コッカが指摘するよ

うに、ドイツ語では市民(citizen)とブルジョワ(bourgeois)の二つの語に Bürger という単
一の語が当てられており、もともと市民とは権利と義務の両面を有する「財産と教養を
有する人びと44」を意味する。つまり、ここで鍵となる市民という概念は、もともと国

家に国籍を保持するすべての人々、大衆を指していたわけではなく、少なくとも 18 世
紀末から 20 世紀まではブルジョワを指していたのである。Bürger と呼ばれる市民が、
大衆と自らを明確に区別していたという歴史的背景に着目すると、市民社会の発展を先

進民主主義国の歴史的文脈から離れて捉える一つの代替案が引き出される。それは、市
民社会の発展をブルジョワジーの発展と読み替えることである。国家においてブルジョ
ワジーがどれほど占めるか。さらにいえば、国家がどれほど経済的に豊かか、どれほど

貧富の差が激しくないか、そういった問題から民主主義が定着しやすい土壌を考えるこ
とはできないだろうか。こういったモチベーションを背景に、歴史的文脈から離れて民
主主義の定着しやすい条件を捉える方法として登場したのが、経済的側面に着目した一

連の研究である。 

 

(2) 経済的条件 

 

経済発展こそが民主化と民主主義の定着を促すという近代化論を明確に打ち
出したリプセットの功績は、この相関関係を中間層の存在に帰着させたことにある45。

                                                        
44 Kocka 2010, 9 (邦訳 7). 
45 Lipset 1959. 
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ブルジョワジーの役割に着目したという点では、ムーアも同様である46。彼らは、西欧
の先進民主主義国で育まれた民主主義の歴史をベースに、大衆とエリートのどちらにも
属さない中間に位置するという立場から、民主主義の強力な支持母体としての役割を果

たしてきた中間層の存在こそが、民主化と民主主義の定着に不可欠なものと議論を繰り
広げた。だが、このリプセットの近代化理論は民主化第三の波によって、大きく揺るが
された47。なぜならば、近代化理論に反して、経済的に貧しい多くの国が民主化を遂げ

たからである。これを受けて、経済の発展が民主化を促すという仮説は覆され48、経済
と民主主義の関係は問い直されることとなった。近代化理論はこのように大幅な修正を
迫られているが、とはいえ新興民主主義国の事例を加えてもなお、一定の効力を持つ。

なぜならば経済的要因は、民主主義の定着に対しては依然として影響力を持っているか
らである。 

民主主義の定着に影響を及ぼす経済的要因の一つが、経済的不平等である。

経済的不平等が民主主義を脅かす危険については古くから議論されており、ダールは次
のように述べる。「古代から現代に至るまで、事実上、民主政と共和政の思慮深い弁護
論者は、すべて、民主政が、経済資源の不平等によって、どのように脅威にさらされて

きたかについて指摘し、この点を強調している49。」経済的不平等が脅威をもたらす理由
についてプシェヴォルスキは、経済的社会的不平等が法によって定められた政治的平等
の効力を蝕むことを指摘する50。実証的にも、民主主義の定着において経済的不平等が

負の影響をもつことは検証されており51、経済格差が小さいほど民主主義は崩壊しにく
く、逆に経済格差が大きいほど民主主義は崩壊しやすいといえる52。 

もう一つの経済的要因が、経済的な豊かさである。経済成長が民主化を促す

ことはないが、経済的豊かさが民主主義を安定化させるという命題は実証研究で証明さ
れている53。国家の経済規模が、民主主義が生き残るうえで大きなファクターとなるこ

                                                        
46 Moore 1966. 
47 Lipset 1959. 
48 Acemoglu et al. 2008; 2009. 
49 Dahl 1989, 333. 
50 Przeworski 2010, 74. 
51 Acemoglu and Robinson 2000; 2001; 2006; Boix 2003; Boix and Stokes 2003; Przeworski 
2009. 
52 但し、ハガードとカウフマンは、経済的不平等を原因とするエリートと大衆の対立が
民主主義を崩壊させる要因になる確率は 1/3にも満たないということが、1980年から
2000年のデータから示されるとして、経済的不平等が及ぼす影響力の大きさに疑問を
呈している(Haggard and Kaufman 2012)。 
53 Epstein et al. 2006; Przeworski et al. 1996; Przeworski and Limongi 1997; Ulfelder and 
Lustik 2007. 
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とは、1976 年から 2002 年までの 165 カ国を対象に国内総生産(GDP)の検討によって示
されており54、この負の影響は経済の全体規模のみならず収入面においても同様にみら
れ55、さらに、一人当たり GDPが高いほど民主主義が定着しやすいことも立証されてい

る56。ボッシュは、この知見を第二次世界大戦以前のデータに照らし合わしており、19

世紀初めから 20 世紀末までのデータにおいても、民主主義の定着に高い収入が正の影
響を持つことが明らかにされている57。 

これらの研究をまとめると、経済的に豊かで平等な国ほど民主主義は定着し
やすく、逆に貧しく不平等な国ほど民主主義が崩壊しやすいことがいえる。経済的に豊
かで平等な国では、中間層が占める割合が当然のことながら増加する。したがって、こ

れらの経済インパクトは、市民社会を構成するような中間層の厚みを増やすことが民主
主義の定着を促すとも解釈できる。このことに鑑みると、中間層の役割を主張する近代
化論は依然として力を持っており、中間層が核となる市民社会の発展こそ民主主義の定

着を促すという議論とも通じるものがある。 

 

第 3節 民主主義の定着過程 

 

では、なぜ中間層が占める割合が高く貧困層が占める割合が低いと、民主主
義が定着しやすいのだろうか。民主主義の定着を扱う研究の大半は、民主主義が定着し

やすい土壌を探り当て、その実質的な条件を見極めることで、民主主義が定着しやすい
国としにくい国を差別化することに、これまで重点を置いてきた。しかしながら、なぜ
これらの条件が民主主義体制の不安要素となるのかについて答えるには、民主主義の定

着過程のメカニズムを理解することが必要となる。当然のことながら、同じ条件にあっ
ても民主化から 5年目の国と 50年目の国では民主主義体制の安定感は異なる筈である。
民主主義はどのような過程をもって定着していくのだろうか。この問題に対して答えよ

うとしたのが、民主主義体制の崩壊確率の推移を追うことで58、民主主義の定着過程を
捉えようとする研究である。 

 

                                                        
54 Gassebner et al. 2013. 
55 Bernhard et al. 2003. 
56 Epstein et al. 2006. 
57 ボッシュは、同時に、既に経済的に発展した民主主義国においては、追加的な経済成
長が民主主義の質を高める効果をもたないことも明らかにしている(Boix 2011)。 
58 民主主義の定着とは、言い換えてみれば民主主義が崩壊しないことであるという点は
シェドラーも指摘している(Schedler 1998)。 
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図 1.1 民主主義の定着図式 

 
 

民主主義の定着過程はどのように捉えられるか。民主主義体制と権威主義体制
が二分できると仮定すると、図 1.1にまとめたように、国家は常に前の期と同じ体制を
継続するか体制を転換するかの選択を迫られることとなる。この論理方式に従うと、民

主主義の定着とは民主主義体制が tから t+1期、さらに t+2期でも継続して民主主義を
選択し続けることと解釈できる。 

民主化後の政治体制について、リンスとステパンは新興民主主義国の体制は民

主化まもない時期に脆弱になりやすくなると議論している59。このリンスとステパンの
議論から類推すると、民主主義体制が維持されればされるほど、民主主義が崩壊する確
率は減っていくという仮説が立てられる。2000 年代に入ってこの議論は関心を集めた

ものの、当初の研究は、さまざまな条件をコントロールすると、民主主義体制の継続が
民主主義体制の崩壊確率を減らすわけではない、即ち tから t+1期で民主主義が継続し
て選択されたからといって t+2期で民主主義でも引き続き選択される確率が変わるわけ

ではないという否定的見解で占められていた60。だがこれに対して異議を唱えたのがス
ヴォリク論文と前田論文である61。スヴォリクと前田は民主主義の継続年数が民主主義
の崩壊確率に影響を及ぼすことを次のように実証している。 

スヴォリクは、1789-2001 年までのほぼ近現代のすべての民主主義国家を対象
に民主主義体制の崩壊確率の推移を分析した結果62、民主主義体制が継続すればするほ

                                                        
59 Linz and Stepan 1978; 1996. 
60 Bernhard et al. 2003; Epstein et al. 2006; Przeworski et al. 2000. 
61 Maeda 2015; Svolik 2008. 
62 Svolik 2008. 
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ど、不況といったハザードが生じても民主主義体制は崩壊しにくくなる、つまり民主主
義の継続年数が民主主義の定着に正の相関をもつことを実証している63。彼の研究の新
しさは、民主主義が定着したために生き残っている国と、民主主義が定着したわけでは

ないがその他の好ましい条件下にあるためにたまたま生き残っている国とを区別した
点にある64。通常のサバイバル分析では、すべての国で民主主義体制が崩壊する確率は
変わらないという前提で分析する。だがこれに対して、スヴォリクは、母集団分割生存

モデル(split population survival model)を用いることで、民主主義が既に定着した国かまだ
定着過程にある国かでは、不況といった体制に揺さぶりをかける危機に対する脆弱性が
異なると仮定し、どの国が既に定着し終えたかは外部からは観察できないとしつつも、

両タイプを区別してモデルを組み立てたのである65。その結果、スヴォリクは、民主主
義体制が存続している国では、民主主義体制が継続すればするほど民主主義体制が崩壊
しにくくなるという両者の関係性を明らかにした66。この議論の鍵は、いつか民主主義

が完全に定着すれば民主主義が崩壊する危険がなくなるであろうという前提を受け入
れられるかであるが、直感的にはこの前提は受け入れやすい。実際、8年ごとの民主主
義国家の生存率を棒グラフにした図とスヴォリクモデルから得られる生存ラインは近

似しており67、民主主義体制の崩壊確率が民主化から時間が経つごとに逓減しているこ
とがわかる。 

2015 年に発表された前田論文は、民主主義の継続年数が民主主義の崩壊確率

と相関しており、民主主義の継続年数が増すことで民主主義の崩壊確率が低くなると主
張するスヴォリクの議論に大枠では反駁するものではない68。だが、この議論の重要性
は、民主化後の初期において、民主主義の崩壊確率がいったんは上昇し、その後下降す

ることを示した点にある69。民主主義の継続年数と民主主義体制の崩壊確率の相関性を
否定してきたこれまでの研究に対して、前田論文が修正をかけたのは、両者の関係が単
調であるという前提である70。彼は民主主義の継続年数が及ぼす影響は変化すると捉え、

この前提を緩めた71。そして、この仮定を緩めることで、ロイストンとパーマーによる
パラメトリック生存モデル(the Royston-Parmar flexible parametric survival model)による

                                                        
63 Svolik 2008. 
64 Svolik 2008. 
65 Svolik 2008. 
66 Svolik 2008. 
67 スヴォリク論文の図 2参照(Svolik 2008, 156)。 
68 Maeda 2015; Svolik 2008. 
69 Maeda 2015. 
70 Maeda 2015. 
71 Maeda 2015. 
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分析結果、前田は民主主義体制の崩壊確率は、民主化直後は低いものの民主化から 8年
後をピークに上昇し、その後緩やかに低下するという実証結果を発表している72。 

前田論文はスヴォリク論文に対して修正をかけることを目的とはしていない73。

だが、1789年以降近現代の民主化すべてを対象に含んだスヴォリク論文と 1948年以降
の民主化のみを対象とした前田論文を比較すると、民主化後の民主主義の崩壊確率の推
移、すなわち民主主義の定着過程に差が見られる74。スヴォリクは民主化後民主主義の

崩壊確率は逓減していくと議論する75。だが、前田は民主化からしばらく経つと、政治
体制が一時的に不安定化すると議論している76。この差はどのように解釈することがで
きるだろうか。なぜ 1948 年以降に生じた民主化に絞ると、民主主義の崩壊確率は一時

的に上昇するのだろうか77。 

 1948年以降の民主化では、なぜ民主化直後の民主主義の崩壊確率は低いにも
かかわらず、暫く経つと民主主義の崩壊確率は上昇するのだろうか。この疑問に対する

前田の答えは、民主主義の定着過程を理解する上で重要である78。彼によると、民主化
直後の政権は安定しており、政治権力者・政治エリートの間でなされた合意に基づく政
治が展開される。しかしながら、いつまでもこのハネムーン状況が続くかは疑問である。

なぜならば、選挙があるからである。選挙が定期的に行われるようになるにつれて、政
治権力者・政治エリートにとって好ましくない選挙結果が生じるかもしれない。あるい
は、政権が当初の政治権力者・エリート間の合意から外れた政策を取ろうとするように

なるかもしれない。このような事態を政治権力者・政治エリートが受け入れられない場
合、彼らが非民主主義的な手段で民主主義体制を崩壊させようとするリスクが高まる。
前田はこのような議論から、民主化からしばらくすると民主主義の崩壊確率は上昇する

と議論している79。前田の実証分析結果を解釈する上で注目するべき点は、民主主義の
崩壊確率が民主化直後に上昇するわけではないということである80。一般的に、新興民
主主義国では民主化後 5年以内に選挙が実施される。だがそれにもかかわらず、当初の
                                                        
72 Maeda 2015. 
73 そもそも前田論文では、民主主義の定着過程にある国と既に民主主義が定着した国を
区別したスヴォリクとは異なり、すべての民主主義国家を同一と捉えており、スヴォリ
クの研究の前提を用いていないため、スヴォリクの議論の修正とはなっていない(Maeda 
2015; Svolik 2008)。 
74 Maeda 2015; Svolik 2008.  
75 Svolik 2008.  
76 Maeda 2015.  
77 Maeda 2015.  
78 Maeda 2015. 
79 Maeda 2015. 
80 Maeda 2015. 
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政治権力者・政治エリートの合意を覆すような選挙結果及び政治指導者が生じるリスク
がピークに達するまでには、民主化から 8年もかかる。このことは、民主化により自由
で平等な普通選挙が行われるようになってから、実質的な政治参加が拡大されるまでに

は、相当の時間がかかることを示唆している。 

1789-2001年までという、近現代のほぼすべての民主主義国家の誕生から現在
までを網羅したスヴォリクの実証研究とは違い、前田の実証研究は 1948 年以降しか対

象としていないことから、前田の議論が新興民主主義国の特徴を強く表していることは
明らかである81。実際、先進民主主義国においても民主化から暫く経つと一時的に民主
主義体制の崩壊確率が上昇するという結果が当てはまるかは疑わしい。なぜならば、

1948年以降に民主化した多くの国では、最初から普通選挙が実施されたが82、それ以前
に民主化した先進民主主義国では一般に富裕な層から選挙権が段階的に拡大され、政治
的妥協が緩やかに進んだためである83。当然のことながら、選挙権が一気に拡大した新

興民主主義国では、政治権力者・政治エリートが迫られた妥協の内容は穏やかなもので
はなく、そのことが、新興民主主義国における政治権力者・政治エリートの危機意識を
助長し、政治の不安定化しやすい土壌を作り出している可能性は高い。 

加えて、多くの新興民主主義国では、先進民主主義国よりも経済的に貧しく
不平等であることから多数を貧困層が占めるため、中間層あるいは富裕層に位置する政
治権力者・政治エリートと国民の過半数を占める一般の人々との間に広がる政策距離の

隔たりは大きくなりやすい。したがって、国内社会で政治参加が強まることで、政治権
力者・政治エリートの利害を害するような政策変更が生じる可能性は高い。アリストテ
レスも民主主義が貧しい人々による支配をもたらす可能性について次のように語る: 

 

寡頭政と民主政との具体的相違は貧困と富に求められる。いかな
る国制にあっても、ある支配者が、多数と少数を問わず、富をも

って支配者の地位にあるなら、寡頭政が成立することは避けがた
いものである。他方、貧者が支配する国政が民主政となることも
避けがたいことである84。  

 

                                                        
81 Maeda 2015; Svolik 2008.  
82 Munck and Verkuilen 2009. 
83 先進民主主義国における政治エリートが選挙権の拡大にあたり、どのように戦略的に
選挙制度を選択したかについては、ボッシュの議論を参考のこと(Boix 1999)。 
84 アリストテレス 1961, 134. 
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確かに、自由で公正な普通選挙によって政権が選ばれるようになれば、当然貧しい国で
は、国民の過半数を占める貧困層の利益を代表するような政治が生まれよう。だが、そ
のことは政治権力者・政治エリートにとって進んでいけいれられるものではなく、アリ

ストテレスの言葉を借りれば「避けがたい」ことであり、受け入れることに葛藤を覚え
ることなのである。貧しく不平等な国ではこの葛藤が高まることは容易に想像できる。 

したがって、新興民主主義国においては特に、民主主義の定着過程をやや長

いスパンで観察する必然があることは明らかである。なぜならば、政治参加が実質的に
拡大し、国内社会の意向が政治に反映するには、民主化直後に行われる初回選挙よりも
さらに長い時間がかかることとなるからである。そして、国内社会の意向が反映される

ようになることで生じる政策変化は、政治権力者・政治エリートの利害を時に害するこ
とになり、政治を不安定化させるからである。このことは翻すと、民主化直後の政策決
定は、政治権力者・政治エリートの意向を強く反映したものであり、一般の人々の意見

がほとんど反映されていないということも示唆している。 

 

図 1.2 民主化がもたらす政策変化 

 
 

以上を踏まえると、民主化が政策に及ぼす影響は、(1)政治権力者・政治エリ
ートの合意を反映して民主化直後に生じる短期的変化と、(2) やや遅れて国内社会の意

向を反映して生じる長期的変化の二種類が存在するということが推定できる(図 1.2 参
照)。民主化からやや遅れて拡大する実質的な政治参加は、民主化直後に導入された政
策をどのように軌道修正するのだろうか。これまで多くの政策分野で、民主化の影響は

民主化直後に生じる変化 
　政治権力者・政治エリートの合意を反映 

遅れて生じる変化 
　　国内社会の意向を反映 
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検討されてきているが、民主化直後に生じる政策変化とやや遅れて生じる政策変化との
区別を意識した実証研究は少ない。本論文は、この異なる二種類の影響を捉えることを
目的に、民主化により促進されることでよく知られる貿易の開放政策に焦点をあて、以

下、新興民主主義国における長期的な政策変化を実証分析する。 
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第 2章 新興民主主義国における貿易の開放政策 

 

民主化により、すべての人々は政治に参加する権利を法的に保障されるよう

になる。しかし長い間、政治の表舞台から排斥されてきた人々が、この新たに手にした
権利を今日の明日で有効に活用できるようになるのだろうか。民主化にあたって積極的
な役割を果たすのは、民主化を推進しあるいは反対したごく一部の政治エリートであり、

国民のほとんどは政治への接点が弱く、その立ち位置は傍観者に近い。このことを踏ま
えると、民主化によって誕生した新しい政権が即時に多数者の要求・利益を優先して実
現するように、政策を展開するとみなすことには無理がある。しかしだからといって、

この状況がいつまでも続くわけではない。民主化から時間が経過し、選挙が繰り返し行
われるなかで、漸進的ながらも国内社会の影響力は拡大し、長期的には当初の決定を覆
すような政策変更も可能となるのではないか。このように考えると、民主化の短期的な

影響と長期的な影響は区別する必然性が浮上する。すなわち、民主化後、短期的には政
治権力者・政治エリートではない人々が政治的影響力を発揮することは困難であるが、
民主主義が定着していくにつれ、長期的には彼らの影響力が拡大していくのではないだ

ろうか。以下、民主化によって新たに政治に参加する機会を得た人々が、民主主義が定
着する過程でどのように政策に変化

、、
をもたらすようになるのか、貿易の開放政策に焦点

を当てて分析する。 

 

第 1節 民主化と貿易の開放政策 

 

貿易の開放とは何か。それを理解するには、まず国際社会のなかで貿易の開放
がどのような意味合いを持って登場したのか、歴史に立ち返って言及することが必要に
なる。貿易の開放とは、輸出・輸入の制限の撤廃、関税率の引き下げといった貿易の自

由化を進めることで、国家経済が貿易への依存を深める状態を指す。そもそも 16 世紀
に、イギリスを舞台にアダム・スミスやデヴィッド・リカルドを中心とする人々が、当
時ヨーロッパ諸国でとられていた重商主義(と保護貿易)を批判するために提唱した概

念が、貿易の自由化である。具体的には、貿易の自由化は、モノやサービスを他の国か
ら輸入する際にかかる関税や輸入割当規制といった障害を減らし、究極的には取り払う
ことを意味する。 

では、民主化と貿易の開放の間にはどのような関係性があるのだろうか。自由
貿易を語るうえで注目すべき点は、16 世紀に提唱されたその当初から、自由貿易を選
択するべきであるとする主張の根拠として、経済利益だけではなく、国際平和的な利益
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も指摘されていたことである。もちろん、貿易の自由化が国家の経済利益に適うという
議論は85、民主化が貿易の開放を促進するという関係性を説明する根強い、そして重要
な論拠である。だが、貿易の自由化を世界的に推進することで、国家間の経済的な相互

依存が高まり、その結果、戦争の合理性が低められるという議論が、早い時期から展開
されていたことにも目を向ける必要がある。現在、自由貿易システムを推進する
WTO(世界貿易機関)もそのシステムの長所の筆頭に、「国際平和への貢献86」を掲げてい

る。貿易の自由化は、取引国についての情報量を拡大するため、国家間のコミュニケー
ションの信頼性を高めることに寄与する87。さらに、国家間の依存関係を深めることに
よって、国家間の危機に際して、経済制裁といった効果的な警告を発することも可能に

なる88。そして何よりも、武力行使は貿易に損害を与える89。これらの要因から、貿易
の自由化は安定した平和的な国家関係を構築すると考えるコマーシャル・ピース論が登
場した。 

以上のような議論を背景に、貿易の自由化は富の追求や経済の安定化だけでな
く平和の担保として考えられるようになり、第二次世界大戦後の世界では、民主主義国
家間では戦争は起きないとするデモクラティック・ピース論90に並ぶ、西側諸国(冷戦後

は国際社会)の二大外交方針として、いわば規範化されたのである。貿易の自由化が国
家の経済利益に即した行動であるかは別としても、民主化によって西側陣営(/冷戦後は
国際社会)の仲間入りをしようとした新興民主主義国が、国際的信用を獲得し自らの政

権の正統性を国外勢力に認めさせ平和な外交関係を築くための措置として、国際社会が
推奨する貿易の自由化を受け入れたことは、当然の結果といえよう91。 

 

                                                        
85 貿易の自由化により、国家は他国に比べ生産のうえで優位にある(比較優位を持つ)産
品に特化することとなり、その結果、国家全体の生産性の向上と所得の増加がもたらさ
れ、同時に消費の可能性も拡大する。したがって、需要と供給の両面において、貿易の
自由化は優位となる。即ち、貿易の開放により各国で分業を進めることで、経済成長が
成し遂げられるという議論が、貿易の開放が経済的利益をもたらすと提唱する人々の主
だった主張内容である。自由貿易がどのように国家に経済利益をもたらすか、国家の中
の誰に利益をもたらすかについては、第 3章第 2節にて議論する。 
86 World Trade Organization 2003, 2. 
87 Fearon 1995. 
88 Gartzke 1999. 
89 Russett and Oneal 2001. 
90 Russett 1993. 
91 この主張を裏付ける議論としては、マンスフィールドらが発表した、民主主義国家間
の方が民主主義と権威主義国家間よりも貿易の開放が進みやすいという研究が挙げら
れるだろう(Mansfield et al. 2000)。 
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第 2節 民主化は貿易の開放を促すのか 

 

後述するとおり、現在、民主化が貿易の開放を促すことは実証研究のうえで

コンセンサスが得られている。しかしながらこの見解が当初から支配的であったわけで
はない。むしろ驚くべきことに、初期に発表された研究は民主化が貿易に及ぼす効果に
ついて懐疑的であった。その代表例が、ハガードが 1990年に発表した Pathways from the 

Periphery: The Politics of Growth in the Newly Industrializing Countriesである92。この本で
ハガードは、民主主義体制への転換が貿易の開放を促進するという主張を疑問視する根
拠として、権威主義体制の政府よりも新興民主主義国の政府が脆弱となることを指摘し

ている。新興民主主義国の政府は、国内の要求を抑え込むことが難しくなることから、
貿易保護政策を求める国内団体の要求を無視することができず、結果として、貿易の開
放政策を実施しにくくなる93。このようなハガードの主張の背景には、1970年代後半か

ら 1980 年代初めにかけて民主化が進んだラテンアメリカ諸国における苦い経験があっ
た。 

アルゼンチン、ウルグアイ、チリ、ペルー、ブラジルといった国々は 1970 年

代半ばまで、軍事政権により支配されており、政府は、実質賃金を抑制し、あるいは実
質為替レートを切り下げることで、農業・製造業といった輸出部門を優遇し、対外依存
を高め、経済成長をはかった。これらの国々は、1970年代後半から 1980年代初めにか

けて、次々と民主化したが、民主化後の道のりはいずれも順調とはいいがたかった。そ
れどころか、経済危機に見舞われるところとなり、多くの国は政治的・経済的混乱に陥
った。例えば、1983 年に民主化したアルゼンチンでは、1970 年代後半には貿易の開放

が進んでいたにもかかわらず、民主化後、対外債務危機とハイパー・スタグフレーショ
ンを受けて、第二次世界大戦から 1970 年代半ばまで続いていた過剰保護貿易が復活し
た。権威主義体制下で進んでいた貿易の開放が、民主化によって後戻りしたのである。

このような民主化後のラテンアメリカ諸国の混乱に対して、同時期の韓国や台湾といっ
た国々は、権威主義体制のもと急速な経済成長を遂げた。こういった時代背景を受けて、
民主主義体制の方が貿易改革を行う上で優位であるとはいえないといった、民主化の効

果に懐疑的な議論が登場したのである94。 

しかしながらその後の議論は、民主化が貿易の開放に及ぼす影響を肯定する
方向に傾いた。ハガードに対する反論は、まず同じラテンアメリカ諸国を事例に扱うと
                                                        
92 Haggard 1990. 
93 Haggard 1990. 
94 Haggard 1990; Haggard and Kaufman 1992. 
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ころから始まった95。例えばレマーは、ラテンアメリカ諸国における IMFのスタンバイ
協定の分析をもとに、体制によって経済パフォーマンスにおいて差異が生じることはな
く、権威主義国家ではなく民主主義国家であっても貿易の開放政策が進めることできる

と主張している96。2000年代に入ると、さらに踏み込んで、民主主義体制の方が、政治
家が選挙を意識することから、権威主義体制よりも、積極的に政治家が貿易の開放政策
を推進するインセンティブが生じ得るといった議論がされるようになった97。このよう

な主張の背景には、新興民主主義国では、国内の大部分の人々が貿易の開放から利益を
得られることから、改革を支持するという見方が存在する。したがって、この議論を受
け入れると、ハガードが指摘した国内団体の反対は実は少数派であったということにな

り、実際、ウェイランドは保護貿易により利益を得ていた人々が民主化により弱体化す
るとして、この見方を擁護している98。 

このように、民主化が貿易の開放を促進するという議論は、ラテンアメリカの

事例から始まったが、次第にラテンアメリカ以外の地域も含む大規模なサンプルをもと
に実証研究されるようになった。発展途上国全体を対象にした研究99、先進民主主義国
を対象とした研究100、さらには発展途上国と先進国の両方を含んだ研究101が行われるよ

うになり、そのいずれにおいても、民主化は貿易の開放に正の影響を持つことが、確認
された。こうして、民主化もしくは民主主義の質の向上が貿易の開放を促進することは
実証研究のうえでコンセンサスとなったのである。しかしながら、ここで疑問が浮かぶ。

では、なぜハガードは民主主義国家では貿易を開放するための改革が進みにくいと議論
したのだろうか。確かに、民主化は短期的には貿易の開放を促すかもしれない。だが、
その影響は中・長期的にも持続するのだろうか。 

 

第 3節 民主化が貿易の開放に及ぼす非線形的影響 

 

民主化が貿易の開放政策に及ぼす影響は果たして一定なのだろうか。これまで
の実証研究では、貿易の開放政策に民主化が及ぼす影響は経済的条件、制度的条件とい
った条件の差から、各国差が生じるとはいえ、これらの条件をすべてコントロールすれ

                                                        
95 Geddes 1995; Remmer, 1998. 
96 Remmer 1986; 1990. 
97 Stokes 2001; Weyland 2002. 
98 Weyland 2002. 
99 Milner and Kubota 2005. 
100 O’Rourke and Taylor 2006. 
101 Eichengreen and Leblang 2008. 
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ば、その影響は一定である、即ち、線形であると仮定され、短期的影響と長期的影響が
区別されてこなかった。 

民主化が貿易の開放に及ぼす長期的な影響について、議論したほぼ唯一の研

究が、プシェヴォルスキが 1991年に発表した著書 Democracy and the Marketである102。
新興民主主義国において経済開放改革が必ずしもスムーズに成功するわけではないと
いうことについて、プシェヴォルスキはこの本で次のように述べている。 

 

最もありがちな改革プロセスは、大胆な改革プログラムが次第に後
退し部分的には撤回され、また同じ改革がより穏健な内容で(…)導入

され、その改革がまたもや後退し撤回され(…)、そしてこのサイクル
が再び繰り返される(…)私たちは改革を成功するとも失敗するとも
期待するべきではなく、改革が進められつまずき後退し再び進めら

れる、そのようなものとして受けとめるべきなのである103。 

 

この仮説が実証的な裏付けをされていないことはプシェヴォルスキ自身が認めるとこ

ろである。したがって、民主化後に導入された経済改革が、上記のように本当に変化し
ているかについては、より詳細な検討が必要となる。だが、ここで重要なことは、プシ
ェヴォルスキが民主主義の定着が貿易の開放に与える影響は一定ではなく変化してお

り、かつ、その変化には新興民主主義国間に共通するパターンがあると示唆しているこ
とである104。そうであるとすれば、私たちはこれまでの説明枠組みとは別に、新しい説
明枠組みを構築し、民主化が貿易の開放政策に及ぼす影響を分析し直さなければならな

い。なぜならば、民主主義が定着するにつれて改革に生じる普遍的な変化は、これまで
のような民主化が改革にもたらす影響を線形であると仮定する分析枠組みからでは、説
明できないからである。 

なぜこれまでの研究では、民主化の影響は一定とみなされてきたのだろうか。
その一因は実証研究で扱われてきた民主化を計る指標では、民主化の長期的な影響と短

                                                        
102 もちろん民主化後の改革の進捗状況に変化が生じる点を指摘した数少ない実証研究
として、旧共産圏を対象に選挙が行われることで改革が後退するという関係性を実証し
たフライとマンスフィールドの研究を見過ごしてはならない。だが、彼らの研究は、選
挙が行われる時期によって貿易改革の進捗に各国差が生じるという結果の多様性を説
明しており、民主化の影響の変化に国家間をまたがる普遍性が存在すると議論している
わけではない(Frye and Mansfield 2004)。 
103 Przeworski 1991, 179. 
104 Przeworski 1991. 
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期的な影響を区別することが難しかったことにある。これまでの実証研究を俯瞰すると、
民主化を計る変数の主流は、(1)民主主義の質を計るもの、(2)民主主義か権威主義かを
二値変数で計るものであった。民主主義の質を計るものとしては、フリーダム変数と

Polityスコアが主に挙げられ105、特によく用いられるのが Polity IVの民主主義指数であ
る106。また、後者の ACLPデータ、もしくは BMRデータに基づく民主主義と権威主義
を二値変数で分ける指数107を用いた研究としては、例えばアイケングリーンとルブラン

の研究やミルナーと窪田の研究が挙げられる108。 

 

図 2.1 新興民主主義国における Polity 2スコアの民主化後の推移 

 

 

これらの指標から、民主化の影響の長期的変化を観察することは難しい。ま
ず、民主主義の質を説明変数とする手段を検討してみよう。図 2.1は新興民主主義国を

                                                        
105 Freedom House (n.d.); Marshall et al. 2011. 
106 Polityスコアを用いて貿易の開放と民主化の関係を検討した実証研究として挙げら
れる研究は以下のとおり: Eichengreen and Leblang 2008; Milner and Kubota 2005; Milner 
and Muherjee 2009; Yu 2010。但し、フィドルマックは民主主義の質を分析するにあたり、
フリーダムハウスのフリーダム変数を使っている(Fidrmuc 2003)。 
107 Alvarez et al. 1996; Przeworski et al. 2000; Boix et al. 2013 
108 Eichengreen and Leblang 2008; Milner and Kubota 2005. 
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対象に109、Polity IVの政治体制の質を権威主義(-10)から民主主義(10)まで 21段階評価し
た Polity2 スコア110の中央(median)値について民主化後の推移をグラフにした図である。
この図を見ると、民主化から僅か一年で Polity2スコアの中央値が 6.5に急上昇している

ことがわかる。これでは完全な民主主義(10)までの過程は残りほぼ三段階となってしま
い、民主化の影響の長期的変化を捉えようとしても、観察することが難しい。加えて、
民主化後、民主主義の質は必ずしも単調に右肩上がりで上昇するとは限らない。図 2.1

を見ると、新興民主主義国では民主化から年数が経過するに従って、長い目では民主主
義の質は上昇するものの、Polity2スコアの中央値は単調に推移しているわけではなく、
上昇下降を繰り返していることが把握できる。したがって、民主化の短期的な影響をみ

るには、民主主義の質の上昇を以て検討することは可能であるが、長期的な影響の推移
を分析するにはこの指標は適しているとはいえない。また、民主主義と権威主義を計る
二値変数では、民主化後の影響の変化を観察できないことは自明である。なぜならば、

この二値変数は民主化前後でしか区別することができず、民主化の短期的影響と長期的
影響を区別することはできないからである。 

このような民主主義を表す変数の特性から、これまでの実証研究は民主化の

短期的な影響の分析に重点が置かれることとなり、民主化の長期的な影響については議
論があまりされなかった。だが、民主化後に導入される貿易の開放政策が必ずしも順調
に進められるとは限らないことは既に周知のとおりであり、その順調ではない改革の前

進後退の過程には、新興民主主義国で共通する一定のパターンが存在する可能性がある
ことはプシェヴォルスキの指摘するとおりである111。そうであるとすれば、民主化後、
貿易の開放政策に見られる変化はどのようなもので、そしてなぜ変化が生じるのかを検

討することが必要となる。本稿では、民主化が貿易の開放政策に及ぼす影響の変化を長
期的視野で観察するため、これまで分析で使われてきた民主主義を計る指標に代わって、
民主主義の存続確率を議論する上で取り上げられてきた、民主化からの経過期間を計る

民主主義体制の継続年数(Age of Democracy)という指標を導入し、分析する112 113。 

                                                        
109 新興民主主義国の定義は前述のとおりだが、具体的な選別方法、及び民主化からの
継続年数を計る変数については、第 4章を参照のこと。 
110 Polity2スコアは Polityスコアを改訂した変数である(Marshall et al. 2014)。 
111 Przeworski 1991. 
112 Maeda 2013; Svolik 2008. 
113 アイケングリーンとルブランは、民主化の継続年数を説明変数の一つとして用い貿
易政策との関係を分析しているが、これは先進民主主義国と新興民主主義国を区別する
ことを目的とした分析であり、民主化の長期的な影響やその影響の変化を観察しようと
はしておらず、モデルも線形効果を前提としている(Eichengreen and Leblang 2008)。 
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民主化によって貿易の開放性はどのように変化するのだろうか。第 I 部で指
摘したとおり、これまでの実証研究では、民主化が貿易の開放政策に及ぼす影響が段階
的に変化する可能性についてはほとんど考慮されてこなかった。しかしながら、民主化

が及ぼす影響は短期的影響と長期的影響では異なる可能性がある。第 II 部では、した
がって、民主化が同政策に及ぼす影響が一定(線形)であるという仮定を緩めることで、
民主化直後にあらわれる影響が長期的にどのように変容するかについて考察する。 

第 3 章では、民主化後の貿易政策に影響を与える主体を挙げ、それぞれの貿
易政策へのスタンスと影響力を検討し、検証仮説を構築する。国際社会が貿易の開放を
推奨する点については疑うべくもない一方で、議論の分かれるところは国内社会の反応

である。民主化直後は貿易政策を決定するうえで国内社会の意向はほぼ顧みられること
はない。だが、選挙が繰り返される中で、次第に国内社会が政策に影響を及ぼすように
になる可能性は否定できない。国内社会もまた貿易の開放を支持するのか、あるいは反

対するのか。貿易の開放に反対するとすれば、彼らはどのように政策への関与を強めて
いくのだろうか。議論を整理し、分析枠組みを提示する。そのうえで、第 4章では、第
3章で示した仮説を、新興民主主義国 84カ国について、1974年から 2007年までの期間

を対象に検証する。 
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第 3章 民主化が貿易の開放に及ぼす長期的影響 

 

 民主化後、貿易開放政策はどのように変化するのだろうか。民主化の影響を

一定と捉えるこれまでの議論では、民主化において貿易の開放政策に関与する主体の政
策への態度と政策決定の場に及ぼす影響力の大きさは固定的に捉えられてきた。しかし
ながら、民主化後の長期的な推移を捉える上では、それぞれのアクターの政策支持・不

支持について、そしてその影響力について、変化があるのかないのかを問い直すことが
必要となる。 

 貿易の開放政策を決定する上で考えられる主要なアクターは、 (1)国際社会、

(2)国内の政治権力者・政治エリート、そして(3)政治権力者・政治エリート以外の民主
化直後には政治参加が強く見られない人々を中心とする国内社会の三つに分けること
ができるだろう。以下、民主化直後に生じる変化と、そして長期的な影響として想定し

得る変化について、アクターの貿易開放政策に対する姿勢、そして政策決定における影
響力を検討し仮説を導きだす。 

 

第 1節 民主化と貿易の開放政策の導入 

 

民主化直後、貿易の開放政策に関して影響力を握ったのはどのような勢力であ

ったのだろうか。民主化は既に確認したとおり、それまで特定の政治権力者・政治エリ
ートに限られていた政治参加がすべての人々に認められ選挙が行われるようになる変
化である。しかし、実際に選挙が実施されたからといって即座に具体的な政策決定に国

内社会が影響を及ぼすことができたとは考えがたい。何よりも、初回選挙において国民
が行う選択は、新しい民主主義体制を支持するか、それとも旧権威主義体制を支持する
かというところに力点が置かれる場合が多い。そもそも、民主化直後は政治権力者・政

治エリート間で合意さえつけば、ハネムーン期とも言われ、体制が安定しやすい時期と
される114。民主化直後は、民主主義体制へ転換したことそのものに多くの国民は満足し
ており、そこから政治の中身に踏み込んで、具体的に新たな民主主義体制の中でどのよ

うな政策が展開されるべきかといった政府の政策運営方針について国内社会で議論さ
れるようになるには、やや時間を要するのである。 

したがって、民主化直後の政治を左右する主要な国内アクターは、一般国民と

いうよりも、選挙外の手段で民主主義制度の枠組みそのものに働きかけることができる

                                                        
114 Bernhard et al. 2003; Linz and Stepan 1996; Maeda 2015; Valenzuela 1992. 



 

 40 

政治権力者・政治エリートであった。民主化によって新たに制定される統治機構の形態
や選挙制度といった諸制度、また、選挙をいつ開始するかといったさまざまな取り決め
は、彼ら新旧体制の権力者による妥協の産物であったといって過言ではない115。したが

って、貿易の開放政策においても当然のことながら、新政府を担う政治権力者・政治エ
リートが大きな決定権を握った。では、初期の政治を担った政治権力者・政治エリート
は貿易の開放政策の決定にあたって、どのようなことを考慮していたのだろうか。ここ

で、彼らの政策決定に影響を与えていたと考えられるのが、国外圧力である。 

民主化直後の新政府において、最優先事項のひとつは、新政府の正統性を、
冷戦下では西側世界、冷戦後は国際社会に認めてもらうことにある。西側諸国(冷戦後

は国際社会)において、前章で確認したとおりコマーシャル・ピースはデモクラティッ
ク・ピースに並ぶ規範として認識されており、貿易の開放が一般に奨励されていた。し
たがって、新政府の正統性を国際的に認めてもらい、かつ諸外国と良好で平和的な外交

関係を築く手だてとして、貿易の開放政策を選択することに新興民主主義国がインセン
ティブを有していたことは明らかである。 

だが、新興民主主義国は自主的に貿易の開放に取りかかったとのみ評価する

のは適切ではない。国外勢力の期待は、ときに期待以上のものであった。貿易の開放政
策の導入が多くの新興民主主義国にとって、ある程度国外圧力から強制されたものだっ
たことを示す証左として、国外勢力が援助と引き換えに要求したコンディショナリティ

があげられる。1960年代以降、国際通貨基金(IMF)と国際復興開発銀行(IBRD)を束ねる
ブレトンウッズ機関は、財政援助を行う条件、コンディショナリティの一つとして、貿
易の自由化を要求したのである116。このコンディショナリティは、ワシントンに集まる

人々のあいだで支持を拡げ、ワシントン・コンセンサスと呼ばれるようになった。ウィ
リアムソンがまとめたこのワシントン・コンセンサスの項目を見ると、確かに貿易の自
由化が挙げられており、貿易の量的制限を速やかに関税に切り替え、そして関税を引き

下げることが明記されている117。経済的に困難な状況にあった多くの国々にとって、世
界銀行(WB)や IMF から援助を受けることは必須であり118、彼らが要求するこれらの改
革を受け入れることは不可避の措置であった。国外からの経済援助を必要とする新興民

主主義国にとって貿易の開放は国際圧力から受け入れざるを得ない政策であったとい

                                                        
115 Colomer 1991; McFaul 2002. 
116 Guitian 1995; Mosley et al. 1991. 
117 Williamson 1994, 26. 
118 Alcañiz and Hellwig 2011, 395; Remmer 1998. 



 

 41 

える119。このように、貿易の開放を推し進める国際社会が、民主化まもない新興民主主
義国に対して、貿易の開放政策を着手するよう後押ししたのである。 

以上を踏まえると、民主化直後の政治を担った政治権力者・政治エリートは

国内社会の反応にかかわらず、国外要因から貿易の開放を進めがちであるという仮説が
導きだされる。 

 

改革導入仮説 民主化は短期的には貿易の開放を促進しがちである 

 

第 2節 民主化後の貿易開放政策に生じる長期的変化 

 

民主化直後の貿易政策の決定において、国内社会の影響が限定的であったか
らといって、その後も貿易開放政策が国内社会の反応とは無関係に推し進められたかと

いうと、そうではない。民主化後の貿易政策の変遷に目を向けると、導入された改革が
多くの国で必ずしも順調に進んでいたわけではないことに気づかされる。改革を推進す
る力として国際社会が果たす役割は大きいが、一方で、改革に着手した後の動向、すな

わち改革が停滞したり後退したりふたたび進められたりといった変化については、国内
要因を外して語ることはできない。民主主義が定着していくなかで、貿易の開放は国内
社会でどのように受けとめられたのだろうか。 

 

(1) 政治権力者・政治エリート 

 

国内社会の反応を議論する前に、この民主化直後に政治権力者・政治エリー
トによって取り決められた貿易開放改革の方針を覆すことが、容易でなかったことにつ
いては確認しておく必要があるだろう。コロマーは、民主化直後に政治権力者・政治エ

                                                        
119 フライとマンスフィールドが示した、経済危機が深刻であればあるほど貿易の自由
化が進むという仮説はこの裏付けとなるであろう(Frye and Mansfield 2003)。彼らはこの
仮説を、インフレーションと雇用の悪化が貿易の自由化を促進すると解釈することで実
証的に示している。但し、これを彼らが主張するように、単純に国民が改革による経済
の改善を望んだ結果と受けとめることには、懐疑的である。貿易の自由化は、経済危機
により国外からの財政援助の必要性が増した結果、IMFのコンディショナリティを充足
する一環として進められたのかもしれない。そもそも貿易の自由化が、国民の生活をす
ぐに改善するとは限らない。後述するとおり貿易の自由化はむしろ、一時的には雇用が
悪化させることが多い。したがって、改革によって経済生活が改善されると国民全体が
期待したとする主張を裏付けるには、より詳細な検証が必要である。 
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リートにより決められた民主主義の制度の枠組みは、政府の政策に長期的に影響を与え
たと主張している120。すなわち、民主化直後に政治エリートによって取り決められた制
度枠組みは、各国がその後に展開する民主主義政治の発展形態と社会経済政策の方向性

を定めたと議論している。このような見解は、古くはムーアに遡ることができる。ムー
アは、彼の代表的著作『独裁と民主主義の社会的起源—近代世界形成過程における領主
と農民 (Social Origins of Dictatorship and Democracy: Lord and Peasant in the Making of the 

Modern World)』において、各国の農業社会の形態や産業化の過程が相まって民主化後
の政治形態が形成されると論じている121。いかに民主化が歴史的断絶を生じさせるよう
な革命的変革に見えても、その変革の前後をみると継続性があり、どの国も歴史的遺産

から逃れることはできない。したがって、前体制における政治社会構造が新たな民主主
義体制における制度形成に影響を及ぼし、その制度が各国においてその国固有の政治経
済の発展経路を定めるのである。このタイプの研究は、各国の政治経済社会における違

いを歴史的経緯やそれにより定められる制度から説明することに成功しており122、さら
にいえば、民主化による参政権の拡大に伴い、本来なら存在感を失う筈であった政治権
力者・政治エリートが、民主主義が定着していくなかで、マイノリティーにもかかわら

ず、なぜ政治に一定の影響力を残すことができたのか、その所以を説明している。 

実際、新興民主主義国で導入された貿易の開放政策についても、新旧体制の
政治エリートが繰り広げてきた歴史的展開や、彼らによって新たに構築された制度の特

性が、改革の行方を左右すると説明する動きは確認される。ヨーロッパ大陸における旧
共産圏を分析したフライの 2002 年論文は、まさにその先駆けといえよう123。この論文
で、共産主義者と反共産主義者の議会におけるパワーバランスが経済成長に与える影響

に焦点をあてたフライは、続くマンスフィールドとの共著論文で124、貿易の開放の成否
は新たな体制でどれほど権力が分散されているかによって決まると議論を展開した125。
選挙で競争がない場合や、競争があっても議会の過半数を占める政党の行政府の長の所

属政党が一致している場合は権力が安定しやすい一方で、一つの政党では過半数を占め
られない場合、行政府の長の所属政党が議会の与党ではない場合、あるいはねじれ国会
の場合には政治権力は分散する。このような権力の分散は、民主化直後の政治権力者・

                                                        
120 Colomer 1991. 
121 Moore 1966. 
122 Acemoglu et al. 2001; 2002. 
123 Frye 2002. 
124 Frye and Mansfield 2003. 
125 他にも、政治権力の分散が貿易開放政策を後押しすると議論したものとしてボーデ
ンシュタインとシュナイダーが挙げられる(Bodenstein and Schneider 2006)。 
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政治エリートの対立構図の影響を統治制度や選挙制度といった制度設計を通じて如実
に受けており、政治権力者・政策エリートの影響を読み取ることができる126。 

では、政治権力の分散程度と貿易の開放政策にはどのような関係性が認めら

れるのだろうか。フライとマンスフィールド論文及びボーデンシュタインとシュナイダ
ー論文は、政治権力が分散されているほど貿易の開放は政府によって進められるという
相関関係を明らかにしている127。通常、公式な手段であれ非公式な手段であれ、新たな

政策の実施を阻むことができる主体が多ければ多いほど、現状を変更させることは難し
くなり改革の断行は困難になるといわれる128。したがって、彼らの主張は一見矛盾する
ようにも感じる。だが、彼らの議論が改革の導入した後に焦点を当てていたことに鑑み

れば、何ら不思議ではない。なぜならば、改革を導入する場合、現状維持は改革反対と
いう方向で作用するが、いったん政策が導入されてしまえば、現状維持の圧力は逆に改
革を維持するという方向で作用するからである。貿易の開放政策は民主化直後にほぼ自

動的に導入されることが多いことから、権力の分散が効力を発するのは改革を導入した
後のことであり、したがって権力の分散は改革の維持を後押しする方向に作用すると考
えられたのである129。 

尤もこの見解については、民主化後の経過を長期的に捉えようとした場合、
権力の分散が貿易の開放政策に及ぼす効果はそんなに単純に解釈できるものだろうか

                                                        
126 新興民主主義国においては、先進民主主義国以上に制度選択において政治エリート
の思惑が反映される可能性が高い。なぜならば、先進民主主義国では、歴史的経緯、諸
条件からその場その場の対応として制度が試行錯誤されながら選択されていったのに
対して、新興民主主義国の場合は民主化が遅かったために、先進民主主義国の経験に照
らし合わせることで、あらかじめ制度がどのような効果を持つかについて、政治権力
者・政治エリートが事前に予測できたからである。例えば、統治機構の選択でいえば、
一般に議院内閣制の方が大統領制よりも立法府と行政府に距離が近く不安定なため、政
策の妥協が行われやすいといわれる(Stepan and Skach 1993)。選挙制度でいえば、小選挙
区制よりも比例代表制の方が、議会に議席を保有できる政党数が増えやすく最大政党の
保有議席割合が制限されるため、政府は議会との妥協を迫られがちである。こういった
知見は、新興民主主義国が民主化した時点で、政治エリートの間では既知のことであっ
た。したがって、どのような制度を選択するかは、新興民主主義国の制度設計者にとっ
て、明白に意図された政治操作の手段だったのである。もちろん、彼らが意図したとお
りの効果を制度が発揮したかについては議論の余地がある。だが、新興民主主義国にお
いてこれらの制度選択そのものが新旧体制の政治権力者・政治エリート、それぞれの思
惑と力関係を反映したものであること、そして、こうして決められた制度枠組みが、政
治権力の分散程度に影響を与えたことは明らかである。 
127 Bodenstein and Schneider 2006; Frye and Mansfield 2003. 
128 Tsebelis 1995. 
129 Bodenstein and Schneider 2006; Frye and Mansfield 2003. 



 

 44 

という疑問が残る。なぜならば、改革が促進される状況にあっては改革の後退を防ぐに
は権力の分散が好ましいが、逆にいったん改革が後退しだしてしまうと、権力の分散は
ふたたび改革が盛り返そうとする際の妨げとなるからである。したがって、民主化後の

政治を捉えようとすると、権力の分散は改革を推進する妨げになるのだけではなく、改
革を撤回する妨げともなり得る。また、民主化後の政治を長期的に観察する場合、政権
の安定性は、必ずしも民主化において対立した新旧体制の政治権力者・政治エリートの

パワーバランスのみを反映するとは限らない。彼らがすべての政策に一致して対立して
いたわけではないだろうし、新たなアクターの登場や対立構造も民主主義が定着するに
したがって生じるに違いない。フライとマンスフィールド論文、そしてボーデンシュタ

インとシュナイダー論文は民主化の影響を一定であるとみなしてモデルを構築してい
るが130、民主化の影響が可変的である場合、維持しようとする現状そのものも、改革を
巡る対立構図も、刻一刻と変化することとなる。したがって、権力の分散がどのように

貿易開放政策に影響を及ぼすかを長期的視野にたって分析することは、難解な作業とな
る。 

以上のように、選挙外の手段で政策に影響を及ぼした新旧体制の政治権力

者・政治エリートに着目してみると、民主化後、多くの新興民主主義国でほぼ同じよう
な形で貿易の開放政策は導入されたにもかかわらず、なぜその結果に国家間でばらつき
がみられるのかを説明することが可能になる。だが一方で、長期的にはその後、貿易開

放改革が後退に向かうのであれば、権力の分散が与える影響は改革が前進している時の
影響とは真逆の方向性になるため、もはやその影響を観察することは不可能である。し
たがって、民主化が貿易の開放政策に与える影響が線形とはならない場合、この議論を

検証することは難しい。 

だがそれ以上に、このような政治権力者間のパワーバランスに焦点を当てる
議論からは、国家間の諸条件の違いを超えて民主化後に生じる普遍的な政策変化を説明

することはできない。プシェヴォルスキは、先に引用したとおり、改革は各国の制度枠
組みによりその進捗に多少のばらつきはあるものの、全体としては前進したり後退した
りを繰り返すと主張する131。彼の推察が正しいとすれば、このような新興民主主義国全

体に通じて普遍的に生じる民主化後の変化は、どのように説明できるだろうか。 

 

 

                                                        
130 Bodenstein and Schneider 2006; Frye and Mansfield 2003. 
131 Przeworski 1991, 179. 
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(2) 国内社会 

 

国際社会が貿易の開放政策を後押ししていたということに関しては既に一致

した見解が得られているが、国内社会が貿易の開放政策にどのような反応をしたかとい
うことについては見解が分かれるところである。これまで多国間分析のうえでは、民主
化における貿易開放政策と国内社会との関係は、民主化によって貿易の開放が促進され

るという経験的事実が先にあって、それを裏付ける目的から取り上げられてきた。その
最も一般的な説明の一つが、国民の過半数が貿易の開放を支持したから貿易の開放が進
んだというものである132。その代表例として、ミルナーと窪田論文で展開される議論を

追ってみよう133。なお、この論文の分析対象は途上国の民主化であり、新興民主主義国
全体を取り上げたわけではない。だが、新興民主主義国の 80%以上が途上国に属するこ
とから134、この議論は新興民主主義国の多くにあてはまると考えられる。 

 ミルナーと窪田は、経済発展の途上にある新興民主主義国では、労働者や貧
困層が貿易の開放により利益を得ることから改革を支持し、彼らは民主化により国民の
過半数を占める立場から政治を主導することが可能となるので、その結果、改革が導入

されると議論している135。議論の鍵は、ミルナーと窪田が前提としている次の三つの仮
定にある。第一が貿易の自由化により労働者と貧困層が利益を享受するという仮定、第
二が貿易の自由化から得られる利益を見込んで、労働者や貧困層が改革を支持するとい

う仮定、第三が貿易の自由化により富を得るという利害関係を共有することで、民主化
直後からこのような労働者や貧困層が結束して政治へ強く働きかけるという仮定であ
る136。 

 そもそも貿易の開放政策は、誰に利益をもたらすのだろうか。貿易の開放が
貧困層と労働者に利益をもたらすという議論は、古くはヘクシャー＝オリーン・モデル

                                                        
132 Milner and Kubota 2005; Milner and Mukherjee 2009; Weyland 2002. 
133 ミルナーと窪田はグローバリゼーションを分析しており、したがってその射的には
金融の自由化も含まれるが、本論に関与する貿易の自由化のみを、ここでは取り上げる
(Milner and Kubota 2005)。 
134 なお、途上国か否かは次の指標を参考にここでは判断している。国連貿易開発会議
(UNCTAD)レポート Development and Globalization: Facts and Figure 2012によると、2010
年の一人当たりGDPの世界における平均値は 9,178アメリカドルである(UNCTAD 2013, 
25)。したがって本稿では、一人当たり GDPが世界のほぼ平均値である 10,000アメリカ
ドル以下の国を途上国とみなしている。 
135 Milner and Kubota 2005 
136 Milner and Kubota 2005. 
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(Heckscher–Ohlin model)に遡ることができる137。ヘクシャー＝オリーン・モデルは、ア
ダム・スミスやデヴィッド・リカルドの議論をもとに、理論を精緻化させたものである。
アダム・スミスは『国富論』において、市場の規模を拡大することが経済成長につなが

ると考えた。貿易の拡大により市場が拡大すると分業が進み、分業が進むと経済が成長
する。貿易を自由化し、分業が進むと、各国の経済は豊かになると考えたのである。こ
の議論を比較優位の法則として打ち立てたのがデヴィッド・リカルドであり、定式化し

たのがヘクシャー のヘクシャー＝オリーン・モデルである138。ヘクシャー＝オリーン・
モデルによると、資本、労働といった生産要素の相対的な多寡や最適な組み合わせによ
って一国の比較優位は決まる139。よって、ヘクシャー＝オリーン・モデルに則ると、グ

ローバル化が進むと、資本の豊かな国は資本集約材の輸出が増え、労働力が豊富な国は
労働集約材の輸出が増えることとなる140。そして、グローバル化は国家をまたがって価
格を均一化するため、貿易の自由化は資本の豊かな国では資本集約材の価格をひきあげ、

労働力が豊富な国では労働集約材の価格を改善する141。したがって、この議論を受け入
れると、途上国では資本に比べて労働力が豊富なことが多いため、貿易の開放は労働集
約財の輸出を増やし、かつその価格を改善することとなり、その結果、労働集約産業に

利益がもたらされることとなる。 

このような議論から、ミルナーと窪田をはじめとする多くの研究者は途上国
では労働集約産業に従事する非熟練労働者が貿易の開放による利益を享受することと

なり、したがって改革を支持すると議論した142 143。そして、さらにこれと民主化が貿
易開放政策を促進するという経験的事実を合わさることで、貿易の開放は改革を支持す
る非熟練労働者が共通の利益をもとに結束し、多数者であることを切り札に、新しく誕

生した民主主義政府へ圧力をかけることによって進められるという議論が展開された
のである144。 

本稿は、貧しい新興民主主義国において多くの人々が従事する労働集約産業

                                                        
137 Heckscher 1949. 
138 Heckscher 1949. 
139 Heckscher 1949. 
140 Heckscher 1949. 
141 Samuelson 1948. 
142 Milner and Kubota 2005; Milner and Mukherjee 2009; Rogowski 1989; Rudra 2005; 
Weyland 2002. 
143 但し、ベイカーは、例外的に労働者としての市民ではなく、消費者としての市民の
側面に注目している。この議論によると、貿易の自由化は、商品の価格や質、多様性を
改善することから人々は政策を支持するとある(Baker 2003)。 
144 Milner and Kubota 2005; Milner and Mukherjee 2009; Weyland 2002.  
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が長期的にみて貿易の開放により利益を得るとする定説に、反駁しようとしているわけ
ではない。むしろ本稿で指摘したい点は、この定説を受け入れてもなお、貿易の開放政
策への非熟練労働者の支持が新興民主主義国で貿易の開放を実現させたと結論づけて

しまうのは、些か乱暴だということである。この理由のひとつは、既に指摘したとおり、
民主化直後に国内社会が政策へ及ぼす影響力は限定的だということにある。いかに国民
の過半数を占めるとはいえ、これまで政治の周縁におかれてきた非熟練労働者・貧困層

が、民主化直後から本当に政策の決定権を握ることができるのだろうか。そもそも民主
化直後において国内社会における重要な選択は、民主主義体制を選択するか権威主義体
制への回帰を要求するかという選択であり、個々の政策が議論の中心とはなりにくい。

加えて、民主化直後の新興民主主義国の非熟練労働者が、政治参加の機会を有効に活用
することは特に難しい。教育レベルの低さ、政府からの援助への依存、組織力の弱さは、
経済的に貧しい新興民主主義国に共通する問題として、これまでにも指摘されている145。

なかでも、政策知識の欠如と組織力の弱さは、政治の中枢にない多くの非熟練労働者が
改革により得られる利益に気づくことも、たとえ気づいたとしてもその享受すべき利益
を得るために政治へ働きかけることも困難にするため、彼らが政治参加をするうえで大

きな障壁となっている。したがって、少なくとも政策を導入する段階において新政府が
優先しがちであったのは、国内社会よりも国際社会の意向であり、特に、財政の危機に
瀕していた新興民主主義国においては、財政援助をしてくれる国際社会の意向は絶対的

影響力を有していた筈である。確かに、貿易の開放によって利益を享受する人々が、事
後的に導入された改革の進捗を支持し、後押しした可能性はあるが、多くの新興民主主
義国において非熟練労働者の政策支持が貿易開放政策の導入を決定する要因になった

とは考えがたい。 

だが、ここでもうひとつ、疑問が浮かぶ。そもそも新興民主主義国では国民
の過半数が、本当に貿易の開放を支持したのだろうか。フライとマンスフィールドは、

選挙と貿易の開放に着目し、旧共産圏では選挙が実施されると改革が後退しがちであっ
たと議論している146。この知見は、新興民主主義国において国内社会が貿易の開放を支
持していなかったことを示唆する。国内社会が貿易の開放に否定的であった点について

は、民主化が貿易の開放に及ぼす影響を初期に論じたハガード論文やハガードとカウフ
マン論文でも指摘されている147。彼らが権威主義国家の政府の方が民主化直後の政府よ
りも貿易の開放が推進しやすいのではないかという議論を提示したのは、1980 年代、
                                                        
145 Gereffi 1995; Ingersen 1984; Rudra 2002. 
146 Frye and Mansfield 2004. 
147 Haggard 1990; Haggard and Kaufman 1992. 
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権威主義国家であった韓国や台湾では貿易の開放が急速に進んだのに対して、民主化し
たラテンアメリカ諸国の中にはアルゼンチンのように民主化後急速に保護貿易が広が
った国が生じたことによる148。これらの事例から、新興民主主義国家では民主主義体制

であるがゆえに権威主義国家の政府のように、国内の不満を抑え込むことができないと
彼らは議論を進め、国内意見が貿易の開放の妨げになると指摘したのである149。 

なぜ経済成長をもたらす貿易の開放政策に対し、国内社会は不満を抱くのだ

ろうか。貿易の開放政策に対し国内社会は支持を与えないとする議論を理論的に示した
のが、フェルナンデスとロドリックの 1991 年論文である150。彼らは経済学者が効率性
を高めるのに有効だと主張する改革に政府が頓挫してしまうのはなぜかという疑問に

対して、情報の不確実性に着目している151。政治権力者・政治エリートではない一般の
人々は政策情報を十分に入手できない152。したがって、誰がその改革により得をして誰
が損をするのかが事前にはわからないことから、貿易の開放政策により利益を得る得ら

れないに限らず、現状からの変更に消極的になると議論したのである153。この議論は、
貧しい新興民主主義国において、特に当てはまりやすい。なぜならば、貿易の開放によ
り利益を得られる産業が、労働集約産業となるからである。資本集約産業に属す人々は

熟練労働者であり、知識人が多く、政治へのつながりが強いか、そうでなくとも改革の
効果を知り得る確率が高い。一方、労働集約産業に属す人々は、経営者を除いてほとん
どが非熟練労働者であり、彼らは教育を十分に受けていない人が多く、政治世界におい

ても周縁に置かれており、改革の効果について情報を得られる確率が低い。したがって、
経済的に貧しい新興民主主義国では、貿易の開放により利益を享受する人々は本来、国
民の過半数を占める非熟練労働者となるが、彼らがその改革が自らの利益となることを

知ることは難しいのである154。 

貿易の開放に対する不安感は、実際に改革が始められたからといって、すぐ
に拭い去られるわけではない。なぜならば、貿易の開放は、少なくとも一時的には国際

的に競争力のない企業に経営転換を迫り、あるいは倒産に追い込むため、失業率が上昇
するからである155。この点について早い時期から説明を行ったのがプシェヴォルスキで

                                                        
148 Haggard 1990; Haggard and Kaufman 1992. 
149 Haggard 1990; Haggard and Kaufman 1992. 
150 Fernandez and Rodrik 1991. 
151 Fernandez and Rodrik 1991. 
152 Fernandez and Rodrik 1991. 
153 Fernandez and Rodrik 1991. 
154 Harrison and Hanson 1999; Stokes 2001; Weyland 2002. 
155 Baker 2003; Przeworski 1991; 1995. 
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ある156。彼は、貿易の開放が長期的には利益をもたらすことを認めつつも、一時的には
インフレーションや雇用の悪化、資源の分配の失敗といった問題を引き起こすと議論し
ている157。このように、新興民主主義国で行われる貿易の開放を始めとする自由市場志

向型の経済改革が、一時的にせよ失業率を上昇させ、結果として人々の間で不安が高ま
ることは、経験的によく知られたことである158。失業者が増加するなかで、ただでさえ
改革の結果がわからない人々が、次は自分が失業する番ではないかと戦々恐々とし、改

革に否定的な立場にまわることは、想像に難くない。こうして、貿易の開放により被害
を受ける人々だけでなく、利益を得られる人々にまで、改革への不安感は共有されるの
である。 

本来ならば、このような情報不足により広がる改革への不安から、貿易開放
政策により利益を得られる筈の非熟練労働者まで改革に尻込みしてしまうような事態
は、改革が進捗し、彼らが改革のプラスの効果を知ることで次第に解消される筈である。

しかしながら、彼らが改革の効果を知らないということ、そして政治的に弱い立場にあ
るということは、本来彼らにもたらされる筈の利益が搾取されてしまう危険性をも生じ
させる。ヘクシャー＝オリーン・モデルから、貿易の開放は効率性の上昇と国家全体の

富の増大がもたらされることは予測できるが159、この富がどのように分配されるかにつ
いては何の保障もない。ギルピンの主張するとおり「自由貿易論は、公正よりも効率と
全体の富の増大を重視する160」ものである。したがって、途上国では貿易の開放により

非熟練労働業で利益を得るかもしれないが、その利益が非熟練労働者に分配されるとは
限らないのである。この問題については、ルドラが 2002 年に発表した論文で以下のよ
うに指摘されている161。ルドラによると、途上国では労働集約産業自体は貿易の開放に

よって利益を得るものの、非熟練労働者の政治力の弱さから彼ら労働者にその利益が配
分されない162。つまり、途上国では労働集約産業自体は貿易の開放により利益を得るが、
その利益の大半は経営者が享受するところとなり、被雇用者である非熟練労働者はほと

んど利益を得られないのである。このような本来得られる筈の利益を享受できない非熟
練労働者の割合や利益配分の比率については国家間で差があったに違いない。だがいず
れにしても、多かれ少なかれ被雇用者が雇用者に比べて得られる富の配分が少なかった

                                                        
156 Przeworski 1991. 
157 Przeworski 1991. 
158 Baker 2003, 449; Przeworski 1991; 1995. 
159 Heckscher 1949. 
160 Gilpin 1987, 179 (邦訳 188). 
161 Rudra 2002. 
162 Rudra 2002. 
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ことは容易に想像できる。このように国家全体は貿易の開放により経済成長を遂げても、
利益を得られる筈の労働集約産業に属す非熟練労働者への富の配分が滞ることとなる
と、本来ならば長期的には改革の支持者に回ることが期待される非熟練労働者のなかで

も、不平等感が増幅し、政策への不満が高まりかねない。こうなると、たとえ貿易の開
放がもたらす結果に対する漠然とした不安が払拭されたとしても、貿易の開放政策への
不満が、実際に市場の開放により淘汰される産業にとどまらず、貿易の開放で利益を享

受する労働集約産業に属す非熟練労働者のなかでも不満が残る可能性がでてくる。この
ような状況下では、したがって、政策効果についての情報を知り得る立場にあり、かつ
貿易の開放により富の配分を受けられるような一部の政治権力者・政治エリートを除く

すべての人々の間で、貿易の開放に対する不満が少なくとも短・中期的に共有されるこ
ととなる163。 

新興民主主義国では、このようにミルナーと窪田の主張とは逆に164、民主化

後、業種や職種、学歴や性別にかかわりなく、政治エリートではないという点でしか共
通点を持たない人々が、貿易の開放政策に対する不安と不満を共有し、一致して改革に
反発するような事態が生じ得る。だが、それまで政治参加が強くみられなかった人々が、

貿易開放政策への不満という一致点を見いだすことで、結束して政治へ働きかけること
が可能となったからといって、彼らの要求がすぐに政治に反映されたわけではない。政
治の周縁に長いことおかれてきた人々が、政府に貿易の開放を一時的であれ後退させる、

あるいは貿易の開放によって得られる富を広く国民に配分させるような政策転換をさ
せるには、それ相応の時間がかかった165。フェルナンデスとロドリック論文やミルナー
と窪田論文をはじめとする国内社会の反応を扱ったこれまでの研究の問題は、政治権力

者・政治エリート以外の人々の政治的影響力が急激に拡大したのではなく、漸進的な拡
大したのだということを十分に考慮にしていないことにある166。 

民主化が貿易の開放にもたらす影響は長期的にも短期的にも変わらないとい

う前提を取り外し、民主化後の過程を時間軸に沿っておってみた場合、貿易開放政策の
変遷はどのように捉えられるだろうか。確かに、民主化直後の新興民主主義国で貿易の
開放を導入するうえで、大きな役割を果たしたのは国外圧力である。そして、こうして

                                                        
163 この議論は、政策情報が十分に伝わらないことが国民の間に改革への反対を広める
という主張であり、したがって途上国でなくても、民主化直後から政治権力者・政治エ
リート以外の人々に政策知識が伝わる可能性は高くないことから、一定程度この主張は
汎用性がある。 
164 Milner and Kubota 2005. 
165 Maeda 2015. 
166 Fernandez and Rodrik 1991; Milner and Kubota 2005. 
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着手された改革の進捗にまず影響を与えたのは、政治権力者・政治エリートであり、彼
らの取り決めによって定められた制度枠組みであった。長いこと政治の周縁におかれた
人々が、民主化直後から政治において、影響力を十全に発揮できたとは考えがたい。し

かしながら、だからといって、この状況がいつまでも続くわけではない。貿易の開放政
策への不安・不満が国内社会で共有されることで、このような人々は次第に結束し、数
の強みを用い選挙をつうじて政治への働きかけを強め、長期的には彼らの不安を払拭す

るべく政策転換を政府に迫ることが想定できる。 

以上の議論を踏まえると、民主化後、貿易の開放政策は短期的には推し進め
られるものの、国内社会の不満の増大により、長期的には次第にその勢いを弱める傾向

にあるという仮説が導きだされる。 

 

改革変容仮説 貿易の開放政策は長期的には次第にその勢いを弱めがちである 

 

 逆に、もしこの仮説が棄却され新興民主主義国が中・長期的にも貿易の開放
を促進し続けるという結果が得られるならば、その結果は新興民主主義国において貿易

の開放政策が中・長期的にも国際圧力の影響下におかれるということ、もしくは国内社
会においても貿易の開放政策が中・長期的に支持されるということ、あるいはその両方
を示唆することとなる。 

 

第 3節 検証仮説 

 

議論を要約しよう。新興民主主義国において、民主主義の定着は貿易の開放政
策にどのような影響を及ぼしているのだろうか。この疑問に答えるうえで鍵となるのは、
民主化が与える影響は短期的にも長期的にも変化しないという前提を取り払うことで

ある。民主化が貿易の開放政策に与える長期的な影響を民主主義体制の継続年数で追っ
てみると、その影響は必ずしも一定でなかったことが明らかになる。もちろん貿易開放
が長期的にも保たれた事例も中には存在する。だが多くの新興民主主義国では、民主主

義が定着するなかで、改革が前進したり後退したりと変化しており、そしてその変化に
は一定の共通項が存在した。 

民主化直後の政府が貿易政策を決定する場において、重要な役割を果たしたの

は国際社会である。西側世界(冷戦後は国際社会)において、貿易の開放は国際的な信用
を獲得し良好な外交関係を形成する手段とみなされており、したがって新興民主主義国
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は一般に新たな政府の正統性を認証してもらい、西側世界/国際社会に仲間入りするた
めにも、貿易の開放を進めようとする。ことに、外国からの財政援助に頼らざるを得な
い新興民主主義国では、貿易の開放が援助条件として要求されることから、国際社会の

圧力は強まる。一方、国内社会が民主化直後の政策決定に及ぼす影響は限定的である。
そもそも貿易開放改革の導入が定められるのは初回選挙の前であることも多い。たとえ、
初回選挙の後だとしても、初回選挙の議論の中心は民主主義体制を支持するか、権威主

義体制への回帰を要求するかという点にあり、個々の政策に議論が集中することは難し
いからである。 

だが、長期的な政策変化を見る上では、国内社会の動向を見過ごすことはで

きない。国内社会は貿易の開放政策を支持しているのだろうか。途上国において貿易の
開放により利益の享受が見込まれるのは、ヘクシャー＝オリーン・モデルに基づけば労
働集約産業であり、労働集約産業に従事する非熟練労働者と予測される。だが、非熟練

労働者は一般に政治の周縁にあり、貿易の開放が自らの利益になるかどうかの情報を事
前に得ることは難しく、また政治的に弱い立場におかれることから本来期待される利益
も経営者に搾取されかねない。よって、貿易の開放に伴う企業の倒産や失業率の上昇を

受けて、貿易の開放により淘汰される企業の人々だけでなく、本来利益を得る筈の非熟
練労働者までも貿易の開放に尻込みしがちである。確かに、民主化直後の国内社会が
個々の政策に強く影響を及ぼすとは考えがたい。だが、選挙を二回、三回と経ることで、

こうした政策情報を得られず政治の周縁におかれる人々は、貿易開放政策への不安・不
満という見解を共有し、その結果、結束力を高め次第に政策への働きかけを強めるので
はないか。したがって、民主化直後は国内社会の意向とはあまり関係なく貿易の開放が

進められがちであるが、国内社会の貿易の開放政策に対する圧力が次第に強まる結果、
長期的には政府が彼らの要求を反映して政策を修正することが期待される。 

以上から、民主化と貿易の開放政策との間に見られる関係性は表 3.1のように

まとめられる。次章では、これらの仮説を 1974 年から 2007 年までの新興民主主義国
84カ国を対象とするパネルデータを用いて検証する。 

 

表 3.1 民主化と貿易の開放政策の関係性 

改革導入仮説 民主化は短期的には貿易の開放を促進しがちである 

改革変容仮説 貿易の開放政策は長期的には次第にその勢いを弱めがちである 
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第 4章 多国間分析 

 

本章では、第 3章で提示した仮説を、1974年以降に民主化した 84カ国の新興

民主主義国について、1974年から 2007年までの期間を対象に検証する。 

実証分析に入る前に、まずは本章で検証する議論を確認しておこう。第一に、
本章では、民主化以降の貿易の開放政策の進捗には、新興民主主義国全体に通じる普遍

的な傾向が長期的にも見られると仮定し、検証する。第二に、これまでの研究では民主
化が貿易の開放に及ぼす影響は一定であると仮定されていたが、本分析ではその仮定を
緩める。すなわち、民主化により短期的には貿易の開放は進むとはいえ、その影響は必

ずしも一定ではなく、中・長期的には停滞、後退もするという可能性を想定し、検証す
る。民主化直後の政策決定の場で主役となるのは、民主化にあたって新しい統治体制及
び基礎的な政治制度や政策を決定した政治権力者・政治エリートであり、彼らに圧力を

かけた国外勢力となる。確かに民主化とは、すべての国民に政治参加を認める政治体制
への変化を意味している。だが、選挙が実施される前にこれらの事項は取り決められて
おり、選挙が行われるようになっても少なくともはじめの内は、政治権力者・政治エリ

ート以外の人々の政治参加はそれほど強く見られることはない。とはいえども、民主化
後、中・長期的には政治参加が拡大することは間違いない。もし政治権力者・政治エリ
ートとそれ以外の人々の意向が一致していれば、政策に変化は生じないだろう。だが、

彼らの意向が一致していなかった場合、民主化後、漸進的に政治参加が拡大するにつれ
て新興民主主義国では政策に変化が生じることが予想される。多くの新興民主主義国で
は、経済的に豊かな政治権力者・政治エリートに対し、その他国民の大多数を占めたの

は労働者や農民といった貧困層であった。彼らは貿易の開放政策に対して賛同していた
のか否か、民主化以後の貿易の開放政策の中・長期的な変化を観察することで検証して
いく。 

以下、第１節では分析で用いる従属変数、独立変数を説明し、第 2 節でモデ
ルを構築し、分析結果を示し、そこから得られる結果を第 3節で議論する。 

 

第 1節 データ 

 

まず、被説明変数として取り上げるのが各国の貿易の開放政策に見られる変
化である。これまでさまざまな貿易の開放を計る方法が提起されてきたが、その一つの

例が、関税率や非関税率障壁などの貿易に関する制約について多角的に分析し取り扱っ
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た欧州復興開発銀行が発表したデータであり167、フライとマンスフィールドは、旧共産
圏における商業の自由化を直接的に評価したものとしてこのデータを用いている168。し
かしながら、この貿易の制約を取り扱ったデータは、現状では取り扱い国の範囲に限定

があり、また対象となる時期も制約されている。関税率については、WB の World 

Development Indicatorsから最新のデータを手に入れることができるが、多くの欠損値が
あり、民主化以後から計算してデータがとれる期間は平均して 8.6年と短く、民主化の

中・長期的な影響を観察するには十分ではない。 

他にも、貿易に関する制約を取り上げるものとしては、サックスとワーナー
が作成し、ワチアルグとウェルチにより 1950-1998 年まで対象時期を拡張したデータ
があり、ここでは貿易の開放が貿易関税、非関税障壁、ブラックマーケットの交換率や

輸出障壁の有無から総合的に評価されている169。だが、この貿易の開放指標(Trade 

Openness Indicators)は貿易の開放を二値変数で評価しているため、貿易の開放の有無
、、
で

はなく程度
、、
を議論することは難しい。したがって、本実証分析において適切な指標とは

いえない。 

これに対して、貿易のフローを計る方法は、貿易の開放政策を捉えるうえで
は間接的な手段となるものの、その一方で広くデータを集めることが可能であり、また、

貿易開放政策の前進後退をフローの多寡から推測できる。経済成長との内生的関係は避
けられないとはいえ、分散不均一性(heteroskedasticity)をコントロールすることで、貿易
のフローを用いて、各国の貿易の開放を考察することは可能である。最もポピュラーな

貿易のフローを計る方法は、貿易依存度の観察である。したがって、本実証研究では、
t 年の i 国における GDP に対する輸出入額を合計した貿易額の比率を
TRADEOPENNESSi,tと定め、被説明変数とする。このデータの数値は、1960年以降の期

間についてほとんどの新興民主主義国についてデータを集めている WB の World 

Development Indicatorsの変数、Trade (% of GDP) (貿易依存度(パーセント表示))を用いて
いる。 

本章の分析は民主化の長期的な影響について検証することを目的としている。

したがって、主な説明変数は民主主義の継続年数とする。第 2章第 3節で検討したとお
り、民主化が貿易の開放に与える影響を分析するにあたってこれまで主に扱われてきた
変数は、民主主義の質をはかる変数と民主主義体制か否かを区分する二値変数であった。

しかしながら既に検討したとおり、これらの変数は民主化後の長期的な変化の推移を検
                                                        
167 European Bank for Reconstruction and Development 1999. 
168 Frye and Mansfield 2003; 2004. 
169 Sachs and Warner 1995; Wacziarg and Welch 2008. 
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討するには適切とはいえないため、本分析では民主主義を計る指標として用いることは
しない。代わりに本分析では、t 年において i 国が民主主義体制を崩壊させることなく
継続して維持してきた年数が何年目にあたるか、すなわち民主主義の継続年数を示す指

標、AGEOFDEMOCRACYi,t を主な説明変数とする。AGEOFDEMOCRACYi,t は、1800 年
から 2007年までの 219カ国を対象とした 16,308個の観察を含む BMRデータ170の変数
である Democracy (民主主義)と Duration(継続年数)から作られている。Democracy は、

元々ACLPデータ171をもとにした二値変数であり、第 1章で述べたとおり、二つ以上の
政党が自由で公正な選挙で定期的に競争している場合は民主主義、そうでない場合は非
民主主義と区分している。また、Durationは、ある国が同じレジームを継続している連

続年数を示している。したがって、この Democracy と Duration を組み合わせることに
より、AGEOFDEMOCRACYi,tは構成されている。 

民主主義の継続年数以外の要因も、もちろん貿易の開放に影響を及ぼすこと

が予想されており、個々の観察において背景要因として影響を与える変数もコントロー
ルする必要がある。なお、以下に挙げるコントロール変数については、背景要因として
考察することから前年(t-1)の数値をモデルに組み込むこととする。 

 まず経済的要因としては、ミルナーと窪田論文と同様、人口の自然対数と一
人当たりの実質 GDP をモデルに組み込むことが必要であり、すべてのモデルに組み込
むこととする172。第一に、カッツェンスタイン が議論しているように、小さな国は大

きな国よりも経済を開放しやすいことから、国家のサイズをコントロールすることが必
要となる173。この多国間分析では国家のサイズを国家の人口によって計ることとして、
i 国における t 年の総人口の自然対数をとった数値、LNPOPi,t をコントロール変数に加

える。人口(Population, total)174についてはWBの World Development Indicatorsからデー
タを取り、これを用いて算出した。もう一つのコントロール変数は、各国の国民の経済
的豊かさである。これは国家の経済発展レベルは貿易政策に影響を及ぼすと考えられる

ことによる。例えば、ロドリックは「少なくとも先進国の間では、関税は撤廃の方向に
動いている175」と分析している。これは、言い換えてみれば、新興民主主義国において

                                                        
170 Boix et al. 2013. 
171 Alvarez et al. 1996. 
172 Milner and Kubota 2005. 
173 Katzenstein 1985. 
174 Population, totalは、法的身分や市民権にかかわらずすべての居住者を数えている。
但し、国家の難民所に永久に落ち着くつもりのない難民は除かれる。なお、この変数は
一年の半ば時点での推定値を記録している。 
175 Rodrik 1995, 1485. 
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も経済が発展すれば貿易障壁は下げられやすいということになる。ミルナーと窪田だけ
でなく、例えばユーもこのような議論から、一人当たりの実質 GDP 数値をコントロー
ル変数としてモデルに取り入れている176。したがって本章の実証研究では、i 国におけ

る t年の一人当たりの実質 GDPの値を GDPPCi,tとして組み込む。なお、一人当たりの
実質 GDP177の数値(GDP per capita (constant 2005 U.S .dollars))は 2005年のアメリカドル
をベースとしており、データはWBの World Development Indicatorsから得ている。 

その他のコントロールすべき政治的要因、経済的要因については、以下のと
おりであり、これらのコントロール変数はモデルの頑健性を確かめるために用いる。 

政治的要因の第一が、経済援助を行う国際機関の圧力が及ぼす影響である。

新興民主主義国は国外から援助を受けている場合、貿易を開放させようとする国際圧力
の影響をより強く受けることが予想される。本稿では、この議論を検証するために、主
要な国際融資機関である IMF の信用を各国が供与されているか否かを示す二値変数

IMFi,tを作成した。IMFi,t の値は、t年において i国が IMFの信用を供与されている場合
は 1、されていない場合は 0 とする。なお、IMF からの信用の供与の有無については、
1960 年以降の世界各国の年次データを収集している WB の International Debt Statistics

の Use of IMF credit178 (IMFクレジットの使用)という変数を用いて作成する179。 

また、政治権力者・政治エリートの権力分散の状況も、貿易の開放政策の進
捗に影響を与える可能性が想定できる。この点については前章の第 2節で述べたとおり

である。本稿では、t 年において i 国の政治権力がどれほど分散しているかを計ること
を目的に、FRAGMENTATIONi,tという変数をおいた。FRAGMENTATIONi,t の数値が高い
ほど、政治権力は分散しているといえ、すなわち拒否権を行使できるプレーヤーが多い

状況となることから、政策変更が困難になると予想される。この FRAGMENTATIONi,t

変数は、ベックを中心とするグループ及びキーファーとスタサバージュのデータセット

                                                        
176 Milner and Kubota 2005; Yu 2010. 
177 GDP per capita (constant 2005 U.S .dollars)は、GDPを一年の中間地点での人口で割っ
た数値である。GDPとはすべての居住者が経済生み出した付加価値の総額に生産税を
足し、そこから生産価値に含まれない補助金を引いたものである。製造された財の減価
償却や自然資源の枯渇や劣化は含まないで計算している。 
178 Use of IMF creditとは、IMF加盟国が出資額によって出資基金から自動的に無条件で
引き出しができる外貨部分であるリザーブ・トランシュポジション以外から引き出して
いる信用の供与を指す。Use of IMF creditは、スタンバイ取極、拡大融資、構造調整、
拡大構造調整、体制移行融資制度、信託融資、特別引き出し権配分の購入や引き出しを
含む(IMF事業にまつわるデータは IMF会計部により提供されている)。 
179 このデータは、WBの World Development Indicatorsから入手している。 
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の変数、Checksに等しい180。具体的には、FRAGMENTATIONi,tは以下の基準からコード
化されている。まず、議会が競争的な選挙で選ばれていない場合は 1とされる。議会が
競争的な選挙で選ばれている場合は、次の各条件、(1)最高行政官が存在する場合、(2) 最

高行政官が競争的な選挙で選ばれている場合、(3)野党が議会を支配している場合を満
たすごとに 1ずつ加算される。 さらに、大統領制においては、(a)大統領の所属政党が
下院で過半数を占めていてかつ厳正拘束名簿式システム(closed list system)が採用され

ている場合を除き、各々上院下院につき 1 ずつ、(b)大統領の所属政党と連立を組んで
いるがイデオロギーは大統領の所属政党よりも主要な野党に近い政党各々に 1ずつ、加
算される。また、議院内閣制においては、(a)議会の過半数議席を確保するために必要な

政党である限り、与党連立内の各政党に 1 ずつ、(b)行政府の政党よりも最大野党の経
済政策の方に似通った政策を取る与党連立内の各政党に 1ずつ、加算される。なお、行
政府が競争的な選挙で選ばれている状況でも、議会に与野党の議席がない場合が存在す

る。この場合は、欠損値として記録されている。ヨーロッパの旧共産圏を対象とした研
究では、政治権力の分散が激しいほど(FRAGMENTATIONi,t の数値が高いほど)、貿易の
開放は進みやすいと実証されてきた181。しかしながら、民主化により貿易の開放に及ぼ

される影響が一定ではないとすると、この議論は前章でも述べたとおり問い直される必
要が生じる。なぜならば、改革が進められている状況では改革を後押しする効果を持つ
が、一方、改革が撤回に向かっている状況では改革の撤回を後押しする効果を持つかも

しれないためである。したがって、FRAGMENTATIONi,t は民主化が貿易の開放に与える
影響が変化する場合、分析で有意な結果が生じない可能性が高い。 

次にコントロールすべき政治的要因は、経済危機である。トーネルは経済危

機が古い政策の失敗を明らかにし、急進的な改革を行う環境を整えるとして、改革に正
の影響を与えると議論した182。この議論から、ミルナーと窪田には経済危機の指標を政
治的要因として加えており、彼らに習って二つのタイプの経済危機をここでコントロー

ル変数として加える183。第一の一般的な経済危機を示す二値変数、ECCRISISi,tについて
は、i国が t年において、「ある国のインフレ率が 40%以上であり且つ前年のインフレ率
よりも 25%以上インフレ率が増加していること184」、また「一人当たり GDPが前年より

も 15%以上落ち込んでいる185」という二つの条件の内、少なくとも一つを満たす場合は

                                                        
180 Beck et al. 2001; Keefer and Stasavage 2003.  
181 Bodenstein and Schneider 2006; Frye 2002; Frye and Mansfield 2003. 
182 Tornell 1998. 
183 Milner and Kubota 2005. 
184 Milner and Kubota 2005, 123. 
185 Milner and Kubota 2005, 123. 
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危機が存在する(1)とし、そうでなければ危機は存在しない(0)とする186。第二のタイプ
の国際収支に関する経済危機を示す二値変数、BPCRISISi,t については、「もしある国家
の外貨準備187が三ヶ月分の輸入総額188よりも下回る189」場合は、危機が存在する(1)とし、

そうでなければ危機は存在しない(0)とする。 

他にもコントロールすべき政治的要因として考えられるのが、フライとマン
スフィールドが指摘した選挙の影響であり190、ここでは、i 国において t 年に、次の国

政選挙が行われるまで残り何年残されているかを示す指標、ELECTIONi,t をおく191。こ
の変数はベックを中心とするグループのデータセット192にある Yrcurnt という変数を引
用したものであり、同じ概念をフライとマンスフィールドも用い、選挙のタイミングが

及ぼす効果を検討している193。フライとマンスフィールドはこの変数を用いて旧共産圏
においては選挙が貿易の自由化を妨げがちであると議論している。しかしながら、
ELECTIONi,t が示す効果を解釈することは難しい。貿易の自由化に対する人々の反対が

政府の政策に与える影響はさまざまだからである。確かに、選挙の直後が最も世論を反
映すると考える見方も存在するかもしれない。この解釈に則ると、選挙によって新たに
登場した政権は人々の直近の声をよく反映するが、選挙から時間が経るごとに世論を反

映する度合いは低まるということになる。だが一方、選挙の直前こそ世論が政治に最も
反映されると考える見方も存在する。なぜならば、選挙が近づけば近づくほど次回の選
挙でより多くの投票を得ようと政権が世論の声を考慮する可能性は高まるからである。

この議論に則ると、選挙後が最も政府が国民の声を意識しない時期と解釈することもで
きる。両者ともに選挙を考察しているが、世論の反映という点から捉えると ELECTIONi,t

の与える解釈が真逆になる可能性がここから把握できるだろう。加えて、本分析では、

                                                        
186 この計算において、本稿では一人当たり GDPの値とし一人当たり実質 GDPを用い
ている。 
187 外貨準備は貨幣用金、IMFの特別引き出し(special drawing rights)、IMF 所有の IMF メ
ンバーの準備金、そして通貨当局のコントロール下にある手持ち外国為替が含まれる。
データは現在アメリカドルに基づき算出されており、このデータは WB の World 
Development Indicatorsから得られる。 
188 輸入金額は、ある国がそれ以外の世界から得ているすべての財とその他市場のサー
ビスの金額を示している。データは現在のアメリカドルに基づき算出されており、この
データはWBの World Development Indicatorsから得られる。 
189 Milner and Kubota 2005, 123. 
190 Frye and Mansfield 2004. 
191 すなわち、その年に国政選挙が行われる場合は 0、選挙が n年ごとに行われるとす
ると、選挙が行われた翌年は n−1となる。 
192 Beck et al. 2001. 
193 Frye and Mansfield 2004. 
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これまでの研究とは異なり、民主化が短期的にどのような政策変化をもたらしたのかで
はなく、長期的な政策推移を捉えることを目的としている。この場合、世論が政策にも
たらす影響も民主化後、漸進的に変化することが予測される。したがって、この指標が、

下記のモデル分析において有意な結果を示していないのは妥当といえよう。 

最後に政治要件の一つとして、多くの研究で導入されている194、WTOもしく
はその前身である関税・貿易に関する一般協定(GATT)に加盟しているかどうかをみる

二値変数、WTOi,tをコントロール変数として付け加える195。 

本実証分析では、LNPOPi,tと GDPPCi,tに加え経済要因として、モデルの頑強
さを検討するうえで、実質 GDP成長率とインフレ率をコントロール変数として加える。

i国における t年の実質 GDP成長率を示す指標 GROWTHi,tは、現地通貨に基づいて市場
価格での GDP196の年率成長率(パーセント表示)を計ったものであり、実質 2005 年のア
メリカドルに基づいて総計をとっている。データはWBの World Development Indicators

から得ている。また、i 国における t 年のインフレ率を示す指標 INFLATIONi,tは、GDP

のインプリシット・デフレーター(implicit deflator)の年率成長率(パーセント表示)を示し
たものである。GDPのインプリシット・デフレーターとは、現地通貨での名目 GDPを

現地通貨での実質 GDPで割ったものに 100をかけたものである。このデータもWBの 

World Development Indicatorsから得ている。 

モデルの検証において用いられる変数は以上であり、各従属変数、独立変数

の詳しい情報については表 4.1に報告したとおりである。 

では次節に進む前に、本分析の観察対象範囲について改めて確認しておこう。
本章の実証分析は新興民主主義国全体を対象としており、この新興民主主義国は、先述

のとおりハンチントンの定義に則り197、BMRデータの変数 Democracy を用いて198、1974

年以後に民主化した国家が選ばれている。なおBMRデータは、現時点で対象期間が 2007

年までに限られていることから199、民主主義の継続期間はしたがって最大でも 34 年と

なっており、民主主義の継続年数が 30 年以上の観察数は極端に数が少ない。したがっ
て、観察事例の特殊性に引きずられることを避けるため200、実証分析の対象範囲を本稿

                                                        
194 Milner and Kubota 2005; Ozden and Reinhardt 2005; Rose 2004. 
195 WTO/GATTへの加盟の有無、また加盟した年についての情報はWTOの公式ホーム
ページから得ている(WTO, (n.d.))。 
196 GDPの内容については、脚注 177を参照のこと。 
197 Huntington 1991. 
198 Boix et al. 2013. 
199 Boix et al. 2013. 
200 民主主義の継続年数が 31年目における観察数は 4、32年目における観察数は 2、33
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では、民主化の継続年数が 30年以内の国と敢えて狭めている。 

 

表 4.1 各変数の記述統計 

変数 N n T-bar 平均 標準偏差 極小値 極大値 

TRADEOPENi,t 1312 85 15.4 79.2 38.8 11.5 280 

AGEDEMOCRACYi,t 1505 96 15.7 10.1 7.04 1 30 

LNPOPi,t 1469 93 15.8 15.0 2.52 8.97 19.3 

GDPPCi,t 1453 95 15.3 7433 16300 144 147000 

ECCRISISi,t 1441 95 15.2 .0493 .217 0 1 

BPCRISISi,t 1309 83 15.8 .0404 .491 0 1 

IMFi,t 1505 96 15.7 .539 .499 0 1 

WTOi,t 1505 96 15.7 .629 .483 0 1 

FRAGMENTATIONi,t 1200 80 15.0 3.43 1.40 1 11 

ELECTIONi,t 1213 77 15.8 1.95 1.42 0 6 

INFLATIONi,t 1434 95 15.1 70.4 573 -29.2 13600 

GROWTHi,t 1430 94 15.2 3.59 4.76 -30.9 26.3 

(N は観察数(国家=年の組み合わせ); nは観察された国家数; T-bar は各国家で平均して
観察された年数を指す) 

 

第 2節 モデルと結果 

 

民主化後、貿易の開放政策がどのように変化するのかを予めある程度把握す
るため、民主主義の継続年数と貿易の開放の関係性を、二次元のグラフに書きおこして

                                                        
年目における観察数は 1、34年目における観察数は 1となっている。 
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みたのが図 4.1である201。図 4.1は、民主主義の継続年数を横軸に、分数多項式(fractional 

polynomial)を用いて貿易の依存度を推定して実線で描画したところに、平均値の両側
95％信頼空間(confidence interval)をグレーゾーンで付け加え、さらにクロス中央値(cross 

medians)を計算してそれを用いて三次スプライン曲線(cubic spline)を点線で描いたもの
である。図 4.1で示したプロットは、国家間の違いや時系列効果については考慮されて
いない。しかしながら、この図から、民主化後、新興民主主義国が必ずしも貿易を開放

し続けるわけではないことが把握できる。実線で示した推定された貿易の依存度の推移
を観察すると、新興民主主義国では、民主化直後に貿易を急速に開放するが、次第に改
革のスピードは鈍化し、貿易開放の動きが後退する傾向にあることがわかる。このこと

は、推定するモデルにおいて線形モデルであるという仮定を緩める必要性を明示してい
る。 

 

図 4.1 民主化後の貿易の開放度の推移 

 
 

 また、点線で示したメディアン・スプライン曲線を観察すると、新興民主主

                                                        
201 年次データであることに加え国家数が多いことから、データ分布を可視化すること
が難しいため、ここでは推定値、信頼区間、メディアン値を用いる。 
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義国では民主化してまず初めに貿易が急激に開放されるが、次第にその貿易依存度の上
昇スピードが緩やかになり、民主化から 15 年余り経過した後に減り始め、そして、民
主化から 20 年余り経過すると再び貿易の依存度が増加し始めるという形で、三次曲線

的な変化が生じていることが見て取れる。しかしながら、本章の実証分析で扱うデータ
では民主化から 25 年以上継続して観察できる新興民主主義国の数は 12 カ国に過ぎず、
一国あたりに観察できる民主主義の継続年数は平均して 15 年しかない。よって、扱う

データに限りがあるため本章で検証するのは、民主化から最初に訪れる正から負へのカ
ーブに限定し、二度目に訪れる負から正へのカーブについては検討から外す。したがっ
て、本章のモデルでは、民主化後最初に生じる貿易の開放政策の後退を検証するため、

二次関数モデルを想定し、AGEDEMOCRACYi,t を二乗した変数、AGEDEMOCRACY^2i,t

を新たにおく。 

 以上から、貿易の開放政策と民主化の長期的関係について検証するため、本

分析で用いる推定式を下記のとおりに設定する: 

 

TRADEOPENi,t=β0+β1AGEDEMOCRACY^2i,t+β2AGEDEMOCRACYi,t+β3LNPOPi,t-1 

+β4GDPPCi,t-1+ui + ε i,t 

 

また、本分析ではいくつかのコントロール変数を推定式に加えることで、モ
デルの頑健性(robustness)を確認する。まず政治的要因として、ECCRISISi,t-1、BPCRISISi,t-1、
WTOi,t-1、IMFi,t-1、FRAGMENTATIONi,t-1、 ELECTIONi,t-1を推定式に加えて頑健性を確か

め、さらに経済要因として GROWTHi,t-1と INFLATIONi,t-1を追加し分析する。 

このパネルデータは一般最小二乗法(ordinary least squares: OLS)で分析するの
に必要な仮定を満たしていない。したがって、本分析ではまず、ベックとカッツの示唆

に従って202、分散不均一性(heteroskedasticity)によりもたらされる問題に対応するため、
パネル修正誤差 (panel-corrected standard errors)を用いる。この推定値は分散不均一
(heteroskedastic)であり、パネルをまたがって同時に相関している(contemporaneously 

correlated across panels)と仮定している。そして、クロスパネルの相関と自己回帰をコン
トロールするため、パネルデータ用の自己回帰のパラメーター (panel-specific 

autocorrelation parameters)を推定し、時系列自己回帰計算(the time-series autocorrelation 

calculation)を用いて修正する。 

                                                        
202 Beck and Katz 1995. 
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表 4.2 モデルの推定結果 

TRADEOPENi,t  

Dependent variable (1) (2) (3) 

AGEDEMOCRACY^2i,t -.0479** (.0205) -.0376** (.0188) -.0363** (.0183) 

AGEDEMOCRACYi,t 1.71*** (.550) 1.61*** (.543) 1.59*** (.525) 

LNPOPi,t-1 -9.43*** (.697) -10.5*** (.847) -10.2*** (.862) 

GDPPCi,t-1 .000751*** (.000118) .000864*** (.000189) .00791*** (.000177) 

ECCRISISi,t-1   .349 (1.40) .254 (1.47) 

BPCRISISi,t-1   .126 (.882) .164 (.878) 

IMFi,t-1   3.21* (1.67) 3.39** (1.65) 

WTOi,t-1   -8.14*** (2.62) -8.18*** (2.74) 

FRAGMENTATIONi,t-1   .0642 (.429) .126 (.427) 

ELECTIONi,t-1   -.134 (.165) -.119 (.167) 

INFLATIONi,t-1     .000960*** (.000344) 

GROWTHi,t-1     .0966 (.0863) 

Constant 217*** (10.8) 235*** (14.5) 230*** (14.4) 

Observations 1274  1045  1038  

Countries 84  71  71  

R2 0.7103  0.7032  0.7251  

Wald chi2 241.04  456.72  422.72  

Prob > chi2 0.0000  0.0000  0.0000  

Note: Prais-Winsten regression with panel-correlated standard errors in parentheses. 

Panel-specific AR1 correction, time-series autocorrelation correction. 

Robust standard errors in parentheses; * significant at 10 % ** significant at 5% *** significant 

at 1%. 
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新興民主主義国をサンプルに、このような修正から推定したモデルの係数の
結果は、表 4.2のとおりである。表 4.2の第(1)列は基本式の推定結果を示している。ま
た、モデルの頑健性を確認するため、表 4.2の第(2)列は政治的要因のコントロール変数

を加えた式の推定結果であり、表 4.2の第(3)列はさらに経済的要因のコントロール変数
も含めた式の推定結果を示している。 

表 4.2を見ると、新興民主主義国において貿易の開放政策方針が民主化後長期

的には変化するという議論を支持していることがわかる。表 4.2の(1)から(3)のすべての
推定式で、AGEDEMOCRACY^2i,t と AGEDEMOCRACYi,t は有意な結果を示している。
AGEDEMOCRACY^2i,t の係数は負で有意、AGEDEMOCRACYi,t 係数は正で有意となって

いることが表 4.2から確認されよう。また、両変数の係数から推定される、正の影響か
ら負の影響への転換点となる極値は、(1)の推定結果では AGEDEMOCRACYi,t が 17.9年
の時、 (2)の推定結果では 21.3年の時、 (3)の推定結果では 22年の時となっており、ほ

ぼ民主化から 20 年と一致している。したがって、これら二つの推定された係数から、
新興民主主義国では民主化から時間が経過するにしたがい、貿易の開放度は負の二次曲
線を描く傾向にあるということが読み取れる。すなわち、新興民主主義国では、民主化

直後においては貿易の開放政策が推進されるが、次第に貿易の自由化を積極的に推進す
ることに各国政府は消極的になり、民主化から 15 年余り経過すると、貿易の開放政策
に対し反対姿勢へ転じる傾向にあることが、ここから明らかにされる。この結果は貿易

の開放政策に民主主義の継続年数が与える影響は単調ではないこと、そして、民主化が
新興民主主義国の貿易開放政策に長期的にも影響を及ぼすことを示している。つまり、
新興民主主義国における貿易の開放政策の進捗は民主主義が定着するにつれ国家間で

まちまちになるというわけではなく、改革の進行・停滞・後退に一定の共通性が見られ
ると考えられる。 

この結果の頑健性を確かめるために、次に多重共線性(multicolinearity)につい

て検討してみよう。表 4.2の(3)式に基づき、AGEDEMOCRACY^2i,tと AGEDEMOCRACYi,t

について、1期前から 3期前までの変数をとり推定したモデルの係数を報告したものが、
表 4.3である。t-1期の AGEDEMOCRACY^2i,tと AGEDEMOCRACYi,tを扱った推定結果が

表 4.3の第(4)列、t-2期を扱った推定結果が表 4.3の第(5)列、t-3期を扱った推定結果が
表 4.3の第(6)列である。 
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表 4.3 モデルの頑健性 

TRADEOPENi,t  

Dependent variable (4)  (5)  (6)  

AGEDEMOCRACY^2i,t       

t-1 -.0429*** (.0163)     

t-2   -.0524*** (.0199)   

t-3     -.00460** (.0210) 

AGEDEMOCRACYi,t       

t-1 1.70*** (.399)     

t-2   1.90*** (.483)   

t-3     1.63*** (.500) 

LNPOPi,t-1 -10.5*** (.876) -10.4*** (.733) -10.9*** (.770) 

GDPPCi,t-1 .000926*** (.000185) .000935*** (.000205) .000867*** (.000214) 

ECCRISISi,t-1 -1.18 (1.41) -1.37 (1.51) -2.49 (1.81) 

BPCRISISi,t-1 .475 (.953) -.386 (.872) -.301 (.883) 

IMFi,t-1 4.43*** (1.55) 4.79*** (1.63) 4.32** (1.80) 

WTOi,t-1 -10.6*** (2.34) -11.4*** (2.31) -11.7*** (2.36) 

FRAGMENTATIONi,t-1 .148 (.397) -.0816 (.402) .582 (.414) 

ELECTIONi,t-1 -.147 (.196) -.190 (.162) -.166 (.182) 

INFLATIONi,t-1 .00983*** (.000353) .00958*** (.000350) .000991*** (.000353) 

GROWTHi,t-1 -.0350 (.0904) .00175 (.0848) -.000644 (.108) 

Constant 236*** (14.6) 235*** (12.7) 247*** (13.4) 

Observations 1001  949  887  

Countries 71  69  68  

R2 0.7481  0.7396  0.7370  

Wald chi2 455.22  391.97  413.61  

Prob > chi2 0.0000  0.0000  0.0000  

Note: Prais-Winsten regression with panel-correlated standard errors in parentheses. 

Panel-specific AR1 correction, time-series autocorrelation correction. 

Robust standard errors in parentheses; * significant at 10 % ** significant at 5% *** significant 

at 1%. 
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表 4.3 を見れば明らかなように、t-1 期から t-3 期までのすべての推定結果で
AGEDEMOCRACY^2i,t と AGEDEMOCRACYi,t は有意な結果を示している。表 4.3 から
AGEDEMOCRACY^2i,t の係数は負で有意、AGEDEMOCRACYi,t 係数は正で有意となって

いることが確認されよう。民主主義の継続年数が貿易の開放に与える影響が正の影響か
ら負の影響へと転換する点となる極値は、(4)の推定結果では AGEDEMOCRACYi,t-1 が
19.8 年の時、 (5)の推定結果では AGEDEMOCRACYi,t-2 が 18.1 年の時、 (6)の推定結果

では AGEDEMOCRACYi,t-3 が 17.7 年の時となっており、換算するとほぼ民主化から 20

年となっており、表 4.2で示したオリジナルの結果と整合していることがわかる。 

加えて、これらの結果の頑健性を確認するために、モデルにおいて内生性

(endogeneity)が生じているリスクを排除することができるかどうかについても検討した。
例えば、アイケングリーンとルブランは貿易の開放が民主化を促すと議論するが、一方
でミルナーと窪田はこの仮説を否定している203。では、貿易の開放が民主化後の体制の

定着に及ぼす長期的影響とはどのようなものなのだろうか。アイケングリーンとルブラ
ンの分析方法に従い204、本分析では、表 4.2の(3)モデルをもとに、まず民主主義の指標
として独立変数に扱っている AGEDEMOCRACY^2i,tと AGEDEMOCRACYi,tに影響を与え

る操作変数(instruments)としてチェイバブらが設定した地域コード(region code)205、並び
に国家が独立してからの経過年数(years since independence)206を導入し、次に、コントロ
ール変数として t-1期の貿易開放度、すなわち TRADEOPENi,t-1を加え、各国差をコント

ロールし207、一般化積率法(generalized method of moments estimation: GMM)を用いて操作

                                                        
203 Eichengreen and Leblang 2008; Milner and Kubota 2005. 
204 Eichengreen and Leblang 2008. 
205 チェイバブらは国家を以下 21の地域に分類している:オーストラリアとニュージー
ランド、カリブ諸国、中央アメリカ、中央アジア、東アフリカ、東アジア、東ヨーロッ
パ、メラネシア、ミクロネシア、中央アフリカ、北アフリカ、北アメリカ、北ヨーロッ
パ、ポリネシア、南アメリカ、東南アジア、南アフリカ、南ヨーロッパ、西アフリカ、
西アジア、西ヨーロッパ(Cheibub et al. 2010)。 
206 本稿では、アイケングリーンとルブラン論文と同様に、the CIA World Factbook から
得られた情報を用いて、1850年以降を対象に、何年間継続してある国家が独立状況を
保っているかを計った(Central Intelligence Agency (n.d.))。なお、1850年以前に独立して
いる国の場合は、一律 1850年に独立したとコード化した。そのうえで、独立継続年数
を 157で割った数を計算した。これにより、years since independenceは 0から 1までの
間に収まる変数となっている。なお、アイケングリーンとルブラン論文のように 150で
はなく 157で割った理由は、本分析で用いているデータが扱う最も新しい年が、2000
年ではなく 2007年であることによる(Eichengreen and Leblang 2008)。 
207 各国差ではなく、各年という単位においてもコントロールを行ったが、この場合も、
AGEDEMOCRACY^2i,tと AGEDEMOCRACYi,t共に有意な結果を得ることができた。尚、
同結果において民主主義の継続年数が正の影響から負の影響へと転換する極値は、
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変数回帰分析で推定を行った。その結果、AGEDEMOCRACY^2i,t と AGEDEMOCRACYi,t

は共に 1％レベルで有意な値が得られ、 AGEDEMOCRACY^2i,t は負の影響、
AGEDEMOCRACYi,tは正の影響が観察された。また、民主主義の継続年数が貿易の開放

に与える影響が正の影響から負への影響へと転換する極値は AGEDEMOCRACYi,tが 14.5

年となった。この GMM 推定後、C(difference-in-Sargan)統計を推定した結果得られた p

値は 0.0994 であった。この p 値は分析した両変数が外生変数として扱われるべきであ

る棄却仮説を 5％レベルの有意性においても棄却することができないことを示しており、
したがって、本モデルが内生性問題を抱えていないことは明らかである。 

 最後に、民主主義の継続年数以外の要因についてもいくつか確認しよう。明

確な影響としてモデルの推定結果から観察されるのが、IMFクレジットが供与されてい
るか否かの影響である。本分析では表 4.2(2)列を除くすべての推定結果から、IMFクレ
ジットが供与されている国では供与されていない国よりも貿易の開放が積極的に行わ

れることが 5％レベルで有意な結果として得られている。この結果は、外国勢力が貿易
の開放を促していること、そして国外の援助に依存する場合はこの国外からの圧力を無
視することが難しいことを示唆しており、IMFやWBなどの国際機関が貿易の自由化を

経済援助と引き換えの条件として要求してきたという歴史的事実とも一致する。国際的
な圧力が経済的に苦しい国ではより強制的な圧力として作用していたといえよう。一方、
やや直感的に予測に反する結果としては、GATT/WTO への加盟の有無が与える影響が

指摘できるだろう。本モデルの分析結果からは、GATT/WTOに加盟している国の方が、
加盟していない国よりも貿易の開放に消極的になるという示唆が得られる。だがこの結
果については、ミルナーと窪田論文やオッデンとラインハルト論文、ローズ論文といっ

た他の研究の分析においても同様の影響が確認されている208。また、経済危機について
は、どちらのタイプも有意な結果が観察されなかった。トーネルの議論はしたがってこ
こでは検証されなかったが209、その理由としては経済危機が改革を後押しする場合があ

ると同時に、逆に既に改革が行われている環境下では、経済危機が進行中の改革に対し
て、国民の支持よりも反対を強める可能性があることを示唆していると解釈できよう。 

その他の政治的要因については、貿易の開放に対して有意な結果を得られな

かった。政治権力の分散と選挙の影響については、既に前章第 2節及び本章の変数の紹
介において議論したとおり、想定されたとおりの結果と言える。政治権力の分散は、現
状維持に有利であると考えられるが、民主化後長期的には貿易の開放は推進から後退へ
                                                        
AGEDEMOCRACYi,tが 13.9年の時と推定された。 
208 Milner and Kubota 2005; Ozden and Reinhardt 2005; Rose 2004. 
209 Tornell 1998. 
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と転じる傾向にあるため、貿易の開放が推進されている時には権力の分散は貿易の開放
を妨げる方向に作用するが、逆に後退に向かう際には権力の分散は貿易の開放を継続す
る方向に作用することとなる。したがって、民主化の長期的影響が一方向ではない以上、

この結果は妥当と言えよう。また、選挙についても、選挙の影響が次の選挙が間近な時
期に見られるのか、それとも選挙の行われた直後に見られるのかは、難しいところであ
る。そもそも民主主義が定着し政府のアカウンタビリティーが強まることにより選挙の

影響は次第に逓減していくことが予測されるため、民主化直後の政治ではなく、長期的
なスパンで政治を捉える上では、当然の結果と言える。 

 

第 3節 ディスカッション 

 

この実証分析の結果が示すところは明白である。確かに短期的には、新興民

主主義国では、民主化後貿易の開放が進みがちである。だが、長期的には、貿易の開放
への積極姿勢を次第に和らげ、貿易の開放に消極的となり、遂には貿易の開放を後退す
るなど、貿易開放政策が維持できなくなる事例が多い。 

実証分析の結果から明らかにされる第一の重要事項は、民主化が貿易の開放
政策に与える長期的影響は、一定(/線形)ではなく可変的(/非線形)にあるという点である。
この結果は、これまでの民主化が貿易の開放を促進するという議論に矛盾するものでは

ない。実際、本稿で行われた実証分析においても短期的には民主化と貿易の開放の関係
は正の相関関係を示している。だが、これまでの実証研究の問題は、民主化が貿易の開
放に与える影響は線形であるという仮定をおいてきたことにある。本実証分析はこの線

形仮定を緩め、長期的な視野をもって民主化後の変化を観察することで、民主化と貿易
の開放の相関関係は一定ではなく、民主化から時間を経過する中で、変化することを示
した。この結果は、民主化が貿易の開放に与える影響が変化する傾向にあることを証し

ており、経済の自由化政策は前進後退を繰り返すというプシェヴォルスキの見方210とも
符合している。 

本実証分析から得られる第二の知見は、第一の知見に付随するものであるが、

民主化後の貿易の開放政策の変遷には新興民主主義国間で一定の共通パターンが見ら
れるという点である。この議論は、新興民主主義国では共通して貿易の開放に向けて改
革が行われるものの、個々の国が抱える初期条件の違いから、改革の成否は国家間でま

                                                        
210 Przeworski 1991. 
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ちまちになるという議論に修正をかけるものである211。確かに、国家のサイズが小さい
ほど貿易への依存度は高くなりがちであるし、経済的に豊かなほど貿易の開放を進めや
すい。国際圧力にしても、新興民主主義国のなかでも国外から財政援助を受けている

国々の方が、援助を受けていない国々よりも、貿易の開放に消極的になりにくい。この
ような各国が抱える歴史的経緯や初期条件の違いは、貿易の開放の進捗に少なからず影
響を与えており、国家間にばらつきを生じさせている212。しかしながら、そのような違

いにもかかわらず、全体としては、民主化後の貿易の開放に見られる前進・停滞・後退
といった変化には、長期的にも国家をまたがる一定の共通性が存在しており、かつ民主
化が長期的にも影響を及ぼす傾向にあるということを検証した点で、この実証分析の結

果は重要である。 

これらの結果が示唆するところは何か。分析結果から得られる示唆は、第一
に民主化後、国内社会で貿易の開放政策に対する不満が高まりやすいこと、そして、第

二に国内社会の不満が長期的には政府の政策決定に影響を及ぼすようになる傾向にあ
ることである。なるほど、貿易の開放により多くの国民は利益を得るかもしれない。だ
が利益を得られるからといって彼らが改革に賛同するとは限らない。改革の効果につい

ての情報が国内では行き渡らない場合、むしろ人々は改革に対して不安感に抱きやすく、
反対しがちである213。しかも、貿易の開放といった市場志向型の改革は、少なくとも一
時的には企業の倒産を招き失業率が悪化することが多く214、このような改革により生じ

る被害は、経営悪化する企業に属する人々のみならず、政策効果を詳細に把握できない
人々に改革への不安感を広めることとなるのである。 

だがそれにもかかわらず、多くの新興民主主義国で貿易の開放政策が民主化

後、短期的には推し進められるのはなぜだろうか。そもそも政治権力者・政治エリート
でもない人々が、民主化直後から政策決定の場に影響を及ぼすことは、容易ではない。
例えば、国家財政についてみた場合、民主化したからといってすぐに貧困層の要望に応

えて、政府は福祉政策を推進し、積極財政を展開して、所得再分配を進めるだろうか。
そうなっていないのは東欧やラテンアメリカの事例を見れば明らかである。プシェヴォ

                                                        
211 Bodenstein and Schneider 2006; Frye 2002; Frye and Mansfield 2003; 2004. 
212 政治権力者・政治エリートも当然影響を及ぼしているものと考えられる。だが、政
権の政治権力が分散しているほど現状からの変更は困難になるという権力の分散に関
する議論からは、有意な結果が本分析では得られていない。これは先述のとおり、貿易
の開放政策事態が前進後退を繰り返すために、その時々で維持しようとする現状自体が
変化しているためだと考えられる。 
213 Fernandez and Rodrik 1991. 
214 Przeworski 1991. 
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ルスキによると、東欧においてもラテンアメリカにおいても、新興民主主義国の多くは
民主化にあたって、財政危機を経験していた215。彼らは国外からの経済援助を必要とし
ており、その援助を受けるためには貿易市場を開放し、財政規模を縮小させるといった、

市場志向型の経済改革を行わざるをなかったのである。実際、IMFは融資を提供するに
あたって、貿易の自由化、反独占措置、産業・補助金の削減といった経済の安定を目的
としたコンディショナリティを示しており、このような市場志向型の措置を充足するこ

とが経済援助を受けるために必須であると定めていた。市場志向型の措置は、貿易の開
放政策で検討したとおり、実際倒産に巻き込まれる人だけでなく政策情報を手に入れら
れない多くの人々を不安に陥れ、反発をかう政策であった。しかしながら、民主化直後

の新興民主主義国では、彼らの意向よりも、経済を安定させることで国家を健全化させ、
対外的な信用を獲得することが優先されたのである。このように、貿易の開放政策のみ
ならず、財政政策においても、民主化直後は国民の意向に関わりなく、政策が遂行され

ていたことが確認できる。だが、政治権力者・政治エリート以外の一般市民は民主化後
短期的には政策に思うように働きかけることができないかもしれないが、この傾向がい
つまでも継続するというわけではない。むしろ国内社会の意向が徐々に政策に反映され

るようになることが多い。長期的には民主化により、政府は国内社会の影響を無視して
政策決定することが難しくなるのである。 

なお、本分析ではデータの制約上証明できなかったが、民主化後推し進めら

れた貿易の開放は後退に転じた後、場合によっては再び前進するというパターンを辿り
がちであることが、図 4.1 のメディアン・スプライン曲線から読み取ることができる。
これは、貿易の開放を後退させることでますます経済が悪化した結果、あるいは、貿易

の開放による失業率の悪化が和らぎ人々の間で不安感が軽減され改革への期待が高ま
った結果、国内社会が貿易の開放への期待感を増し、政府が再び改革に着手するという
可能性を示唆している。今後データの対象期間が拡張されるに従って、検証されるべき

課題である。 

  

                                                        
215 Przeworski 1995. 
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補足資料 

 

表 4.2(1)で分析された対象国 84カ国一覧 

 

(1)アンティグア・バーブーダ、(2)ドミニカ、(3)セントルシア、(4)セントビンセント・
グレナディーン、(5)セントクリストファー・ネイビス、(6)メキシコ、(7)ベリーズ、(8)

グアテマラ、(9)ホンジュラス、(10)エルサルバドル、(11)ニカラグア、(12)パナマ、(13)

ガイアナ、(14)スリナム、(15)エクアドル、(16)ペルー、(17)ブラジル、(18)ボリビア、
(19)パラグアイ、(20)チリ、(21)アルゼンチン、(22)ウルグアイ、(23)スペイン、(24)ポル

トガル、(25)ドイツ、(26)ポーランド、(27)キリバチ、(28)ハンガリー、(29)チェコスロ
バキア、(30)チェコ、(31)スロバキア、(32)アルバニア、(33)セルビア、(34)マケドニア、
(35)クロアチア、(36)モンテネグロ、(37)スロベニア、(38)ギリシャ、(39)キプロス、(40)

ブルガリア、(41)モルドバ、(42)ルーマニア、(43)ロシア、(44)エストニア、(45)ラトビ
ア、(46)リチュアニア、(47)ウクライナ、(48)ベラルーシ、(49)ジョージア、(50)サント
メ・プリンシペ、(51)ギニアビサウ、(52)マリ、(53)セネガル、(54)ベニン、(55)ニジェ

ール、(56)リベリア、(57)シエラレオネ、(58)ガーナ、(59)ナイジェリア、(60)中央アフ
リカ共和国、(61)ウガンダ、(62)ケニア、(63)ブルンジ、(64)モザンビーク、(65)マラウ
イ、(66)南アフリカ、(67)レソト、(68)マダガスカル、(69)コモロ、(70)スーダン、(71)

トルコ、(72)モンゴル、(73)韓国、(74)パキスタン、(75)バングラデシュ、(76)スリラン
カ、(77)ネパール、(78)タイ、(79)フィリピン、(80)インドネシア、(81)パプアニューギ
ニア、(82)バヌアツ、(83)ソロモン諸島、(84)パラオ216 

 

                                                        
216 同英標記 Antigua & Barbuda, Dominica, St. Lucia, St. Vincent and the Grenadines, St. 
Kitts and Nevis, Mexico, Belize, Guatemala, Honduras, El Salvador, Nicaragua, Panama, 
Guyana, Suriname, Ecuador, Peru, Brazil, Bolivia, Paraguay, Chile, Argentina, Uruguay, Spain, 
Portugal, Germany, Poland, Kiribati, Hungary, Czechoslovakia, Czech Republic, Slovak 
Republic, Albania, Serbia, Macedonia, Croatia, Montenegro, Slovenia, Greece, Cyprus, 
Bulgaria, Moldova, Romania, Russia, Estonia, Latvia, Lithuania, Ukraine, Belarus, Georgia, 
Sao Tome and Principe, Guinea-Bissau, Mali, Senegal, Benin, Niger, Liberia, Sierra Leone, 
Ghana, Nigeria, Central African Republic, Uganda, Kenya, Burundi, Mozambique, Malawi, 
South Africa, Lesotho, Madagascar, Comoros, Sudan, Turkey, Mongolia, Korea South, Pakistan, 
Bangladesh, Sri Lanka, Nepal, Thailand, Philippines, Indonesia, Papua New Guinea, Vanuatu, 
Solomon Islands, Palau. 
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表 4.A 第 4章 66頁 GMMモデルの推定結果の詳細 

 

TRADEOPENi,t  

Dependent variable Cluster: country Cluster: year 

AGEDEMOCRACY^2i,t -.0623*** (.0144) -.0412*** (.0143) 

AGEDEMOCRACYi,t 1.80*** (.431) 1.15*** (.403) 

TRADEOPENi,t-1 .949*** (.0107) .968*** (.00778) 

LNPOPi,t-1 -.690*** (.201) -.202 (.181) 

GDPPCi,t-1 .000135** (.0000682) .00087** (.0000367) 

ECCRISISi,t-1 .913 2.42 .768 (1.92) 

BPCRISISi,t-1 .519 .702 -.0474 (.456) 

IMFi,t-1 2.35*** .828 1.53*** (.511) 

WTOi,t-1 -.202 .692 -.0548 (.435) 

FRAGMENTATIONi,t-1 -.311 .211 .00129 (.141) 

ELECTIONi,t-1 -.0343 .165 .0553 (.102) 

INFLATIONi,t-1 .0000725 .000333 -.00000143 (.000802) 

GROWTHi,t-1 -.0212 .0909 -.0419 (.0399) 

Constant 5.47 (3.59) -.428 (3.68) 

Observations 1034  1034  

R2 0.9437  0.9475  

Prob > chi2 0.0000  0.0000  

Note: Instrumental variables (GMM) regression instrumented by independent year and each 

region. 

Robust standard errors in parentheses; * significant at 10 % ** significant at 5% *** significant 

at 1%. 
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第 III部 

 

典型事例と逸脱事例: ポーランド、タイ 
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新興民主主義国では、民主化直後に、貿易の開放政策が、政治権力者・政治エ
リートが国外圧力にさらされる中で導入されるものの、徐々に国内の反対に圧されて改
革は停滞しがちであり、改革が後退する事例も相当数存在する。前章で得られたこの実

証結果から想定される変化とはどのようなものだろうか。各国に共通する傾向として民
主化後の貿易の開放政策に見られる変化は、次の二段階に分けられるであろう。第一段
階目として想定される変化は、民主化直後に国内社会の意向に関わりなく、政府が貿易

の開放政策を導入・推進するという変化である。続いて第二段階目として考えられる変
化が、国内社会が政治に及ぼす影響が徐々に強まる結果、同政策に対する国内社会の不
満を受けて政府が貿易の開放政策を軌道修正するという変化である。ではこのような変

化は、個別事例においてどのように観察できるだろうか。 

理論検証型の事例研究を行う方法は、通常、理論の正しさを実証する典型的事
例研究と理論を反証する逸脱事例研究に分けることができる217。第 III部では、1989年

に民主化した後、貿易の開放政策が中期的に一時停滞したポーランドを典型事例として、
そして 1992 年に民主化した後218、ほぼ一貫して民主主義体制において貿易の開放政策
が推進されたタイを逸脱事例として取り上げる。 

ポーランドでは貿易の開放が民主化と前後して始められた。ポーランドで市場
主義経済改革を本格的に始動させたバルツェロヴィチ・プラン219は 1989 年に行われた
総選挙の後に導入されたが、この改革が民意を反映して策定されたとはいいがたい。政

策の中身は選挙においても議会においてもほとんど議論されることはなく、失業率が高
まり国内の不満が広まる中でも強行されたのである。だが、1990 年代末に入ると、ポ
ーランドでは変化が生じた。その変化は農業部門の自由化を巡り紛糾した EU加盟交渉

を見れば明らかである。EU への回帰が望まれていた国内社会で EU 懐疑論が台頭した
のである。貿易の開放による農産物価格の下落で不満を強めていた農民ロビーが政府へ
の働きかけを強めた結果、EU 交渉は難航し、またいくつかの農産物については関税率
                                                        
217 山本 2014, 44. 
218 本稿ではタイの民主化が達成されたのは 1992年として議論を進める。確かに、BMR
データは、1992年以前にも 1975年、1983-1991年においてタイでは民主主義体制が実
現されたと評価している(Boix et al. 2013)。しかしながら、1992年の憲法改正までタイ
では首相が民選議員であることは規定されておらず、選挙による政権交代も確認できて
いない。タイで、最高行政官が国民の(間接的な)支持によって選ばれることが法的に定
められたのは、1992年からである。1988年に首相に任命されたチャートチャーイ・チ
ュンハワンは民選議員であったが、1992年まで民選議員が首相に選ばれることは法的
に保証されていたわけではなかったのである。 
219 レシェク・バルツェロヴィチが財務大臣の時に発表した経済プログラムであること
から、通称バルツェロヴィチ・プランと呼ばれる。 
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も引き上げられた。最終的に EU には加盟したものの 2005 年にはナショナリズムの色
濃い政権がポーランドでは誕生し、国際協調を乱しても国内社会の意向を優先しようと
する方向性が観察された。 

一方、タイでは 1992 年の民主化以後 1997 年の通貨危機前後を除き、2006 年
に軍事クーデターで民主主義体制が崩壊するまで、一貫して貿易の開放政策が推進され
ている。この違いはどのように理解できるか。タイの場合は貿易の開放政策は民主化に

先立って 1980 年代後半から進められた。貿易開放政策は国家全体としては経済成長を
もたらしたものの、その利益は都市や工業地域にのみ集中し、地方ではむしろ農産物価
格の下落や開発による環境被害が生じ必ずしも歓迎されるものではなかった。だが、民

主化直後の選挙では民主主義制度に議論が集中し経済政策が争点として取り上げられ
ることはなかった。農民を中心とする抗議活動に対する個別的な政府の対応は見られた
ものの貿易政策そのものが議論されることは 1997 年の通貨危機までほぼなかったので

ある。しかしながら、1997 年の通貨危機は変化をもたらした。1997 年の通貨危機を受
けて、自由貿易政策への懐疑論が国王により提起され、2001 年総選挙では自由貿易へ
の不満層を支持母体とするタックシン・シナワット政権が誕生したのである。タックシ

ン政権は貿易の開放政策こそ撤回しなかったものの、自由貿易から生じる被害に対する
補償や補助金を充実化し、企業や農村の振興政策を積極的に展開し、社会福祉政策を拡
充した。緊縮財政政策から、富の再分配政策を行う積極財政政策へと方針転換したので

ある。このように、一見すると、タイは貿易の開放を促進し続けており民主化以後変化
がないように見えるが、注意深く見ると政府が国内の不満層を慰撫するため政策を軌道
修正していたことに気づかされる。 

ポーランドとタイを事例に取り上げた消極的理由は、政治体制の転換にあたっ
て、対外干渉を受けていなかったことにある。両国は、民主化直前まで他国の植民地と
なっていたわけではなく、また民主化を国外から強制されたわけではない。ポーランド

は 1918 年に国家として独立しておりソビエト連邦の衛星国であったとはいえ政府を持
ち一定の自立性を維持しており、民主化にあたっても東欧の周辺国に先立って自ら体制
転換に踏み切った。また、タイは東南アジアの中でも唯一の植民地となった経験のない

国であり、民主化も国外からの圧力を受けたわけではない。したがって、これら両国で
は体制転換において、古い体制の衰退を通して新たな体制が登場するという民主化の過
程を国内の変動から辿ることが可能であり、対外的に強制され押し付けられた民主化と

いう要素を排除することができる。加えて、両国では極端な政治の不安定化が少なくと
も民主化から暫くの間生じていない。タイは軍事クーデターが頻発する国として知られ
ているが、民主化した 1992年から 2006年までは政治が安定していたことで知られてい
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る。したがって、両国における民主化は、国外からの強制的な介入によりなされたもの
というよりも、むしろ国内の自主的な政治体制の変容の結果として説明できる。 

ポーランドとタイを事例として選んだ積極的理由は、貿易の開放を進める改革

過程において中期的に停滞が見られたポーランドと、ほぼ一貫して改革が進められたタ
イを比較すると、その違いにもかかわらず、実は多くの共通項が見られることにある。
まず民主化後の新政府が、両国とも積極的な市場開放政策を導入し、国外から一定の評

価を得たこと。両国とも市場開放政策の導入は失業率の増加など痛みを伴うものであっ
たこと。そして、貿易の開放政策にあたって反発が強かった人々は政治エリートを除く
と、両国とも、圧倒的に自作農家に集中していたことがいえる。ポーランドの場合、農

業人口に占める自作農の割合は南部・東南部を中心に圧倒的に高かった。そして、タイ
でも民主化後、政府の進める貿易開放に特に反発し、政治に強く働きかけるようになっ
たのは、人口の約 3分の 1を占める東北部であり、東北部に住む貧しい自作農家であっ

た。自作農民は、貧しいことから安い労働力を提供することで、自由貿易により利益を
得られると思われがちである。だが、ポーランドとタイの自作農は生産効率性も低かっ
たために、貿易の開放により他国に対して価格面で優位な立場に立つことができず、そ

れどころかむしろ被害を被ったために、貿易開放政策に対し不満を抱いた。こうして自
作農は両国とも民主化後、貿易改革への反発を強め、組織化し協力関係を高めることで、
次第に彼らの利益を代表する政党が政権に参画し、政治に影響力を行使する機会を獲得

するようになったのである。 

もちろん、両国の間には類似性だけでなく違いがあることは言うまでもない。
タイでは民主化に先行して貿易の開放が進んだのに対して、ポーランドでは本格的に貿

易の開放が進められたのは民主化とほぼ同時であり、民主化と貿易の開放は同時達成目
標として掲げられた。タイの貿易の開放政策は 1997 年直後を除き国外干渉を強く受け
ることなく自由化が進められたのに対して220、ポーランドの市場改革は IMF からの圧

力を強く反映した内容であった。また、両国を比較してみると、ポーランドでは自作農
を代表とする組織、政党が民主化時に既に一定の形を成していたため、彼らの政治参加
は比較的早い時期から始まったのに対して、タイでは貧しい自作農の組織化が民主化後

に始まったため、彼らの影響力が拡大するにはより時間がかかったことがいえる。そし
て何よりも、貿易の開放政策の変遷を辿ると、ポーランドは農産物の関税引き上げや、

                                                        
220 1997年の経済危機に際し IMFからコンディショナリティを申し入れられたときも、
タイは既に貿易の開放は順調に進んでいるとして、貿易に関しては特段新たな条件を要
求されることはなかった(Lane et al. 1999, 73)。 



 

 77 

EU 加盟において農業部門での交渉が難航するといったように政府が対外的に自作農の
意見を代弁する姿勢が見られるが、タイでは国内政策のうえでは対策を講じたが基本的
に農村の反対に際して対外的に農業部門の保護関税の引き上げといった保護貿易政策

を展開することはほとんどなかった。 

以下、両国の民主化に伴う貿易開放政策の進行と、地方の自作農家を中心とし
た貿易の開放に対する反発の関係を検討する。 
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第 5章 ポーランドにおける民主化と EU懐疑論 

 

第 1節 ポーランドの民主化と経済改革の導入 

 

(1) ポーランドの民主化 

 

 ポーランドの民主化を説明する上で、経済不況と連帯の存在を外すことは難
しい。1980 年代、ポーランド経済は窮地に追い込まれていた。1980 年 2 月にポーラン
ド社会主義政権は 1983 年 1 月から新しい経済改革を実施する方針を発表したものの経

済状況は改善せず、翌 1981 年には利払い停止に追い込まれたことで、西側からの信用
供与を期待できない状況に陥ったからである221。政権に対する不満と民主化運動がポー
ランドでは高まった結果、ついに 1981年 12月ポーランド政府は戒厳令を発令し、この

戒厳令は 1983 年 7 月まで続けられた。当時のポーランド経済の病はショーテージフレ
ーション(shortageflation)と称される222。中央計画経済ではそもそも常態的に超過需要が
発生するために、インフレを許容するかもしくは不足を許容するかというどちらかの選

択を迫られることとなる。だが、たとえ不足を避けるためにインフレを許容したとして
も、結局のところ、長期的にはインフレが労働者や企業に更なるインフレ期待をもたら
すため、新たな賃上げや在庫投資を誘発することとなり、不足が生じてしまう。このよ

うな状況から、ポーランドでは 1980 年代、インフレと物不足がさらに深刻化し、1986

年春には、財政難から経済援助を受けるため IMF と WB に再加盟せざるをえない事態
に至った。 

 1980年代のポーランドの不況は、同国の社会主義政権に対する国内の不満を
高める結果となり、民主化への動きを勢いづけた。ここでポーランドの民主化を語る上
で欠かせないのが、労働組合の連帯である。1980 年 9 月に結成した連帯は、社会主義

政府主導の労働組合である労働組合中央評議会とは独立した形で設立された。同組合は、
設立から一年余りで戒厳令がしかれると同時に、非合法化されたが、その後も地下活動
を続け、1980 年代後半いよいよ経済状況が悪化すると、民主化への運動の中核団体と

なった。1988年初めに政府が行った物価引き上げをきっかけに、民主化は連帯の復活・
合法化を求めるという形で活発化する。1988 年 4 月末にビドゴシチの公共交通機関、
ノヴァ・フータのレーニン製鉄所、スタロヴァ・ヴォラ製鉄所で始まったストライキは

                                                        
221 青山 1997, 75. 
222 青山 1997, 77. 
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5月に入ると、さらにグダンスク造船所に波及し、このストライキでは連帯の復活が掲
げられた。政府は機動隊を導入して厳しく弾圧したものの、連帯の復活を求めるストラ
イキは同 1988年 8月に再び生じ、ルブリン、シロンスク、グダンスクなどに広がった223。

事態を収拾できなくなった政府は、第 8回ポーランド統一労働者党中央委員会総会の決
議を受けて、ついに譲歩し、1988年 8月 26日内務大臣を通じてテレビ放送にて、教会、
反体制グループも含むすべての社会勢力を一堂に会した円卓会議を提案するところと

なり224、連帯はこの円卓会議の提案を受け入れた。 

1989年 2月 6日に円卓会議は開始し、この会議は約 2ヶ月間続けられた。円
卓会議は、党・政府代表、官許労組代表、マスコミ界代表、連帯全国執行委員会代表か

ら構成され、さらにカトリック教会代表が立会人として陪席する運びとなった225。円卓
会議の基本合意は 1989年 4月 5日に成立し、最終合意文書が調印・公表された。内容
としては、政治改革と経済改革に分けられ、政治改革として国家権力の代表機関の選出

手続き及び任免手続きの民主化、連帯労働組合、農民連帯労働組合、独立学生組合、カ
トリック教会などの法人格の承認、言論・表現・集会の自由の拡大、新たな結社法の制
定、信教の自由の再確認、司法の独立性の実現、国家警察活動の見直し、地方自治の拡

充などが認められた226。 

円卓会議に並行して行われた党・政府代表と連帯全国執行委員会代表との合
意に基づき、ポーランドでは 1989年 6月 4日上下両院議員選挙が実施された。この選

挙では上院は 100議席すべてが複数候補者制の完全自由選挙方式が適用され、下院では
460議席中 300議席が単一候補者制による制限選挙方式、残り 160議席が複数候補者制
の完全自由選挙方式が用いられた227。その結果、上院では 100 議席中 99 議席、下院で

は 460議席中 161議席を連帯全国執行委員会の国内組織である連帯市民議会クラブが獲
得し、一方、これまで政権を担ってきた統一労働者党は上院では 0議席、下院でも過半
数を下回る 173議席しか獲得できなかった228。選挙結果を受けて、当初統一労働者党は

政権党としてこれまで連立政権を組んできた翼賛政党の統一農民党(ZSL)と民主党に加
え、カトリック教会系無所属議員も視野に入れ連立政権を工作したが、1989 年 7 月末
になり連帯市民議会クラブが大連立政権構想を否定し、統一農民党も民主党も連立構想

                                                        
223 田口 2005, 85-86. 
224 田口 2005, 85-86. 
225 家本 2004, 1. 
226 家本 2004, 1. 
227 家本 2004, 4. 
228 川原 1993, 123-125. 
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に否定的態度を取るようになったため、失敗に終わった。結局 1989年 7月末から 8月
初旬に主要な社会政治勢力の政党首脳の間で交渉が進められ、1989年 8月 17日に統一
労働者党は国防大臣と内務大臣のポストに配慮を示すことを条件に、政権を連帯に委譲

することを正式に表明した。これを受けて 1989年 8月 24日に連帯全国執行委員会と連
帯市民議会クラブの最高幹部であるタデウシュ・マゾヴィエツキが首相に選出され、9

月 12 日には閣僚候補者名簿を提出し承認され、ここに統一労働者党を首班としない連

帯市民議会クラブ主導の民主主義政権が成立したのである。 

 

(2) 民主化直後に導入された経済改革 

 

経済苦境にあったポーランドでは、政治改革と並ぶ至上課題が経済改革であ
った。実際、1989 年の円卓会議でも政治改革に並び、経済相互援助会議(COMECON)

域内貿易の合理化、対西側貿易の推進、西側企業との合弁事業の推進といった経済面で
の自由化が掲げられている229。また、円卓会議の合意文書の中には、対外債務の返済に
関連して、西側との金融関係正常化の基礎に、IMFが適用しているプログラム、または

国際金融機関および債権者との間で合意されたプログラムをおくという規程も見られ
る230。いずれも市場経済型の経済改革を行うことを意識した規程ではあったが、しかし
ながら 1989年 6月の選挙により成立したマゾヴィエツキ新政権が、同 1989年 9月に発

表した経済改革計画は、円卓会議の合意から想定される内容を遥かに超える革新的な内
容であり、国内社会どころか国会内にさえ驚きをもたらした。この点について、プシェ
ヴォルスキは次のように述べている: 

 

ポーランドでは 4月の円卓会議の合意、そして 6月の選挙を経て、1989年
8 月にマゾヴィエツキ政権が誕生した。経済計画について最初に公になっ

たのは 9月 29日のことであり、正式に記者会見の場で計画の内容がバルツ
ェロヴィチにより公開されたのは 10 月 5 日のことであった。その内容は、
4月の合意とは大幅に異なっていた(…)。実際、下院議会における連帯市民

議会クラブのリーダーであったブロニスワフ・コモロフスキは「議員が政
府の経済計画を新聞から知るという事態は受け入れがたい」と苦言を呈し

                                                        
229 家本 2004, 1. 
230 田口 2005, 91. 
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ている231。 

  

ここでプシェヴォルスキが指摘している重要な問題は、バルツェロヴィチ・プランとし

て知られるマゾヴィエツキ政権の経済改革計画は、1989 年総選挙においても、そして
選挙後の議会においてもほとんどその内容が議論されないままに策定されたことにあ
る。そもそも 1989年の総選挙は、国民にとって、連帯を支持して民主化を推進するか、

あるいは統一労働者党を選択して社会主義政権の存続を望むかという選択を行うこと
を主目的とする選挙であった。したがって、経済改革の中身は国会内で、そして国内社
会で十分に議論されることなく策定され、開始されるところとなったのである。 

では、バルツェロヴィチ・プランの策定において主要な影響を果たしたのは
どのような勢力なのだろうか。マゾヴィエツキは政権を獲得すると直ちに第一副首相と
財務大臣を兼任するバルツェロヴィチを経済改革問題担当にして、経済改革案の策定作

業を主導させた。そして、バルツェロヴィチは 25 日間で経済改革案を作成し、内閣の
承認を経て 10月 5日に公開し、下院で承認を得て、1990年 1月 2日から改革を実施す
ることを決定した232。このバルツェロヴィチ・プランの起草にあたり影響を及ぼしたの

が、IMF である233。具体的には IMF の顧問であり、ボリビアをはじめとする重債務国
の構造調整に関わってきたエコノミストである、ハーバード大学教授のジェフリー・サ
ックスが改革案の策定に関わった234。この導入された改革の策定において、IMFをはじ

めとする国際社会が圧力をかけていたことは、バルツェロヴィチ・プランの中身に立ち
入れば明らかである。IMFとの間で 7億アメリカドルのスタンドバイ・クレジットの供
与を伴う調整プログラムについて合意に達すること、そして 1990年度中にWBから構

造調整のための借款を得られるように努力すること、先進諸国から安定化基金へ 10 億
アメリカドルの借款を得られるように努力すること、そして、パリ・クラブの間で債務
繰り延べ条件の改善に努力することが、バルツェロヴィチ・プランには織り込まれてい

た235。実際、バルツェロヴィチ・プランが着手されたことを受けて、1990 年 12 月に 7

億アメリカドルの IMFのスタンドバイ・クレジット(短期信用供与枠)が決定し、その他
にも 1990 年には累積債務削減のための IMF の財政援助(ブレディ・プラン)、WB によ

る構造調整、アメリカとイギリス、西ドイツ、日本、フランス、イタリアといった主要

                                                        
231 Przeworski 1991, 166. 
232 家本 2004, 8. 
233 川原 1993, 131; 津久井 1997, 31. 
234 津久井 1997, 33. 
235 田口 2005, 110. 
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国から総額 5 億アメリカドルの借款、西側諸国からの 10 億アメリカドルの通貨安定借
款が決まった。バルツェロヴィチ・プランの策定において、いかに国外圧力が決定的な
影響を及ぼしていたかがここから把握できよう236。 

バルツェロヴィチ・プランの基本構想は「国家はできるだけ小さく、民間経
済と市営企業はできるだけ大きく」であった237。したがって、市場経済システムへの急
速転換を目指す市場志向型経済改革であり、マクロ経済の安定化と共に、ミクロ経済に

おいても自由化を目指し、所有制度の変革や価格統制の撤廃、生産指令や割合の廃止と
いった諸改革に並んで貿易の自由化も定められ、輸入割当制の廃止が行われた。このシ
ョック療法とも呼ばれる経済体制の大転換は、その後、ポーランド経済に正負両面で影

響をもたらすこととなった。 

 

第 2節 貿易の開放に対する国内社会の反発 

 

(1) 経済改革の導入に対する国内社会の反発 

 

バルツェロヴィチ・プランの最大の功績は、物不足を解消したことである。
しかしながら、経済政策を急速転換させたことに伴うダメージは予想外に強く、1990

年 1月に改革が開始されると一時的にインフレは強まり、国営企業が賃金抑制策をとっ

ていたことから、実質賃金率は低下した。そして、改革が実施されて半年以上経っても
生産水準は回復せず、それどころか失業率が上昇し始めたのである。経済的ダメージは
さらに広がり、1991年には財政収支・貿易収支共に悪化し、同 1991年 9月にはついに

財政赤字の対 GDP比率とインフレ率が IMFの成果基準を上回ったために、IMFからの
融資が止められる事態に陥った238。この時期の貿易政策を追ってみても、その道のりが
険しかったことは一目瞭然である。1991 年 6 月に COMECON は解体され 1991 年末に

ソ連が崩壊したことで、従来 COMECON 貿易体制において主要輸出品目とされてきた
機械や輸送機器の輸出が激減した。貿易相手国を EU諸国に転換したことで、一時的に
1990 年には貿易黒字を計上したものの、この効果は長続きせず、1991 年 5 月に為替の

切り下げが行われクローリング・ペックへ移行した後も、実施為替レートの増加傾向が
継続し、商品輸入の増加から 1991年は貿易赤字となった。その後も 1992年の 2月と 8

                                                        
236 川原 1993, 132; 田口 2005, 110; The Warsaw Voice March 15, 1992. 
237 家本 2004, 8-9. 
238 青山 1997, 96; 川原 1993, 156; 津久井 1997, 39. 
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月に再度為替の切り下げが行われたが貿易赤字は解消されず、ポーランド市場に西側製
品が流入することとなったのである239。 

当然のことながら、バルツェロヴィチ・プランに対する国内社会の反応は厳

しかった。マゾヴィエツキ政権への批判は 1990年 11月から 12月にかけて行われた大
統領選挙においても顕著に現れた。大統領選挙に向かって、連帯の党首であるレフ・ヴ
ァフェンサが政権の政策批判を 1990 年 3 月から始めたのである240。大統領選挙にあた

ってマゾヴィエツキは首相の座を辞任して立候補したことから、1991 年の大統領選で
は、連帯は候補を二人出すこととなった。西側志向の体制転換プロジェクトを進める旧
連帯市民委員会系の知識人や専門家が支持するマゾヴィエツキ候補陣営と、労働組合を

支持基盤とするヴァフェンサ候補陣営である。選挙にあたってヴァフェンサは、マゾヴ
ィエツキを一般の人々の実態を把握しておらず、彼の展開する経済政策によって生じて
いる困難な現状に無関心であると批判して、労働組合を中心に労働者からの支持を集め

た241。一方、マゾヴィエツキはバルツェロヴィチ・プランへの批判が高まる中、支持を
集めることに失敗し、大統領選でヴァフェンサに敗北を喫した242。バルツェロヴィチ自
身も、1991年 12月に大臣を辞任している。 

しかしながら、国内社会の不満が直ちに経済政策を是正させたわけではない。
ヴァフェンサは前陣営に比べて国民生活に配慮する経済政策を行うかに見えたが、大統
領に就任すると、むしろ痛みを伴う改革により積極的な姿勢を見せた。1991年 10月の

総選挙を受けて組閣されたオルシェフスキ内閣はインフレ抑制と緊縮財政を最優先事
項とするバルツェロヴィチ・プランに対して積極財政政策への転換を求めたが、ヴァフ
ェンサ大統領は IMF からの融資が停止されたことを理由に改革の継続を主張し、議会

内の勢力も IMF との約束の履行を最優先にしたことからオルシェフスキ内閣が作成し
た社会経済プログラムは 1992 年 3 月に否決された243。1992 年から 1993 年に首相に就
任したハンナ・スホツカも、バルツェロヴィチ・プランの一部緩和を模索したが、基本

路線は IMF からの資金引き出しの再開交渉に集中せざるを得ず、国内社会の不満に対

                                                        
239 津久井 1997, 36. 
240 青山 1997, 99. 
241 Stone 2002, 97. 
242 マゾヴィエツキは 1990年 12月 2日に民主同盟を結党しており、この民主同盟は、
1991年 10月総選挙で政治・経済自由化路線を主張し、12％の得票を獲得し、第一党と
なっている。しかしながら、民主同盟は内閣に入ることはなく、中道市民連合の円卓会
議の法律部門で連帯代表として関わったヤン・オルシェフスキを首相に、連立内閣が組
閣された(川原 1993, 155; 田口 2005, 164-165)。 
243 The Warsaw Voice March 15, 1992. 
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する対応は後回しにされたのである244。 

 

(2) 農村部の反発と政治参加 

 

ポーランドの民主化は労働者の社会主義政権への抵抗から始まったものであ
り、いわゆる下からの民主化に属する。しかしながら、民主化運動に加わった大部分の

労働者は都市の労働者であり、地方の農村部が民主化にあたって鍵となるような役割を
果たしたとは言いがたい。確かに、民主化前から、既に社会主義政権に反発して連帯が
農村組織、私営農民連帯(NSZZ RI)を 1981年に結成しており、また、社会主義政権も翼

賛政党として統一農民党を結成していたことから、一定の政治的まとまりが存在したこ
とは事実である245。とはいえ、民主化は都市の人々を中心に遂げられたものであり、地
方の農村が民主化に際して、特段積極的に政治的役割を担った形跡は見られない。翼賛

政党である統一農民党が統一労働者党と連立を組むことに難色を示したのは、1989 年
総選挙の後のことであり、あくまで消極的対応にすぎなかった。 

このような地方の農村部の政治参加の消極的姿勢に変化をもたらすきっかけ

となったのは、民主化に伴い展開された貿易の開放政策である。それはなぜか。ポーラ
ンドでは多くの農業従事者が貿易の自由化によって被害を受けたからである。ポーラン
ドでは民主化時点で国民の 4分の 1余りの人々が農業に従事しており、農業はポーラン

ドで主要産業となっていたが、零細規模の家族経営農場が多かった。ポーランドの農場
数は 200万カ所近くだが、80%以上が農地面積 10ヘクタール未満の小規模農場であり、
EU 域内で最も数の多い 15 ヘクタール以上の農場がポーランド国内では農場全体の

10％しかない246。また、ポーランドでは農場のほぼ 96％は年間所得が 9600ユーロ未満
だが、この所得層の農場は EU域内では 39%しかいなかった247。このように、ポーラン
ドの農業における労働生産性はEU諸国だけでなく他の東欧諸国に比べても著しく低く、

国際競争力に耐えうるものではなかった248。農業分野における EUに対する比較優位は
ほとんど見られず、労働集約産業であるフルーツや野菜の生産以外は、貿易の開放によ
り苦戦に追い込まれたのである249。そしてこの状況は 1990 年代に入ると改善されるど

                                                        
244 青山 1997, 100. 
245 Kosior 2004, 116. 
246 細川 2004, 146-147. 
247 細川 2004, 146-147. 
248 ポーランドの農業労働生産性は東欧諸国の中でも低く、チェコ農民の半分、ハンガ
リー農民の 1/3、1/4近い効率でしか生産できていない(木村 2009, 323)。 
249 Kosior 2004, 111. 
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ころか、逆に EUとポーランドの価格差が縮まったことから、ついには小麦や豚肉、家
禽はポーランドの方が EUよりも高くなる事態が生じた250。ポーランドの農業分野の被
害がなかなか解消されなかったもう一つの理由には、農業従事者が転職の機会にあまり

恵まれなかったことが挙げられる。都市と違い地方では職を得る機会が限られていたこ
とに加え、教育レベルが低かったこともあり、農業に従事する非熟練労働者は、他の職
の選択肢を持っていなかった251。こうして国内の購買力の低下に伴う食糧需要の落ち込

み、農業生産者に不利な価格形成、輸出不振と輸入増大により、経済改革が進むにつれ
農村部の経済環境はさらに深刻化した。農村部住民の平均所得は 2002 年には都市部に
比べ 30％以上下回り、貧困世帯数が農村部では都市部よりも 20％も多くなり、農村部

の登録失業者数は国内の 42％を占めるに至ったのである252。 

農業分野における貿易の開放は 1989年夏に始まった。1989年 8月 1日に農産
品価格が自由化した当初は、一時的に農業生産物価格が上昇したものの、すぐにポーラ

ンド農業は悪化の一途をたどった253。そして、1990 年 1 月にはバルツェロヴィチ・プ
ランにより農産品及び食品生産物への補助金が取り払われ、関税障壁もほとんど取り払
われ従価税率は 5-25%に引き下げられ、農業は本格的に貿易の自由化の影響を受けるこ

ととなった254。バルツェロヴィチ・プランが開始された直後は、為替レートの引き下げ
により農村への被害はそれほど激しくは見られなかったが、為替市場と為替交換レート
が安定してくると 1990年から 1991年にかけて農業収入は低下した。農産物の政府買付

制度は廃止され、補助金で安価に供給されていた肥料や農業企画の価格が市場価格に上
昇する中で、EU からの農産物輸入が著しく増加し、ポーランドの農村部は大打撃を受
けたのである255。ポーランドの農産物貿易は 1992年の 4460億アメリカドルの黒字を最

後に、1993 年は３兆 7387 億ドル、1994 年は 8549 億ドル、1995 年は 2 兆 8712 億ドル
と以後、赤字が続いた256。 

貿易開放による農村被害を受けて、農業従事者は政治に対する関心、正確に

いえば、政治への不満を強めた。1990 年 6 月以降、各地で農民の抗議行動が始まり、

                                                        
250 なお、ポーランド農民の生産効率性の低さが原因であったことは言うまでもないが、
同時に EU諸国の農業保護が強かったこともまた指摘しておく必要がある(Kosior 2004, 
111)。 
251 Kosior 2004, 99. 
252 細川 2004, 146-147. 
253 津久井 1997, 36. 
254 Kosior 2004, 89. 
255 津久井 1997, 36. 
256 GUSからの引用を再引用(Christensen and Lacroix 1997, 29)。 
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農業省といった公共施設の占領、道路封鎖が行われた257。抗議行動の動きは 1991 年に
向かってピークに達し、その結果ついに 1991 年 8 月に政府は譲歩し、引き下げた農業
食品輸入関税を再び平均 26.6％に引き上げることを決定、同 1991年 10月には農業の債

務返済の繰り延べ合意を作成し、そして 1992 年には特別基金を設立した258。だが、政
府は基本的には貿易の自由化への不満に対して個別的な対応で、事態の混乱を収拾しよ
うとしたのに過ぎなかった。1991 年から 1993 年まで農業大臣の座にあったガブリエ

ル・ヤノフスキが掲げた農業介入政策・補助金政策は内閣から支持を得ることはなく259、
また頻繁な内閣交代のせいで政策を実行するのも困難な状況にあった。抗議活動による
国会外での実力行使が政策に及ぼす影響には限界があったのである。 

このような消極的な政府の対応を受けて、農村部は、実力行使型の抗議活動
だけでなく、民主政治への参加を模索することとなった。そもそも、ポーランドでは民
主化以前から私営農民連帯(Rural Solidality)の他、社会主義政権が翼賛政党として抱えた

統一農民党も存在していたため、農民利益をまとめあげる素地が存在した。その結果、
民主化後、農業従事者の政治組織化は早期に、そして迅速に始まった。私営農民連帯が
民主化後も存続したのは当然ながら、統一農民党は 1989年 11月党活動を停止したうえ

で、改めて左派系の政党、ポーランド農民党(PSL)という形で 1990年 5月に結成し直す
ことで存続し、さらには 1992年 6月に新たに農村利益を代表する政党として自衛(SRP)

も誕生した260。農民利益を代表するこれらの政党は、彼らの要求を政府に反映させる上

で、その効果を徐々に発揮していくこととなった。その兆しが、1993 年総選挙により
議席数を大幅に伸ばし、連立政権に第二党として参画したポーランド農民党の躍進であ
る。 

 

第 3節 国内社会の対応に見られる政府の変化 

 

(1) 1993年総選挙と左派政権の誕生 

  

 1989年総選挙を含めると民主化後 3回目となった 1993年総選挙は、失業率が

                                                        
257 Kosior 2004, 121; 津久井 1997, 36. 
258 但し、この関税引き上げが民主化する前の 1988年の国家の農業保護レベルとは比較
にならないほど弱いものであったことは注記しておく。民主化から十年余りたち、徐々
に農業保護が再び強まった 2001年においても、民主化直前の 1988年に比べると、国家
からの保護レベルは弱いことはコーザーが指摘するとおりである(Kosior 2004, 146)。 
259 Kosior 2004, 122. 
260 Kosior 2004, 121. 
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悪化する中での選挙戦となったため、社会民主主義を唱える左翼への支持が高まった261。
第一党となった民主左翼連合(SLD)は、統一労働者党の流れを汲むポーランド共和国社
会民主主義と旧官許労組の前ポーランド労働組合同盟の連合体であり、前回選挙で 60

議席だったところ 171議席と大幅に伸ばした262。都市に基盤を持つ民主左翼連合に対し
て、第二党として連立政権に参加したポーランド農民党は、前身が翼賛政党の統一農民
党であり農村を基盤としており、これもまた前回の 40 議席から 132 議席と躍進した。

1990年半ばにかけて左派の台頭が顕著であったことは、1995年 11月の大統領選挙でも
民主左翼連合の代表がヴァフェンサを破り当選したことからも明らかである。連体が示
した急進的な自由市場主義政策が嫌われた結果と解釈できる263。 

とはいえ、民主左翼連合とポーランド農民党が政権を取ったからといって、
市場経済化の流れが止められたわけではなかった264。むしろ新たな政権では、労働組合
の牙城であったグダンスク造船所が倒産し、リストラが進められ、1994年 4月には EU

の加盟申請、1994年 5月には経済協力開発機構(OECD)の加盟申請が相次いで行われ、
OECD加盟のために更なる自由化措置も施行された265。民主左翼連合において最優先事
項は、やはり国際金融界の懸念を躱すことであり、そのためには経済政策の継続とイン

フレ対策の持続が不可欠であった。 

しかしながら、ポーランド農民党が連立に加わったことにより、その市場経
済一辺倒の方向性に、一定の変化が生じたことも見逃してはならない。例えば、大規模

民営化はポーランド農民党が反対していたため、法案は既に成立していたが実施は 1995

年に内閣交代が生じるまで延期された266。そして農業分野では、ポーランド農民党が内
閣の農業大臣ポストを獲得したことから、顕著な政策変化が見られた。1994年には 2000

年までの農業と食品経済に関する地方の社会経済政策が発表され、農業ローンに対する
優先債権や利子率をつうじた補助金が増大されると同時に、アドホックな介入も行われ
た。実際、農業ローンに対する優先債権の補助金予算は 1993年の 1億 5000万ズロティ

から 1997年には 13億 7000万ズロティに増額している267。また政府は 1994年以降、市
場価格の最低価格よりも 20％高い価格で農産物を収穫期に買い取る政策も始めた268。

                                                        
261 田口 2005,166. 
262 青山 1997, 100-101. 
263 田口 2005, 167. 
264 田口 2005, 169. 
265 OECDへの正式加盟は 1996年 11月 22日に行われた(青山 1997, 110)。 
266 青山 1997, 101. 
267 Kosior 2004, 123. 
268 Kosior 2004, 123. 
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1994 年にはさらにポーランド政府は農業生産に対して輸入税と可変輸入関税を導入し
ており、1995 年半ばにウルグアイ・ラウンドで合意をまとめるにあたって可変輸入関
税を排除せざるを得なくなると、代わりに安価もしくは輸入量が多い特定の農業生産物

に関して追加的な通関税を導入できるようにするため新しい法案を国会で可決した269。
確かに、ポーランド農民党は全体として貿易開放の流れを止めることはできなかった。
だが、農業への補助金政策を大幅に拡充することで、少なくとも短期的には一定の効果

をもたらし、貿易自由化以降悪化の一途を辿っていた農民の生活が上向いたのである。 
 

図 5.1 ポーランドの雇用率(%) 

 

[出典: WBの World Development Indicators] 

 

ポーランドでは 1994 年から 1997 年に向けて、失業率の上昇も止まり(図 5.1

参照)、国家全体の GDP成長も受けて、経済改革への国民の不満も幾分和らいだ。その
結果、1997 年の総選挙では、統一労働者党の流れを汲む民主左翼連合に対抗して 1996

年に結成された連帯系の連帯選挙行動(AWS)が第一党に返り咲いた。連帯選挙行動が連

立を組んだ相手が市場主義経済を強調する自由同盟(UW:前身は民主同盟)であることか
らもわかるように、イェジ・ブゼク首相率いる連帯選挙行動-自由同盟連立政権は市場
経済を政策基調とし、国際協調を重視し、ヨーロッパ世界への復帰、即ち EUへの回帰

も重視していた。そうはいっても、連帯選挙行動は労働者や農業従事者からの支持を比

                                                        
269 Kosior 2004, 123. 
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較的多く得ていたため、1993 年までのような市場自由主義一辺倒の政策が進められた
わけではなかった。連帯選挙行動は地方行政改革、年金改革、社会保険改革、教育改革
という四大改革を掲げ、経済の自由化と同時並行で社会福祉政策の拡充を行うことを

1997 年の選挙キャンペーンで前面に打ち出しており、政権収入後これらの改革は直ち
に着手された270。 

しかしながら、ポーランドの経済回復の兆しは長続きしなかった。一つに、

再び副首相兼大蔵大臣の座に返り咲いたバルツェロヴィチの下で実施された連帯選挙
行動の掲げる四大改革があまりに財政負担が大きく、ポーランド経済を悪化させたこと
が理由に挙げられる。そして、もう一つは 1998 年にロシアで金融危機が発生したこと

による。ロシアの金融危機は、ことに農業分野においては打撃であった。なぜならば、
ロシアは民主化以降ポーランドが唯一農業食糧分野で黒字を維持できた国であったか
らである。したがって、ロシアへの農業輸出の激減は、農家の被害を再び増大させた271。

さらに追い討ちをかけるように、財政悪化の事態に対してインフレ収束を最優先にバル
ツェロヴィチが緊縮財政政策・金融引き締めを実施したため、ポーランドではインフレ
率は早期に改善したものの消費が冷え込み、企業業績が悪化し、リストラをする企業が

相次いだ272。こうしてポーランドの雇用率は 1998 年以降、再び急降下し(図 5.1 参照)、
市場経済改革に対する不満が国内社会で蔓延したのである。 

 

(2) 農村基盤政党間での協力形成と EU懐疑論の台頭 

 

 1997年に成立したブゼク政権は連帯選挙行動と自由同盟の連立政権であり、

農村を基盤とする政党は連立与党に加わってはいなかった。しかしながら、1998 年 6

月に、これまでばらばらに活動していた自衛や私営農民連帯、農業団体・組織の全国連
合(KZKiOR)といった主たる農業貿易組合が互いに協力することに合意して、政府の社

会経済政策変化のための調整委員会を設立したことで、農業貿易組合の意見は集約され
た273。農業団体の結束は、農業ロビーの影響を急速に強めることとなった。こうして政
府は公式に農業政策に関してこの農業貿易組合と話し合いの場を設けるようになり、

1999 年 2 月にはブゼク政権は農業貿易組合と特別合意を結ぶに至ったのである274。ブ

                                                        
270 田口 2005, 122. 
271 Kosior 2004, 109. 
272 田口 2005, 169. 
273 Kosior 2004, 125. 
274 Kosior 2004, 125-126. 
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ゼク政権はロシアへ農業食品輸出を行っていた農家への援助を増加し、EU から補助を
受けている食品の輸入を止め、EU からの低価格輸入で反発が強かった豚肉市場の介入
価格の引き上げ、及び牛乳と穀物への政府介入を増やし、農民の債務返済の引き延ばし

も決定した275。そして、農業分野への補助金を増額し社会福祉の充実を増やすものの貿
易の開放を基本的に維持するという従来の対応方針から一歩踏み込み、1999 年初めと
1999年秋に 2回 WTO譲許税率を引き上げた276。その結果、例えば小麦は 1998年の関

税率が 3％に対して 1999年には 27.5％に、バターは 40％から 112％に、そして豚は 83％
に関税率が上がった277。このような関税の引き上げは、貿易の開放に逆行する政策であ
ったと評価できよう。経済状況はその後も悪化し、炭坑閉鎖や農業自由化に対する労働

者・農民の反発が高まるなかで、連帯選挙行動が次第に彼ら労働者に配慮して経済政策
を軌道修正した結果、市場主義経済を追求する自由同盟は 2000 年 6 月に連立から離脱
した278。この自由同盟の連立からの離脱は、農業ロビーのブゼク政権に及ぼす影響力を

さらに強めるところとなった。 

国内社会の経済改革に対する不満の矛先は、次第に自由化政策の強化を求め
る EU加盟交渉へと向かった。この動きの背景にもやはり、貿易自由化に対する農村部

の不満が存在した。EU はポーランドにおいて最大の農業貿易赤字相手となっていたた
めである。1992年から 2000年までで EUからの農業・食糧輸入は 2倍になったにもか
かわらず、EUへの輸出は 1.4倍にしか増えておらず、1990年代後半にはポーランドの

農業輸入の約 60％を EUは占めるようになっていた279。豚、穀物の低価格であることに
加え、EUの農業製品が EUの保護を受けていることに対する反発は強く、EU加盟によ
りさらにポーランド農業は打撃をうけるのではないかという懸念が強かったのである。 

ポーランドにおいて EU 加盟は民主化当初からの国家の悲願であり国内社会
でも支持されてきたことから、EU懐疑論が 1990年代末から 2000年初めにポーランド
の国内社会で広がったことは、国内外に驚きをもたらした。EU 加盟交渉が具体的に開

始されるまでのポーランド世論は、ヨーロッパ統合、ヨーロッパへの回帰といった抽象
的な意味合いから、全体的に EU加盟に好意的であった280。この国内社会での EU加盟
に対する支持の高さはEU加盟により生じる具体的な影響に対するイメージが広まって

                                                        
275 Kosior 2004, 126-127. 
276 Kosior 2004, 126-127. 
277 Kosior 2004, 126-127. 
278 田口 2005, 122. 
279 Kosior 2004, 110. 
280 Szczerbiak 2001, 8. 
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いなかったことによるという議論もあるが281、ヨーロッパ回帰に対する期待感はポーラ
ンドでは根強く、民主化と同時に EU加盟への道が模索された。民主化後まもない 1989

年 9月には、ポーランドは貿易制限の軽減と経済協力の推進を内容とする貿易経済協力

協定をヨーロッパ共同体(EC)と結び、1990年 12月には EC 側の提案から交渉が進めら
れ 1991年 12月には ECとの協力レベルを引き上げる連合協定が調印された282。1992年
3 月にこの協定は発効されたが、ポーランドの輸出競争力のある鉄鋼、化学製品、靴、

繊維、衣料、食品製品については EU域内生産者の保護のために関税を引き下げるスケ
ジュールを遅らせるといった EU 域内保護を重視した内容であったにもかかわらず283、
EU加盟への流れが止まることはなかった。1993年 6月にコペンハーゲンで行われた欧

州理事会で EUに加盟するための条件、コペンハーゲン基準が策定され、民主主義の確
率や法の支配、基本的人権の尊重、少数民族の保護といった政治条項に加え、市場経済
が機能しており EU加盟後に EU域内で競争圧力に対抗する能力があること、そしてユ

ーロ導入に適合する義務を受け入れることが定められた284。これにより、加盟候補国は、
加盟できるか確定していない状況でコペンハーゲン基準を満たすための準備作業を進
めることが迫られるという不利な条件におかれたのである。だがこの加盟方針もポーラ

ンドは受け入れ、EU 加盟申請を 1994 年 4 月 5 日に行い、EU 側は 1996 年 3 月の政府
間会議、1997年 6月のアムステルダムにおける欧州理事会の合意を受けて、1997年 12

月にルクセンブルクの欧州理事会でEU拡大に関する加盟交渉の手順とその工程表につ

いて基本合意が形成された。こうして、ポーランドは加盟交渉の第一陣に選ばれ、1998

年 3月末に欧州会議会の場において他の加盟交渉国 5カ国と共に、政府間交渉を開始す
ることが決まったのである285。 

実際に交渉が始まってみると、EU とポーランドの間で交渉が難航したのは、
農業問題であり、ことに土地取引に関する問題であった。この点に関して、山本啓太が
『スラブ研究』にて詳細な検討を発表しているので参照しよう286。ポーランドにおいて

土地の自由取引が争点となったのは、ポーランドの農地が安価であったことによる。ポ
ーランドでは土地取引は外国人が農地を購入する際には内務省と農業省が協議し許可
を与える許可制であったが、EU は EU 加盟交渉に際して資本の自由な移動の原則に反

                                                        
281 Kucia 1999. 
282 青山 1997, 98. 
283 津久井 1997, 37. 
284 家本 2004, 41. 
285 家本 2004, 42. 
286 山本 2004. 
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するとして、土地取引の自由化を要求した。だが、1998 年時点でポーランドの農地の
値段は EU 平均の約 12 分の 1 と圧倒的に安く287、外国企業に買い占められる恐れがあ
った。連帯選挙行動は労働者と農業従事者を支持基盤としていたため、EU 加盟を求め

つつも農業の保護の必要性も認めており、EU から土地取引を制限する移行期間をなる
べく長く得ることを目標としていた。具体的には、連帯選挙行動は EU に 18 年間の移
行期間を土地問題で認めさせ労働力移動についてはEUの要求を認めないとポーランド

は主張したのであるが、実際に交渉が始まるとポーランド側がEUに譲歩を迫ることは、
極めて難しいことが明らかになった。交渉の膠着状況は内外に広まり、EU 加盟によっ
て国内農地が外国の手にわたり経済がより自由化することで、ポーランド農業が大打撃

を受けるのではないかという懸念が国内で徐々に強まった。 

こうして具体的な交渉の開始により EU 加盟への日程が間近に迫ったことを
受けて、国内社会では EU加盟への不安感が高まり、ついには EU懐疑論が台頭したこ

とで、加盟交渉は難航した。ザービアックによると、1994年 6月時点では EU加盟が農
業に悪影響を与えると答えた人は 24%にとどまり 40％の人々が良い影響があると考え
ていたが、1999 年 5 月になると 61％の人々が悪影響であると考え良い影響があると考

える人々は 17%に減少した288。ポーランド国民は、基本的に農民の貿易自由化に対する
反対姿勢を支持していた。抗議の手段については反発もあったが、1998 年時点で 45％
の国民が農民の抗議を正当であると考える人々は、部分的に正当と考える人々も含める

と 86％に達し、正当化し得ないと考える人々は 6％にすぎなかった289。1999 年初めに
おいては、たとえ食品価格が上がることとなっても農業が国家から保護されるべきであ
ると考える人々が約 65％を占めるようになった290。国内社会は農業従事者に同情的で

あるのみではなかった。EU 加盟により農業分野以外に従事する人々にも被害が波及す
るのではないかという懸念が徐々に広がっていったのである。民間セクターにおいて
EU加盟が悪影響を及ぼすという見方は 1994年 6月から 1999年 5月で 6％から 21％に

増加し、良い影響を及ぼすという見方は 67％から 48％に減少した291。失業率の増加と
いった経済背景もあり、EU懐疑論がポーランドの国内社会で広く共有されたのである。
1994年 1月には 81.6％あった EU加盟への支持率は、1997年 12月の 69.7％に低下し、

                                                        
287 山本 2004, 51. 
288 Szczerbiak 2001, 7. 
289 Public Opinion Research Center (CBOS)の調査からの引用を再引用 (Kosior 2004, 126) 
290 Public Opinion Research Center (CBOS)の調査からの引用を再引用 (Kosior 2004, 126)。 
291 Szczerbiak 2001, 7. 
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ついに 1999年 4月には 60.3％まで低下した292。 

2000 年に入ると、いよいよ EU 側もポーランドとの交渉の膠着状況に懸念を
示すようになった。欧州委員会は 2000年 11月 8日、「ポーランドの加盟に向けての進

捗状況に関する欧州委員会 2000 年定例報告」という報告書を公表した。この報告書で
は、ポーランドはハンガリーとチェコ共和国に並び、加盟準備が最も進展している国で
あり、加盟候補第一陣の一員であり、ポーランドを含むこれら３カ国の加盟交渉が 2002

年中に終了する可能性が高いと書かれた一方、EU に関する条約・法律・規程・司法裁
判所判例を主要内容とする法体系としての欧州共通原則であるアキ・コミュノテールに
基づく 31項目の評価において、ポーランドは 15項目しか完了しておらず、他の 2カ国

に比べるとポーランドの加盟準備が遅れていること、そして交渉が難航していることが
明らかにされた293。さらに、2001年 4月に入ると ECポーランド駐在代表のブルド・デ
トーマスは、ポーランドが加盟交渉の遅れを打開する何らかの方策を講じなければ、ポ

ーランドが加盟候補の第一陣から外れる可能性もあると、ポーランド側の譲歩を迫る強
硬な態度をあらわにした294。だが、労働者・農業従事者の支持を受ける連帯選挙行動は
総選挙を前に、容易に譲歩することはできなかった。 

2001 年 9 月の総選挙は結果として EU 加盟を前進させることとなった。経済
発展のため EU加盟をすべきであるという態度を示した民主左翼連合が 216議席を獲得
し第一党となったからである。だが一方で、この選挙で EU加盟へ反対する人々が、右

派・ポピュリスト政党のポーランド家族連盟や、基幹産業の再国有化を求める右派急進
派の自衛といった政党に多くの票が集まったことも事実である295。ポーランド家族連盟
はポーランドの主権と伝統を侵害するとして EU加盟そのものに反対しており、自衛も

EU 加盟に反対はしていないものの加盟条件に農業補助金の交付割合に代表される不公
正な内容を含んでいることを理由に反対していた296。自衛は 460 議席中 53 議席、ポー
ランド家族連盟は 38 議席、そしてより穏健な形で EU 加盟に慎重な立場を示した法と

正義とポーランド農民党はそれぞれ 44議席、42議席を獲得した。ポーランドの国内社
会は EU加盟をめぐり真っ二つに割れたわけであり、民主左翼連合は圧倒的議席を獲得
し第一党となったものの、その数は下院の過半数には届かず、EU 加盟交渉に慎重なポ

ーランド農民党との連立を組まざるを得なかった。ポーランド農民党は与党連合に入り、

                                                        
292 家本 2004, 49. 
293 家本 2004, 39. 
294 家本 2004, 40. 
295 Markowski and Tucker 2010, 524. 
296 小森田 2006, 155. 
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自衛はその躍進から、代表が下院副議長を一時就任した297。農村基盤の自衛とポーラン
ド農民党は国会内で影響力を増すことに成功したのである。 

だが、自衛とポーランド農民党が 2001年総選挙で躍進したことは、彼らの協

調体制を崩すことにもなった。これは、共に野党であった 2001 年前に対して、ポーラ
ンド農民党は与党に回ったため、地方選挙を通して両党の競争関係が強まったことによ
る298。ポーランド農民党は EU加盟そのものには前向きであったが、自衛とのスタンス

に差が生じた。実際、自衛は土地問題に関してポーランド家族連盟、法と正義が反発し
たことに同調し、2001年 11月に外務大臣への不信任案に対して下院で不信任を投じて
いる299。このような農村部の結束のほころびが、与党として加わったポーランド農民党

の交渉力を、弱めたことは否めない。 

とはいえ、概ね EU に加盟することを前提とすれば、ポーランドは最大限の
譲歩を EUからもぎとったと評価できよう。ポーランド農民党は 2001年 10月連立合意

を形成させるにあたって、農業市場への介入拡大、国家予算における農業支出を向こう
2年間増加させること、ポーランド農業への EUの援助を満額使うため国家予算を十分
に割くこと、そして既存のセクター権益を維持することを民主左翼連合に認めさせた300。

膠着状況にあった土地問題は、ポーランド側が大幅に譲歩することで決まったが、代わ
りにポーランド農民党は農業補助金交渉で譲歩を勝ち取る方向性へと方針転換し、条件
交渉を続けた301。その結果、2002年 1月末の EU側の提案では 2004年以降共通農業政

策(CAP)の枠から EU平均の 25％、30％の補助金を拠出するというように、スライド式
で補助金の上積みをしていくという内容であったが、猛反発したポーランドは 2004 年
の補助金を 55％まで引き上げその後スライド式で 2005年に 60％、2006年に 65％と上

積みさせていくという条件を勝ち取り、さらに 15 億ユーロの支援金額の追加も EU 側
から勝ち取ったのである302。こうした交渉の末、EU 加盟第一陣の中では最後にポーラ
ンドは加盟交渉を妥結させた。 

                                                        
297 田口 2005, 157. 
298 Kosior 2004, 130. 
299 山本 2004, 51. 
300 Kosior 2004, 129. 
301 ポーランド国外の人々も 3年間賃借すればポーランドの土地を購入できるという条
件を EUが提示してきたのに対しては、自衛やポーランド家族連盟、法と正義のみなら
ずポーランド農民党も反対した。したがって、政府は農地と森林用地に関して、3年の
賃借期間を以て購入可能になる地域と 7年間の賃借期間を要する地域への分割を提案
し、賃借期間の起算時期について EUへ譲歩する代わりに、EUに分割案を認めさせた(山
本 2004, 149)。 
302 田中 2004, 206; 山本 2004, 153. 
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第 4節 小括 

 

このように、民主化後のポーランドの貿易の開放とそれに対する国内社会の
反発を俯瞰すると、選挙が繰り返される中でポーランド政治に確かな変化が生じている
ことが把握できる。民主化直後に導入されたバルツェロヴィチ・プランは選挙で公約さ

れたものでも、国会で十分審議されたものでもなく、一部の政治エリートが国際社会の
圧力の中でまとめあげた改革であったことは明らかである。そして、この経済改革を導
入したマゾヴィエツキ政権に対する国民の目は当初から厳しかったことも疑問を挟む

余地はない。1990 年の大統領選挙で連帯の中でも労働者・農民の不満を代弁する中道
左派のヴァフェンサが、改革を進める現職の首相であるマゾヴィエツキに勝利したのは
その顕著な例である。しかしながら、ヴァフェンサも大統領に就任すると、経済改革を

むしろ積極的に進める方向に回り、続く 1991 年総選挙で登場した内閣のいずれも国民
の風当たりを緩和させるべく積極財政政策への転換を模索したものの、国外からの援助
を確保することを優先したため、国民生活に生じた深刻な被害に対する処方箋はほとん

ど施されることがなかった。 

もちろんこの時期においても、政府は単発的には国内社会の不満に対応して
いる。民主化当初の貿易の開放に対する反発は、ストライキやデモといった国会の外で

の活動が中心であり、したがって政府との交渉は非民主主義的なチャンネルに頼ったも
のであった。特に貿易開放による農村の打撃は深刻であったため、政府もいったんは関
税をほぼ撤廃したもののある程度関税を引き上げたうえで、段階的に撤廃する方向へと

方針転換した。このような経済改革による被害は、国内社会の政治参加を推し進めるこ
とにもなった。1993 年総選挙には左翼への支持が集まり、農村を基盤としたポーラン
ド農民党も政権に参加することとなった。1993 年に成立した左派政権においても経済

自由化、貿易の開放という方針は変わらなかったものの、農村部は政権内に公式に参加
することで農業への補助金の拡充を図ることに成功した。そして、1997 年総選挙にお
いて政権を獲得したブゼク政権においては、経済自由化と並行して農業分野に限らず広

く社会福祉政策の拡充が方針として掲げられた。 

1998 年から本格的に始まった EU 加盟交渉は、ポーランド経済の逆境と重な
った。それまでばらばらに活動していた農業貿易組合は結束することで、政治への影響

を強め、労働者を支持基盤とする連帯選挙行動も国内社会の不満を無視することはでき
なくなった。民主化と同時にあれほどまでにヨーロッパへの回帰を望んでいたポーラン
ドにおいて、経済的損失を理由に国内社会を二分するほどEU懐疑論が広がったことは、
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国内外に驚きをもたらした。ポーランドは最終的に EUに加盟したものの、交渉では貿
易自由化に消極的な姿勢を明確に示した。そして、2004年に EU加盟後初めて行われた
2005年の総選挙で、EU加盟に慎重であった保守派の法と正義が第一党となり、自衛と

ポーランド家族連盟によるナショナリズムの要素が強い政権が誕生したことは、ポーラ
ンド政府が国内社会の意向を無視して経済自由化一辺倒で政策を推し進めることの限
界を示すこととなった。ポーランドではその後、失業率が再び低下するのにあわせて、

経済の自由化が再度推し進められることとなる303。だが、経済政策が国内社会の反応と
は関係なく決められる時代は、国内の不満勢力が議会に、政権に参加することで終焉し
たのである。 

 

                                                        
303 ポーランドは貿易の開放が 1997年から 2002年にかけて停滞・後退したが、その後、
2005年から 2006年にかけて揺れ戻しがあるとはいえ、全体としては貿易の開放度は上
昇し、関税率は下がっていることが、WBの World Development Indicatorsから確認され
る。 
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第 6章 タイにおける民主化とタックシン政権 

 

 ポーランドにおいては、民主化後選挙が繰り返される中で、政府が次第に貿

易自由化改革に対して消極的姿勢へと転じる様子が観察できたのに対して、タイでは
1992年の民主化から 2006年の軍事クーデターまで、政府が貿易の開放に消極的態度に
転じる様子は見られない。このことは、タイの国内社会では貿易の開放に対する不満が

広がらなかったということを示唆しているのだろうか。それとも、貿易の開放に対する
不満は確かに国内に存在したが、選挙が繰り返される中でもタイでは不満勢力が政治へ
の影響力を強めることは難しかったということを示唆しているのだろうか。以下、タイ

の民主化と貿易自由化の流れを注意深く追うことで、なぜタイでは民主化後、長期的に
も政府が貿易の開放政策への積極姿勢を崩すことはなかったのかを検討する。 

 

第 1節 タイの民主化と貿易開放政策 

 

(1) タイの貿易開放と民主化の関わり 

 

 1997年アジア通貨危機の対応にあたった IMFは、アジア諸国に経済援助をす
る条件として多くの国々に貿易開放を求めた。だが、タイ政府は IMF の援助受けるに

あたって、貿易政策において改革を求められることはなかった304。既に 1997 年時点で
十分に貿易の自由化を達成していたタイにおいては、追加的な改革が必要なかったため
である。タイの民主化は、このようにポーランドのように財政危機に見舞われ権威主義

政権の政治運営に対し人々の不満が高まった結果、生じたわけではない。むしろタイは、
経済の発展が民主化を促すというリプセットの近代化理論の典型例であった305。 

タイにおける貿易自由化の歴史は長い。1855年に英国と通商条約を結んだこ

とで飛躍的にタイ米の輸出が進んだことも事実であるし、1950 年代末にはサリット・
タナラットの下で国営企業重視型の政策から外資優遇・民間企業重視型の政策に転換し
たことも知られている306。だが、本格的な貿易の開放が始まったのは 1980 年代後半で

ある。1980年代後半、タイの貿易政策は、それまでの輸入代替型工業化政策に対して、
輸出志向型の工業化政策へと転換した307。この背景には、1985 年のプラザ合意が存在

                                                        
304 Lane et al. 1999, 73. 
305 Lipset 1959. 
306 浅見 2001, 143-144. 
307 浅見 2001, 143; 浦田, 横田 1995, 141. 
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する。プラザ合意によって、日本通貨の対ドルレートが上昇したことを受けて、1980

年代後半には、日本を中心とする東アジア諸国はタイを始めとする東南アジア諸国に多
額の直接投資を行うようになったのである308。その結果、タイへの外国直接投資は 1985

年時点で 1.6億アメリカドルだったのが、1986年には 2.6億アメリカドル、1987年には
3.5億アメリカドル、1988年に 11億アメリカドルと急増し、1990年代には 20億アメリ
カドル前後に達するようになった309。これに合わせて、貿易依存度も急上昇したのであ

る(図 6.1参照)。 

 

 

[出典:WBの World Development Indicators] 

 

1980年代後半に進んだ貿易の開放はタイにどのような影響をもたらしたのか。
それは、タイ経済の急成長である。図 6.2 に示したタイの実質 GDP の推移を見ると、

1985 年以降、タイ経済の成長スピードが加速していることがわかる。1980 年代後半に
かけて見られたこの経済成長は、工業輸出量の飛躍的増加により達成されたものであり、

                                                        
308 浅見 2001, 137. 
309 WBの World Development Indicatorsより。 
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図6.1 タイにおける貿易依存度(GDP%比)の変化 
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工業化は民間部門の成長を促し、結果として都市企業家や都市中間層310の数を増やすこ
とにつながった。 

 

 

 
[出典:WBの World Development Indicators] 

 

経済成長が民主化を促すと議論したのはリプセットであるが311、まさしく
1980年代後半に生じた経済成長はタイ政治を揺るがすこととなった。1980年から 1988

年までのプレーム・ティンスーラーノン首相の下で行われたタイ政治は「半葉の民主主

義312」と称される。タイでは、既に民主化運動が 1973 年に生じており、強硬な軍事体

                                                        
310 中間層という言葉によって具体的に示される対象は、時代や場所によっても異なる。
浅見はタイの中間層について、「王族や有力貴族などからなる上層でもなく、一般の農
民達からなる下層でもない(浅見 1998, 307)」層という伝統的な認識から、タイでは国
家の保護に依存しなくても生計が立てられ子どもに教育を与えられる人々というイメ
ージが広がったと議論している。したがって、ここではタイの中間層について浅見の定
義に倣って議論する(浅見 1998)。 
311 Lipset 1959. 
312 この訳は玉田論文を引用している (玉田 2003, 33)。なお、玉田はプレーム政権につ
いて政党と軍を支持基盤とすると同時に、裏から国王に支えられていたことにも言及し
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図6.2 タイにおける実質GDPの推移 
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制の継続は 1980 年代に入るころには時代の流れに合わないものと軍部からも認識され
ていた。このため、プレームは 1980年に首相に任命されると、翌 1981年には政党法を
定め、選挙制度を大選挙区制から中選挙区制に改訂した。プレームは強硬に軍事支配を

続けるのではなく、政党に一定の力を与え、軍部が政党と権力を分け合うという形態を
敢えて取ることで、軍事支配の正当性を確保し、権威主義体制を存続させようとしたの
である313。1980 年代のタイ政治はまさに権威主義体制から民主主義体制への過渡期に

あった。プレームによって達成されたタイの安定した政治環境が、1985 年以降の貿易
自由化、経済成長を達成する基盤となったことは間違いない。しかしながら、経済成長
は結果として都市に富を持ち込み、都市の民間資本を背景に政党政治家が勢力をさらに

拡大させることにつながった。政府とは別個に民間資本という財源を得た政党政治家は
次第に軍部や文民官僚を批判し、彼らに代わって政治の主導権を手に入れようと試みる
ようになったのである。その結果、1988 年 8 月総選挙により、12 年ぶりに、軍人出身

とはいえ、民選議員でかつ、下院で最多議席を獲得したタイ国民党の党首であるチャー
トチャーイが首相に就任し、一閣僚を除きすべての閣僚が下院議員からなる内閣が組閣
された。政党政治家は、民主主義を盾にプレームが選挙で選ばれていないことを批判し、

彼の再任を妨げたのである。これによって、軍部と文民官僚が政権中枢部から実質的に
追い出されることになった。 

尤も、チャートチャーイは民選議員から選ばれた首相ではあったが、民選議

員から首相が選ばれることが法律として規定されるまでには、もう一波乱あった。チャ
ートチャーイ政権は、1991年 2月 23日の軍事クーデターにより僅か三年で幕を閉じた
のである。改めて軍事政権下で 1992 年 3 月の総選挙が行われたが、選挙では首相が下

院議員であるべきか否かが最大争点として争われたにもかかわらず、選挙後に首相とな
ったのは下院議員ですらないスチンダー・クラープラユーン陸軍司令官であった。これ
を受けて、1992年 4月に抗議活動が勃発し、5月 17日には約 15万人の人々がバンコク

の王宮前広場に集まった314。この抗議集団は、相対的に高学歴・高収入の人々に多かっ
たことから「携帯電話をもった群衆(モブ・ムートゥー)」と呼ばれ、抗議集団の中心的
存在としてバンコクの中間層が脚光を浴びた315。5月 19日には 3000名近くが逮捕され、

バンコク・ポストの報道によると 5万人がデモに参加し翌 20日には死者 100名、負傷

                                                        
ている(玉田 2003, 33)。実際、プレームは選挙ではなく国王の任命により首相の座を獲
得している。 
313 プラサート・ヤムクリンフング 1995, 120; 玉田 2003; 32-33. 
314 Bangkok Post May 18, 1992. 
315 パースック・ポンパイチット, ベーカー 2006, 495. 
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者 500名が生じた316。暗黒の 5月事件と俗に呼ばれるこの事件を受けて、スチンダーは
失脚。1992 年 9 月に改めて総選挙が行われ、下院議員であり第一党となった民主党の
党首であるチュワン・リークパイが首相に就任し、首相の資格に下院議員として選出さ

れることが明確に憲法で規定された。ここにおいて、行政の長が国民に(間接的に)選ば
れる制度が明文化し、タイに民主主義体制が誕生したのである。 

 

(2) 貿易開放がもたらした負の遺産 

 

 1980年代後半の貿易開放とそれに伴う経済成長は、確かにバンコクに富をも

たらし、都市の中間層を増やし、体制転換をもたらした。しかしながら、このような経
済変革はすべての人々に利益をもたらしたわけではなかった。 

 1980年代後半の経済改革は国内社会にどのような影響をもたらしたのだろう

か。例えば 1990年代前半のタイの雇用率を見ると 77％から 72%近くまで下落しており、
失業者が増えたことは疑うべくもない317。だが、それ以上にタイにおいて深刻な問題と
なったのは、貧富の格差の拡大である。地域別318に見たタイの一人当たり名目国内地域

生産(GRP)の推移を観察すると、1980 年代後半急速にバンコク首都圏(及び東部地域)と
その他の地域との間の経済格差が広がったことがわかる(図 6.3 参照)。バンコク首都圏
では 1995年には先進国の仲間入りと考えられる水準である一人当たり GDP10,000アメ

リカドル(約 25,000バーツ)に経済レベルが達するのに対して、その他の地域はほとんど
経済レベルに変化が見られなかった。実際、タイ政府の公式データによると、1990 年
時点におけるタイ全国における大学卒業者は 5％、中等教育を受けた者は 13.6％にすぎ

ない319。1970 年時点で既にバンコクでは中等教育以上を受けた人々は 40%を超えてい
たことを踏まえると320、民主化を推進する中間層がバンコクでは多数派であったものの
全国単位で見ると圧倒的少数にすぎなかったことがわかる。 

                                                        
316 Bangkok Post May 20, 1992. 
317 タイ政府が発表している雇用率は異常に高く、現実的数値とは考えがたい。したが
って、ここではWBの World Development Indicatorsのデータを用いている。 
318 Office of the National Economic and Social Development Board of Thailand (NESDB)の区
分に従うと、東北部、北部、南部、東部、西部、中央部、バンコクとその周辺地域の七
つの地域にタイは分けられる。本論では、この NESDBの区分に従って、各地域を議論
する。 
319 National Statistical Office of Thailandの Population and Housing Census 1990より。 
320 National Statistical Office of Thailandの Population and Housing Census 1970からの引用
データを再引用(浅見 1998, 303)。 
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[出典 NESDB] 

 

では、具体的にどのような人々が経済成長の波から取り残されたのだろうか。

図 6.4は 1992年時点での各県の一人当たり名目県内総生産(GPP)の多寡を色分けして示
した図である。この図では、青で色付けされた県が最も貧しく、緑、黄色、橙色と次第
に経済水準が上がり、最も豊かな県が赤で色付けされている。図 6.4を見ると、まず赤

や橙色がバンコク周辺に集中しており、都市と地方の間に貧富の差が広がっていたこと
が把握できる。だがそれだけでなく、この図を注意深く眺めると、都市と地方の間だけ
でなく、地方の間でも、貧富の格差が広がっていることに気づくであろう。地方のなか

でも、群を抜いて貧しいのは東北部であり、それに次いで貧しいのが北部であった。1990

年代の為替レートは 1 アメリカドル 25 バーツ程度であったことに鑑みると、青色で塗
られている東北部や北部の一部は、1992年の一人当たり名目 GDPが 800アメリカドル

以下と、その貧しさは後発開発途上国並みであったことがわかる。そして、バンコク首
都圏に住む人々の割合は 2割弱であったのに対し、この貧しい東北部に住む人々は 1992

年時点で国民の 3割強、北部に住む人々も合わせると国民の 5割強を占めていた321。 

 

                                                        
321 NESDBの発表データより。 
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図6.3 タイにおける一人当たり名目GRPの推移 
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図 6.4 1992年における一人当たり名目 GPPの分布 

 

[出典 NESDB] 

 

なぜ東北部・北部の人々は、それほどまでに貧しかったのだろうか。貿易の
開放により利益を得るには、輸出製品あるいは輸出作物が必要となる。もともとタイの
農村では自立経済が一般的であったが、1855 年の開国以来、タイの地方では商業農業

が発展した。中部を縦断するチャオプラヤー川沿いのチャオプラヤー・デルタは豊かな
稲作地帯に、マレーシア半島の一部である南部では鉱山資源、錫の発掘やゴム、油椰子、
果物の栽培地域に変化した。しかしながら、北部・東北部では農産物の輸出は進まなか

った。北部は山の多い地形であるためチェンマイ盆地周辺を除きそもそも耕地が少なか
ったが、東北部の場合、水資源の不足に加え不安定な乾燥気候という環境から土地が痩
せていた。したがって、東北部と東北部に近い北部では、農業従事者が圧倒的な数を占
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めるにもかかわらず、彼らの農業は自給分以上のコメの生産を望むことができず、現金
収入はキャッサバやケナフといった低価格の農業生産に依存するしかない状況におか
れたのであった。東北部・北部の周辺に工業地域は存在せず、教育レベルの低さ・経験

の少なさから同地域に住む人々が農業以外の就職先を探すことも容易ではなかった。結
果として、商業農業の波にも乗り遅れ、工業化の波にも乗ることがなかった東北部・北
部は、後発開発途上国並みの経済レベルに取り残されることとなった。 

 

第 2節 貿易の開放に対する国内社会の反発 

 

(1) 貿易の開放に対する民主化直後の国内社会の反応 

 

貿易の開放による失業率の上昇、経済格差の拡大を受けて、タイの国内社会

においても不満は広がった。その際、まず矛先に挙げられたのが政府の汚職腐敗である。
1991 年 2 月の軍事クーデターが都市部を中心に受け入れられたのは、チャートチャー
イ政権の汚職腐敗に対する不満が存在したからに他ならない。バンコクでは 1980 年代

後半に入り貿易の開放が進む中で、貧困対策が既に市民の関心にあがっていた。バンコ
ク知事として支持を集め、1992 年 3 月、そして 9 月の総選挙でバンコクを中心に支持
を集めたチャムロン・シームアンと彼の率いる仏法の力党は、汚職腐敗の撤廃を訴え、

知事時代に都市の貧困対策を積極的に行ったことで支持を得ている。そして、このチャ
ムロンの支持基盤となったのは都市中間層に信徒を抱えるサンティアソークという仏
教系の宗教団体であり、この宗教団体が自立経済を旨としており、その教義は究極的に

言えば自由貿易に否定的なニュアンスを持ち得たことも忘れてはならない。だが、少な
くとも 1992 年当時の仏法の力党は、腐敗政権を追放し民主化を進めたことから都市部
で支持を集めたのであり、政府の経済政策を批判していたわけではなかった。都市部は

基本的に貿易の開放から利益を得た立場にあり、政府の貿易政策に対する不満の声は限
定的であったのである。 

そもそも 1992年の五月事件の後に改めて行われた、1992年 9月の総選挙は個

別の政策選択というよりも、軍事政権への支持か民主化への支持かという選択が主要争
点であった。そのことは、9月の総選挙が当時「天使と悪魔の戦い」と称されていたこ
とからも明らかである322。スチンダー側についた悪魔と、それに対抗する仏法の力党、

民主党といった野党連合という明確な対立軸が存在したのである。具体的には、1992

                                                        
322 Murray 1996, 252-255. 



 

 105 

年 3月の選挙で、憲法を改正すべきという立場に回った新希望党、民主党、仏法の力党、
統一党が民主化を促進する天使側の立場に、そして憲法改正の必要はないとする立場に
回った軍部との関係が深い正義団結党、タイ国民党、社会行動党がスチンダーに組した

悪魔側の立場におかれた323。この選挙で主たる争点となったのは首相公選制であり、地
方分権も含む統治制度ついては議論の俎上に乗ったが、貿易政策は争点化されることも
なかった。そして、選挙結果は一応「天使」側が勝利したものの、両勢力が拮抗する形

となった。バンコクにおいては仏法の力党など天使と称された政党が圧倒的な勝利をお
さめたものの、地方では「悪魔」と評された政党が相変わらず議席を獲得したためであ
る。したがって、この選挙結果から、1992 年の民主化への動きが全国的な動きではな

く、都市に偏った動きであり、地方では民主化に対する関心がいかに薄かったかが推察
できる。この都市と地方の温度差は、都市部の住民の間で政治に対する不満を強めるこ
ととなり、その結果、タイでは 1997年に大規模な制度改革が行われることとなった324。 

 

(2) 農村部の反発と政治参加 

 

 ポーランドの場合は、自作農がどれほど積極的に政治活動を行っていたかは
別として、民主化以前から農村利益を代表する政党の枠組みが存在し、彼らが政治に参
加する上で基盤となる組織が存在した。しかしながら、ポーランドと同じようにタイで

も貧しい自作農が多かったものの、タイの場合には、そのような組織基盤が 1992 年の
民主化前夜に存在していたとは言いがたい。確かに、1970 年代半ばに、タノム・キッ
チカチョーン政権の崩壊により言論や結社の自由が回復したことで、共産党や 1974 年

に設立されたタイ農民連合を中心に農民運動や労働運動が一時的に高揚し、小作料の法
定限度率の引き下げ、農地改革を要求す、労働団体が最低賃金の引き下げを求めてデモ
が行われたことは事実である325。しかし 1976年 10月の軍事クーデターにより軍事政権

に戻ると、そのような動きは大きく後退したのである。農民による共産主義勢力の支援
も政府から弾圧され、指導者が次々と暗殺された結果、1970 年代末には農民組織はほ
ぼ壊滅状態に陥った326。 

このように独自の利益表出組織を持たなかった 1980年代のタイ農村において、
代わりに広がったのは政治家の集票活動である。地方の人々は政治参加に関心がない、

                                                        
323 Murray 1996, 54. 
324 玉田 2003, 27. 
325 浅見 2001, 144-145; Missingham 2003, 21-25. 
326 浅見 2001, 148. 
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地方では買票行動が蔓延しているといった批判をバンコクの知識人は口にするが、この
ような集票ネットワークが地方で広まったのは 1980年代から 1990年代初めにかけてで
ある327。政党の資金力が高まったことで、各政党が中央の企業から資金を調達し、票を

買うためにその資金を地方でばらまくようになったのである。集票システムは教師や僧
侶といった地方の有力者(Chao Pho)が、議員に代わって仲買人として各地で票のとりま
とめを行うという形で行われた328。例えば、シー・サケット県では一部の候補者が、彼

らに票を取りまとめてもらう代わりに、多額のお金を専業主婦集団やユースクラブ、寺
院に寄付するという形で集票行動が行われていたことが確認されている329。1992 年 9

月の総選挙では、選挙管理委員会(Office of the Election Commission of Thailand)が確認し

ただけでも買票約束が 14,989 件も存在したと Poll Watch が発表している330。このよう
な買票行動によって票を集めようとする動きは 1992 年の民主化後も、1995 年総選挙、
1996 年総選挙とさらに加速した331。1995 年下院選挙では、選挙キャンペーンの経費は

総額 7億米ドルにものぼったといわれており、その多くは買票行動に使われたとされて
いる332。経済的に貧しい状況におかれる地方の人々にとって、票を売る代わりに候補者
から得られる保護・報酬の価値が、自立した経済状況にある人々にとってよりも遥かに

高かったことは想像に難くない333。 

このような集票行動は、タイの地方の人々から政治に参加し政策を選択する
機会を事実上奪っているという批判をよび、1990 年代にバンコクを中心に繰り広げら

れた政治改革論で主な議題に挙げられた。その結果、1997 年に行われた政治改革では
買票行動の抑制策が導入されることとなった334。アネーク・ラオタンマットの「民主主

                                                        
327 McCargo 2002, 113; 玉田 2003, 38. 
328 Hewison and Maniemai Thongyou 2000, 214; 大友 2003, 130-131; Pasuk Phongpaichit 
and Baker 2000, 30. 
329 Callahan and McCargo 1996, 387. 
330 Poll Watchの発表を引用したものを再引用(Anusorn Limmanee 1999, 9)。 
331 McCargo 2002, 113. 
332 King and LoGerfo 1996, 115. 
333 ネルソンは買票行動が 1990年代にかけて広がった理由の一つに、地方が経済的に貧
しいことを指摘している(Nelson 1998, 87-90)。この指摘は、買票行動が貧しい地域の方
が豊かな地域よりも有効であるということを示唆している。実際、南部と東北部の比較
研究から、選挙において物的誘導が南部よりも東北部の方がより多くみられていること
は指摘されており、社会経済的な未発達状況が集票行動を定着させやすい土壌を育くん
でいると解釈できる(Prasert Ragthaidee 1989)。 
334 1997年憲法では、政治・選挙の汚職腐敗に対する対策として、まず買票行動を抑制
するために、憲法 68条において国民は投票する権利を持つだけでなく、その権利を行
使する義務があると定められた。なぜならば、1933-1983年までの下院選挙での平均投
票率は 40％と低く、これが国民の一部に行われる買票行動の効果を高める結果となっ
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義の二都物語」は政治改革論を代表する議論であるが335、地方の投票行動について、ア
ネークは次のように述べている: 

 

地方の人々にとって、選挙はとてもローカルなものであり、国家と
いった次元のものではなく、政策タイプではない利益と票を引き換
えに取引している。(…)彼らは彼らの共同体に進歩と富をもたらし彼

らの日常的な問題に対して友好的に親身に寛容に取り組んできた
人々への恩返しとして投票することに義務感を感じている336。 

 

地方の有権者は地元のパトロンクライアント関係に組み込まれており、政策選択に基づ
かない投票行動を行っている。彼らは国家の利益や政策については関心を持っていない
ため、政治家に対してアカウンタビリティーを要求することもなく、また有権者として

政治家を制裁しようともしない。このようにアネークは議論しており、この見方は 1980

年代後半以降、バンコクの知識人の間で広く共有されていた337。 

 

                                                        
ていたと考えられたためである(Suchit Bunbongkarn 1996, 82)。したがって、この条文は、
国民全員に投票を義務づけることで、議席を獲得するのに必要な票数を底上げし、それ
によって買票行動をよりお金と手間のかかる困難なものとし、買票行動を抑制しようと
したのである(Pinai Nanakorn 2002, 107; Sombat Chantornvong 2002, 203; Uwanno 
Borwornsak and Burns 1998)。また、1997年憲法では政府と行政を監視する独立した機関
として、国家汚職防止取締り委員会、選挙管理委員会、憲法裁判所、行政裁判所、国会
オンブズマン、国家人権委員会、会計検査委員会が設置された。選挙管理委員会は選挙
の不正を抑制する機関として直接的に買票行動を監視するが、他の機関も法の支配を守
り不正を防ぐことを目的にしている。これらは国民の代表ではなく、国民の意思とは関
係なく監視できる機関として知識人から構成された。このように、チェックアンドバラ
ンスシステムを新たに構築することで、1997年憲法は買票行動を防ごうとしたのであ
る(Connors 2002, 37)。 
335 本議論はタイ語では 1995年に発表されたが、その概念は再度英語で 1996年にアネ
ーク自身の手で発表されている(Anek Laothamatas 1995; 1996)。 
336 Anek Laothamatas 1996, 221. 
337 Anek Laothamatas 1996. 
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表 6.1 1992年民主化からタックシン政権誕生までの農民による主な抗議活動 

93/2/22  西部のプラチュワップ・キーリー・カンの県のパイナップル栽培農民約 1000

人が、政府に価格下落の対策を要求して道路を封鎖 

93/4/7  西部のスファン・ブリ県の農民 500 人が、籾米の販売価格保証、農業・農業
協同組合銀行(BAAC)の貸出金利引き下げなどを要求して、県庁前で集会 

93/5/7  北部のカム・ペーン・ペット県の農民、籾米の価格下落に対し政府に抗議行

動。警察の取り締まりにより農民一人が死亡 

93/5/13  タイ国民党議員の先導で中部タイの農民 2500人が旧国会前広場に終結し、米
価下落の抗議集会を開く。その結果、政府は乾季作米をトン当たり 2560-2760

バーツで買い上げることに合意 

93/11/3  東北タイ小農会議の抗議行動(6000人がナコーン・ラッチャシーマ-県のパク
チョン地域で抗議)に対し、政府は農産物価格問題などの 3委員会設置に合意 

94/2/14  東北タイ農民の 2 週間の抗議活動の結果、東北タイ小農会議代表バムルン・
カヨタとニポン・プロムファン農相が 5 日間の会談を行い、農産物価格下落
やダム建設に伴う補償問題など 9項目に合意 

95/2/2 東北タイ小農会議代表バムルン・カヨタ、農業・農業協同組合銀行(BAAC)へ
の負債の返済減免などを要求しプラチュアップ・チャイヤサーン農相と会談 

95/12/1

5 

貧民フォーラムが結成にあわせて、東南アジア諸国連合(ASEAN)サミットへ

の 300人規模の抗議行進を実施 

96/3/25 

-4/22  

貧民フォーラムが中心となり首相府前でダム建設について 3 週間抗議、バン
ハーン首相から合意取り付け 

96/8/13 貧民フォーラム 500 人がタマサート大学から首相府までバンハーン政権意 4

月の約束の履行を要求してデモ行進 

96/10/1 貧民フォーラムがバンハーン政府に 4月の約束の履行を要求してデモ 

97/1/26 

-5/2   

貧民フォーラム 5000人余が土地問題、農産物価格の下落、家屋の不足に関し
抗議、99日間首相府前で座り込み。チャワリットが問題解決を約束 

99/2/4  タイ農民会議338が主催し、東北部農民 1 万人が政府系金融への債務・利子支

払い延期を求めて王宮前広場に集まり、政府に陳情 

99/10/1

9

東北部のキャッサバ栽培農民 1万 5000人、首相官邸前で抗議行動。27日に警
察犬で農民が 14人負傷し政治問題化。政府による価格保証で 11月 23日合意

                                                        
338 東北タイ小農会議から分離独立した集団でアソーク・プランソンがリーダーを務め
る団体。 
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 が成立 

00/2/9  中央部のサトウキビ農民、買付価格引き上げを要求しバンコクへデモ。5 月
16日政府要求受け入れ、単価をトン当たり 100バーツ引き上げる 

00/4/5  米価引き上げを求めて、中部タイ農民 1000人が道路封鎖 

00/7/17  東北部ウボン・ラッチャタニ県のパークムーンダムに反対する住民 700 人の
内 200 人余りが首相府敷地内へ侵入、225 人逮捕される。26 日抗議住民、ハ

ンスト開始。8月 8日政府は貧民フォーラムの要求をほぼ受け入れ、座り込み
住民はハンストを中止 

[出典: Bangkok Post] 

 

しかしながら、地方に広がる農村部に住む人々は、本当に都市の人々の批判
するように政治、政策に関心がなかったのだろうか。少なくとも貿易の開放政策に焦点

をあててみる限り、タイの農民が決して無関心ではなかったことは明らかである。表
6.1 は、1992 年の民主化から 2001 年のタックシン政権誕生までに行われた農民による
主な抗議活動を、バンコク・ポストを参照してまとめた年表である。これを眺めると、

まずこの時代の農民の抗議活動が大きく二分されていたことがわかる。一つは自由市場
では農産物を生産しても利益を得られないという農産物価格の下落に対する抗議活動
であり、もう一つは土地や水、森林資源へのアクセスがダムや産業廃棄物処理場の設置、

政府の開発政策により侵害されることへの抗議活動である。どちらの抗議運動からも貿
易の開放が地方に及ぼした負の影響を垣間みることができる。 

貿易の開放による農産物価格の低下は、農民が抗議運動を起こす主要な原因

の一つであった339。実際、民主化後に政権を獲得した第一次チュワン政権は、就任まも
ない 1992年 10月 30日に、農家の不満を受けてコメやコーヒーなどの価格維持のため
に農業援助基金から 70 億バーツを拠出することを決定している。農産物価格に対する

農民の不満は、特に 1990年代末に農産物の国際価格が下落すると、爆発的に高まった。
コメ農家のみならず、キャッサバといった安い農産物を生産する東北部の農民までもが
首都まで大挙して押し寄せ、座り込む事態に発展し、2000 年 2 月にはバンコクで開催

された国連貿易開発会議の第 10 回会議に際してサトウキビ農家がバンコクへトラック
で侵入するという脅しまで行われたのである。 

1990年代に行われたもう一つのタイプの抗議運動も、遠因として貿易の開放

                                                        
339 1990年代以前からも、農産物価格の下落に対して農家が抗議するといった事例は存
在している(Baker 2005, 118)。 
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政策が挙げられる。なぜならば、貿易の開放により、都市や工業地域の経済成長し開発
が進められた結果もたらされた地方の被害に対する、地元住民の抗議であったからであ
る。タイ政府による開発政策は、国家全体としては利益をもたらしたが、時として人々

の生活を脅かすことにもなったのである。ダムの建設により土地や生活の糧を失った地
方住民による補償を要求する運動、産業廃棄物処理場による環境汚染を抗議する運動、
農民の土地権利回復運動は開発に対する抗議として一括りに捉えることが可能であり、

末廣はこのような運動を「地方住民や農民たちによる「自分たちの生活の権利を守る闘
い」と総称している340。 

農村部の人々が、自らの生活に身近でない政策に対してどれほど積極的な働

きかけをしたかはわからない。そして、彼らが農産物価格の低下による被害や開発に寄
る環境資源へのアクセス被害を政府が貿易開放政策を推進した結果として認識してい
たかも疑わしい。しかしながら、少なくとも一連の抗議活動をみる限り、貿易の開放に

より生活環境に被害を受けたことに対して、ダムや農産物など個別的な形ではあるが、
地方農民が積極的に抗議活動を行っていたことが把握できる。地方の人々は、政治に決
して無関心でも消極的でもなかったのである。 

 

第 3節 国内社会の対応に見られる政府の変化 

 

(1) 東北部の影響力の拡大と 1996年総選挙 

 

地方の貧しい農村部の声がタイ政治に反映されるようになったのは、2001年

にタックシン政権が誕生するようになってからであるというのが、タイ政治の一般的解
釈である。だが、変化の兆しはそれ以前にも存在した。1992 年 9 月の総選挙に続いて
行われた 1995 年総選挙において首相となった国民党のバンハーン・シラパアーチャー

は、地元の西部のスパン・ブリー県だけでなく、地方全体への投資に積極的であった。
バンハーンは首相就任から一年余りで辞任に追い込まれたが、辞任前の最後の閣議で、
道路や建設、学校や大学、空港、桟橋、水道の設置など、350 億バーツ相当の 60 件の

建設プロジェクトを承認している341。そして、地方を重視する政府の姿勢は 1996 年総
選挙を受けて誕生したチャワリット・ヨンチャイユット政権でより顕在化した。 

地方のなかでも 1990年代後半に向かって、際立って存在感を高めたのは、タ

                                                        
340 末廣 2009, 77. 
341 パースック・ポンパイチット, ベーカー 2006, 557. 
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イにおいても最も貧しい東北部であった。もともと共産党勢力が最後まで潜伏した地域
でもあり、かつ自作農が多く、農村内に地主と小作人といった貧富の格差が広まらなか
ったため342、東北部には地元農民が協力関係を結びやすい土壌があった。1990 年代前

半、東北では農民の組織化が進んだ。その中でも重要なものが、1992 年 3 月に東北タ
イ民間開発団体連絡組織の支援を受けて設立された東北タイ小農会議である343。東北小
農会議は農業経済において東北地域に住む小規模農業従事者の地位を向上させること

を目的に、負債救済策や農業支援といった政策的働きかけを政府に要求した344。その他
の地方では農民の組織化が進まず単発的な抗議活動に留まったのに対して、東北タイ小
農会議の設立は、東北部の農民が政府と組織的な交渉を行うことを可能とした。1993

年 11 月に政府は東北タイ小農会議の抗議に対して、農産物価格などを扱う三つの委員
会を設置し交渉の窓口を作ることに合意し、以降、東北タイ小農会議はたびたび農相と
の間で直接交渉できるようになった。東北部では、1994 年に入ると環境問題を中心に

扱う北部タイ農民ネットワークが設立され、さらに東北タイ小農会議の一部と北部農民
ネットワークがなだれ込む形で345、1995年 12月貧民フォーラムという組織が設立され
た346。貧民フォーラムはダム問題を中心に抗議活動を展開していった。後述するとおり、

1990 年代半ば以降東北タイ小農会議は政党に協力することで政治に働きかける方向に
舵を切った。これに対して、貧民フォーラムは国会に参加するというよりも国会の外で
の抗議活動を継続・拡大することで、バンハーン政権、チャワリット政権、そして第二

次チュワン政権との間に交渉の場を設け、譲歩を得ることに成功した347。それ以前は大
規模な抗議といえばバンコクまでデモ行進するといった程度のものであったが、バンコ
クで長期間座り込みの抗議を行うといった形態に変化したのがこの時期である。テント

を張り長期間数千もの人々がバンコクに長期間泊まり込むにはそれ相応の費用と組織

                                                        
342 コメ栽培が盛んなチャオプラヤー・デルタ南部では、土地の所有権を失い小作農に
転落する人々が多かった一方、東北部はその貧しさ故に地主と小作農の関係も発展せず、
結果として貧しい自作農による家族農場が均一に広がった。 
343 Somchai Phatharathananunth 2006, 71. 
344 Missingham 2003, 36. 
345 東北タイ小農会議のリーダーであったバムルン・カヨタは、1995年 10月に東北タ
イ小農会議のリーダーを辞任し、貧民フォーラムに移動後、再びリーダーとして活動し
た。バムルンが移動した理由としては、東北タイ小農会議内部のスキャンダルを含む内
部紛争が指摘される(Missingham 2003, 37)。 
346 1995年 12月 15日貧民フォーラムのメンバー約 300人が、設立を記念して ASEAN
サミット会場に抗議の行進を行っている(Bangkok Post December 16, 1995)。 
347 ことにチャワリット政権に対して貧民フォーラムが主導して 1997年 1月から行った
首相府前で 3ヶ月にわたる抗議活動は多くの譲歩を引き出したことで知られる(Baker 
2000, 21-22; Somchai Phatharathananunth 2006, 158-162)。 
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化が必要である。東北部農民を中心とする不満勢力の結束力がいかに高まっていたかが
ここから窺い知ることができる。こうして 1990 年代後半に入ると農民の抗議が新聞の
一面を飾るようになり、政府は彼らの実力行使を無視できなくなった。1996 年 4 月に

バンハーン政権、1997年 5月にチャワリット政権、そして 2000年 8月に第二次チュワ
ン政権は東北農民のバンコクでの座り込み抗議に屈して、要求を受け入れている348。東
北部、北部を中心に貧民フォーラムのメンバーは広がり、その数は 1997 年には推定

180,500 人に膨れあがった349。東北部農民は農村におけるボイコットといった消極的な
抗議という枠では捉えきれない350、実力行使型の圧力団体へと成長していった。 

このような東北部に広がる農村の組織化は、彼らの選挙行動にも変化をもた

らした。もともとタイ東北部は人口が多く、議席の約 35%を選出する大票田である。し
かしながら、1992 年 9 月、1995 年の総選挙においては、東北部はその政治的影響力を
行使することはできなかった。その理由は、投票先が分散していたことによる。票の分

散は南部を除き、全国的にも共通する傾向であった。一つの理由として考えられるのは、
民主化直後の政治においては、政党の力が弱く、政党を選択するというよりも議員を選
択するという意味合いで投票を捉えていた人が多かったということである。1990 年代

のタイ政治では個人単位の派閥が影響力を持っており351、地方では選挙活動は候補者を

                                                        
348貧民フォーラムの大規模抗議活動の詳細は以下の通りである。バンハーン政権で行わ
れた抗議は、ポンクンペットダムの土地問題に対する抗議であり、1996年 3月 25日か
ら 4月 22日まで行われた。国会前に集合した人数は正確にはわからないが、交渉妥結
に伴い政府が農民を地元に返すために用意した 110台のバスには 7000人が乗ったとバ
ンコク・ポストで報道されている(Bangkok Post April 23, 1996)。次に、チャワリット政
権では、土地問題や農産物価格の下落、家屋の不足への対応が要求事項に掲げられ、首
相府前で 99日間の抗議活動が行われ、その人数は 5000人を超えた(Bangkok Post January 
27, 1997; May 3, 1997)。最後に、第二次チュワン政権で行われた抗議は首相府へ不法侵
入したために逮捕者が 200人を超えるというかなり好戦的なものとなった。規模として
は 1000人弱であったがハンストを行うものも続出し政治問題化したことで、チュワン
は要求を受け入れざるを得なくなった(Bangkok Post August 9, 2000)。なお、貧民フォー
ラムの主催ではないが、1999年 2月４日にも東北農民 1万人が負債の繰り延べを要求
して王宮前広場に集まり陳情している(Bangkok Post February 5, 1999)。 
349 Missingham 2003, 49. 
350 農民は積極的な政治参加を行いにくい存在として捉えられることが多く、たとえ抵
抗するとしてもそれはボイコットといった消極的な抵抗に留まると考えられてきた 
(Scott 1985; Tria Kerkvilet 2009)。実際、タイにおいても、19世紀後半のチャクリー改革
により、農民は自由民の身分こそ得たものの、社会的・経済的圧迫を被らない限り彼ら
は統制可能であると政府に認識されていたため、この改革において政府が農民の生活水
準の改善に乗り出すことはなかった(タック・チャルームティアロン 1989, 19)。 
351 Ockey 1994, 201. 
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中心に行われており、政党の果たす役割はほとんどないという状況が一般的であった352。
このことは、議員の政党間移動が頻繁に行われていたことからも確認できよう。例えば、
中央部のロップ・ブリー県から選出されていたニポン・タラプーム下院議員は、1992

年は民主党、1995 年は指導党、1996 年は再度民主党に所属を変更しながら選挙に勝ち
続けている。毎回選挙で所属政党を変更するのがどこまで一般的であったか別として、
タイでは相当数の議員が政党間移動を経験している。その結果、タイでは、ある議員が

当選するための選挙区内での調整は効いていたものの、選挙区間の調整はままならなか
ったため、多くの政党が乱立し統合は進まなかったのである353。 

しかし、1996年総選挙でこの流れに変化が生じた。第一党が占める議席割合

は 1992年 9月総選挙では約 22%(民主党)、1995年総選挙では約 23％(国民党)であった
が、1996 年総選挙では約 32%(新希望党)に跳ね上がったのである。この主たる要因は、
1996 年総選挙で、東北タイ小農会議が新希望党への支持を表明したことから、東北部

の票は新希望党に集中したことにあるだろう354。図 6.5は選挙区選出議員の地方別所属
政党の分布を示した図である355。この図を眺めると 1995 年の総選挙までは、4 から 5

の政党に東北部の議席が分散していたにもかかわらず、1996 年総選挙では半分以上の

議席がチャワリット率いる新希望党に集まったことがわかる。このような投票行動の変
化は、政権にも影響を与えた。与党第一党議員の選出地域の分布を見ると、チャワリッ
ト政権までは東北部出身議員が政権に与えた影響は、潜在的影響力の大きさに比べて限

定的であったが、チャワリット政権では新希望党議席の 6割強を東北部出身議員が占め
たことから、東北部の影響が強まったことが把握できる(図 6.6 参照)。投票における東
北部の組織行動の発達が政権への影響力も変えたのである。 

 

 

                                                        
352 Nelson 1998, 183. 
353 Hicken 2009, 182. 
354 Baker 2000, 15. 
355 中・小選挙区選出議員を対象としており、このデータには 2001年以降に行われた比
例代表制のもとで選出された比例区選出議員は含まれていない。 
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[出典: Office of the Election Commission of Thailand] 
 

国民の三分の一強が住む東北部の結束が高まるにつれて、東北部の支持を得
ることが政治家に重要視されるようになったことは、1996 年総選挙においてチャワリ
ットが展開した選挙活動からも窺い知ることができる。チャワリットの勝利をバンハー

ンと同じように従来型の土地に根ざした議員ベースの買票を始めとする利益誘導が行
われた結果と評価することは適当ではない。なぜなら、チャワリットは、もともとバン
コク近郊のノンタブリー県の出身であり、退役軍人や退役官僚を支持母体としており、

東北部は縁もゆかりもない土地であったからである。親の代から築き上げてきた西部を
地盤とした従来型の集票の結果として政権を獲得したバンハーンに対して、田舎を持っ
ていなかったチャワリットは議席拡大のために、むしろ大票田である東北部に目を付け、

支持を獲得しようと、陸軍時代に手がけた東北緑化計画(イサーン・キアオ・プロジェ
クト: 1987−1992年)を手がかりに、戦略的にわざわざ自らを最も貧しい地域の「東北タ
イの子」として位置づけ直した356。チャワリットは 1996年 6月 25日に新希望党議員と

国民党反主流派などが東北タイ議員同盟を形成することを支持しており、このようなチ

                                                        
356 パースック・ポンパイチット, ベーカー 2006, 559. 
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ャワリットによる東北部への支持表明が選挙の勝利につながった。地域の特殊利益では
なく、貧困層を対象に全国的な政策をまとめあげて公約に掲げ、支持調達を働きかける
ような行動は、2001 年下院選挙におけるタックシンの選挙活動まで待たなくてはなら

ない。だが、東北部が政治的影響力をこの時代徐々に強め、それとともに政権を狙う政
党にとって、選挙で彼らの支持を獲得することの重要性が増していたことがここから把
握できる。 

 

(2) 1997年通貨危機、足るを知る経済、タックシンの選挙公約 

 

 民主化以降タイでは、ダム被害や農産物価格被害といった形で個別に抗議は
生じていたものの、全体としては、1994 年以降雇用率も緩やかに回復していたため、
貿易の開放政策そのものへの批判は集まりにくかった。だがこの状況は 1997 年の通貨

危機で一変した。1997年から 1998年までの僅か一年でタイは GDPの 10％を失い、バ
ーツは暴落、証券市場も下落したのである。この通貨危機を受け、チャワリット政権は
就任から僅か 11ヶ月で政権辞任に追い込まれ、代わりに 1996年総選挙で第二党であっ

た民主党が政権を握ることとなった。1992 年の民主化により政権を握ったチュワンが
再び首相に就任し、IMFの財政援助を受け入れ、IMFの指導のもとタイは緊縮財政を展
開することとなったのである。IMFは緊縮財政、地方分権をはじめとする多くの政策実

現をコンディショナリティとしてタイに要求したが、実のところ貿易政策についてのさ
らなる改革要求はなかった357。既にタイは十分に貿易自由化を遂げていたからである。
しかしながら、倒産企業が相次ぎ失業率が落ち込む中で、そもそも 1980 年代後半に輸

入保護を低下させ、貿易・対内直接投資を自由化させ対外投資に依存することで経済を
発展させたことが、金融危機の被害の増大を招いたのではないかという批判が国内で沸
き起こった。 

 貿易の開放に対する懸念は、この時期のタイ国王の発言からも読み取ること
ができる。1997年 12月の国王誕生日に際して行われた演説において、国王は次のよう
に演説している: 

 

多くの事業が行われ、沢山の工場が建てられた結果、タイは小さな虎
に、そして最終的には大きな虎になるだろうと近年考えられてきた。

国民は虎になることに固執してきたのである。だが実は、私はこのよ

                                                        
357 Lane et al. 1999, 73. 
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うな意見に対して、虎になることは大切ではない、大切なことは経済
的自立を確保することであると、これまで話してきた。自立経済とは
各家族が自らの衣食を生産しなくてはいけないということを言ってい

るわけではない。それはいきすぎているが、だが、村単位、県単位で
は自立経済がある程度成立しなくてはならないのである。余剰生産物
を売ることは構わないが同じ地域内に売られるべきであり、そうすれ

ば輸送費が最小限に抑えられるのである。このような考えを時代遅れ
だと批判する著名な経済学者もいるだろう。「自立経済」を洗練されて
いないとして、「貿易経済」と呼ばれる物の交換による経済こそ、私た

ちが追求するべきなのであると議論する者もいるに違いない。しかし
ながら、タイは自立経済型の生産により恩恵を受けてきた国なのであ
る。(…)自立経済が実践されている限り、私たちは生き延びることが

できるし、苦しまずに済む。(…)もし 100％でなくても 50％、いやも
しかしたら 25％でも自立経済型の経済に戻すことができれば、経済は
持ちこたえることができるであろう358。 

  

1997年 12月の国王誕生日に際する演説で、国王はこのように自立経済を明確
に貿易経済に対置する形で議論しており、自立経済を支持することで、暗に貿

易経済を批判したのである。そして、この姿勢は翌年の誕生日に際する国王演
説においても確認することができる。国王は 1998年 12月の誕生日の演説にお
いて、さらに前年の国王発言が誤解をよんでいると指摘し、次のように言及し

ている: 

 

自立経済、そして 25％でも適用することができればという意味合いは、

自立経済型の地域を 25％確保するということではなく、25％の自立経
済度を確保するということである。(…)自立経済とは人々が他人から
物を購入することなく必要な物品を自ら生産できるということ、即ち、

人々が完全に自活できるということを意味する359。 

 

この国王の支持するセータキット・ポーピアン(自立経済)という概念は、「足るを知る

                                                        
358 The Golden Jubilee Networkホームページから入手した演説文の翻訳である。 
359 The Golden Jubilee Networkホームページから入手した演説文の翻訳である。 



 

 118 

経済」という日本語に翻訳され一般に知られているが360、国王がこの「足るを知る経済」
概念を貿易の開放を批判する概念として用いていたことは明らかである。国王の唱導す
る「足るを知る経済」がどれほど実現可能な政策であるとタイ国内で受けとめられてい

たかは微妙である。しかしながら、国内社会の声を反映する国王の発言は、通貨危機を
受けて、国内で貿易経済に対する不満がいかに高まっていたかを示唆している。 

この「足るを知る経済」概念は、その後 2001年に政権を獲得したタックシン

の経済運営方針を批判する哲学として、王党派からたびたび指摘されることとなる361。
しかしながら、実のところタックシンも 2001年の総選挙において IMFの進める貿易市
場経済を批判しており、政権獲得後に発表した 2002 年に発表された第 9 次国家計画に

おいても「足るを知る経済」を国家の開発、経営哲学として位置づけている362。少なく
とも 2001 年総選挙においては、IMF の指導のもとに市場主義経済、緊縮財政を展開し
た民主党に勝つため、反 IMF 姿勢、ナショナリスティックな立場をタックシンは明確

に示していたのである。タックシンは選挙期間中、国家とその資産が外国に飲み込まれ
ることを防ぐと発言している363。それだけでなく、そもそもタックシンは民主主義運動
の立役者となったチャムロンから仏法の力党の党首の座を引き継ぐ形で政界に参入し

ており、自立経済を目指すサンティアソークとも近い関係にあった。なるほどタックシ
ンはビジネスマン出身であり、1990 年代初めに運輸インフラで事業拡大し、政府が認
可する四つのテレコミュニケーション事業権を獲得し富を得た人物である。彼の経歴か

らわかるとおり、タックシンの支持者はもともとバンコクの実業家、学者、活動家、テ
クノクラートであり、どちらかといえば貿易を開放することで利益を得た人々であった。
しかしながら、1997 年の通貨危機はバンコクの実業家にも大打撃を与えており、特に

中小の企業家への被害は大きかった。実際バンコクから幅広い支持を集めるため、タッ
クシンは、1997年の通貨危機を受けて、不良債権処理の救済策を 2001年の選挙公約で
提示している。IMF、ひいては民主党の経済対応を批判することが、2001年総選挙では

都市から支持を獲得することにもつながったのである。 

通貨危機への被害は、輸出経済に依存していた地域のみならず、輸出作物の
生産に遅れをとっていた東北部の農村においても広がっていた。農業生産物の価格が値

崩れしただけでなく、出稼ぎ労働者が職を失い村に戻ってきたからである364。加えて、

                                                        
360 在京タイ王国大使館ホームページの訳語を使用している。 
361 Hewison 2007, 244. 
362 Office of the National Economic and Social Development Board, Thailand (NESDB) 2002.  
363 Hicken 2008, 217. 
364 パースック・ポンパイチット, ベーカー 2006, 573-574. 
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チャワリットに代わって政権の座についたチュワンはダム補償を巡ってチャワリット
政権との間で定められていた合意を反故にした365。通貨危機の被害を受け、そしてチュ
ワン首相の冷淡な対応を受けて、民主化以後、徐々に地域的結束を深めていた東北部は、

1999 年ついに不満を爆発させ、バンコクに押しかけ抗議運動を行った。1999 年 2 月に
東北部農民 1 万人が政府系金融への債務・利子支払いの延期を求め陳情366、同年 10 月
には 4,000人以上のキャッサバ栽培農民が首相官邸前に集まり価格保証を求めて抗議367、

2000年には東北部のダム問題を巡り、貧民フォーラムが中心となって 1,000人余りの住
民が首相府でハンストを行った368。バンコクから遠く、経済的にも貧しかった東北部の
人々がバンコクまで大挙して押しかけたびたび抗議活動を行うことができたというこ

とは、その組織力の強さを示唆する。2001 年総選挙が近づくにつれて、タックシンは
地方の貧困層、ことに東北部の抗議活動を目の当たりにし、彼らから支持を調達するこ
とを積極的に試みるようになった369。こうしてタックシンはもともと北部のチェンマイ

出身であることをアピールするだけではなく、貧しい農村の環境改善に向けた全国的な
政策を 2001年の下院選挙戦で、彼の政党タイラックタイ(TRT)党の政党政策綱領として
掲げたのである。この政党政策綱領で示された農村開発プログラムは、単なるスローガ

ンではなく、1970 年代の元活動家を募り作成したもので、貧困に苦しむ農民にとって
実質的な利益をもたらすものであった370。具体的には、農民への 3年間の債務返済猶予、
全国 7万余りの村落にそれぞれ 100万バーツの開発基金を設立、病院への通院治療費を

一回当たり定額 30 バーツに抑える医療補助政策、一村一製品運動(One Tambon One 

                                                        
365 Baker 2000, 24-25; パースック・ポンパイチット, ベーカー 2006, 575. 
366 Bangkok Post February 5, 1999. 
367 このキャッサバ農家のうち 14人が警察犬に噛まれたことが社会問題化し、最終的に
政府がキャッサバの価格引き上げを認めることで解決した(Bangkok Post October 20, 
1999; October 28, 1999; November 24, 1999)。 
368 この抗議は 2000年 5月半ばに始まったが、7月に抗議集団の一部が首相府に不法侵
入し 225人の逮捕者がでたことで抗議活動は過激化し、7月末からハンストする者があ
らわれた。最終的には政府が要求を受け入れる形で 8月 8日に決着がついている
(Bangkok Post May 17, 2000; July 18, 2000; July 28, 2000; August 9, 2000)。 
369 2001年 1月 6日に選挙で勝利したタックシンは 1月 10日には首相府の前で抗議し
ていた村民と昼食をとっている(Narut Wasinpiyamongkhon 2013, 217)。但し、地方の貧困
層から支持を獲得しようとする行動はその後も続いたが、彼らの組織と良好な関係が続
いたわけではなく、例えば貧民フォーラムとの距離は広がり、パークムーンダムを巡る
対立に見られるように、関係は悪化した (Narut Wasinpiyamongkhon 2013, 157-158)。 
370 選挙に際して、公約を明確な形で掲げたのはタックシンが初めてであった(Pasuk 
Phongpaichit and Baker 2001; Thitinan Pongsudhirak 2009, 34)。そして、この公約の作成に
あたっては、東北タイ農村を基盤に活動していた活動家も関わったと言われている
(Narut Wasinpiyamongkhon 2013, 157-158)。 
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Product)の奨励といった地場産業の育成、無担保・自己補償システムの人民銀行の設立
などがあげられる。どれも市場主義経済、緊縮財政を基本方針に掲げる IMF の政策と
は相容れないものであった。マッカルゴは、タックシンが示したこれらの政策が、第二

次チュワン政権が農民や貧困層に無関心であるというレッテルが貼られていたことも
あり、地方からの支持を調達するのに特に効果的であったと指摘している371。実際、こ
の公約の設定がタックシンの勝利に大きく貢献したことは、その他多くの研究者も賛同

するところである372。 

このように 2001 年の総選挙は 1992 年に民主化して以来、初めて経済政策が
正面から議論される選挙となった。国外圧力から貿易開放や緊縮財政といった市場主義

政策を推進する民主党に対して、タックシンは民主党への不満層の支持を獲得すること
で選挙を戦った。通貨危機後にタックシンが結党した TRT 党が「タイ人はタイを愛し
ている」という極めて、ナショナリスティックな感情に訴える名称であったことも、そ

の現れである。国王が通貨危機を受けて、「足るを知る経済」というスローガンを掲げ
たことからわかるように、1997 年の通貨危機以降、従来の政府による輸出促進型の経
済運営への不満は国内で強まっていた。このような自由貿易への不信感の高まりと、

2001 年総選挙におけるタックシンの勝利は無関係でなく、通貨危機により被害を受け
た人々からの支持調達が、2001 年総選挙の行方を決定づける一要因となったことは間
違いない。 

 

(3) タックシンのデュアルトラック政策 

 

2001年総選挙は、タイの民主主義の歴史を揺るがす選挙となった。タイ史上
初めて議会の過半数近くの議席を一政党が獲得することに成功したからである。タック
シン率いる TRT党は民主党の牙城である南部を除き全国で支持を集め、500議席中 248

議席を獲得した。1996 年総選挙で第一党となった新希望党の議席が 393 議席中 123 議
席であったことに鑑みれば、TRT党がほぼ過半数議席を獲得したことが歴史を揺るがす
事態であったことは明らかであり、国内外に驚きを与えた。もちろんタックシンの圧勝

が豊富な資金力に物をいわせた買票や、あるいは小政党の乱立を防ぐために改訂された
選挙制度に助けられていた部分があることは否定できない373。しかしながら、民主党の

                                                        
371 McCargo 2002, 116. 
372 Baker 2005; Croissant and Pojar 2005; Somchai Phatharathananunth 2008; Suchit 
Bunbongkarn 2009; 末廣 2009; 玉田 2003; Thitinan Pongsudhirak 2009; Walker 2008. 
373 通貨危機による被害を受けて企業献金が減り選挙運動において困難な立場に立たさ
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経済運営に対する不満、そして具体的な対抗策を公約として提示したタックシンに対す
る国民の期待が選挙結果に影響を与えていたことは、政権獲得後タックシンが公約を反
古にすることなく、次々と実行したことからも読み取ることができる374。 

タックシンは 2001年 2月に首相に就任すると、速やかに公約通り、2001年 4

月 1 日には農民負債返済を 3 年間猶予するプログラムを農業協同組合銀行の負債残高
10万バーツ以下のケースを対象に実施し375、さらに同年 6月 18日には負債返済猶予に

該当した農民を対象にまず 6 県で農民回復プログラムを開始させた376。また、2001 年
総選挙で目玉政策として掲げられた、すべての国民が一回 30 バーツという廉価で病院
診療をしてもらえるようにするという 30 バーツ医療制度についても、保健大臣に速や

かに実行するように指示し377、2001年 4月にまず 6県で導入され378、同年 6月に 15県
で追加実施され379、さらに同年 10月にはバンコクの一部を除くタイ全土に適用され380、
最終的には 2002 年 4 月 1 日に全ての地域での実施に至った381382。その他にも、地場産

                                                        
れた民主党をはじめとする他党に比べて、TRT党は豊富な資金を元手に、買票、議員の
買収を行うことができたことが、2001年の TRT党勝利に影響を及ぼしたことはここで
触れておかなければならない。実際に、2001年の総選挙でタックシンは議席の調達に
あたって、現金を提供することで党員を増やすという方法だけでなく、既に地盤を持つ
候補者を多額の報酬を約束することで引き抜く戦略を用いていたことが指摘されてい
る(玉田 2003, 290-291)。通貨危機によって被害をほとんど受けなかったタックシンの一
族会社シン・コーポレーションが、こうした資金力を用いた選挙戦術を支援したことは
事実である。そして、TRT党が空前の勝利をおさめたもう一つの要因として、1997年
の憲法改正により中選挙区制度が小選挙区比例代表並立制に変更されたことも挙げな
くてはならない。1997年憲法改正に伴う選挙制度の改正は、小規模政党が乱立してい
た 1997年以前の政治状況に対し、政党の数を減らし各政党の規模を拡大させることで、
多党連立による政権の不安定性を克服することを目的としていた(Albritton and 
Thawilwadee Bureekul 2008, 27; Hicken 2002, 170; Siripan Nogsuan Sawasdee 2006, 45-46)。
このような選挙制度改革が第一党の規模をより大きくする方向で貢献したといえる。 
374 Sripan Rattikalchalakorn 2009. 
375 Bangkok Post April 2, 2001; April 8, 2001.  
376 Bangkok Post June 19, 2001. 
377 Sanguan Nitayarumphong 2006, 94. 
378 Bangkok Post April 1, 2001. 
379 Bangkok Post June 2, 2001. 
380 Bangkok Post October 2, 2001. 
381 Bangkok Post April 1, 2002. 
382 非組織労働者である農民など、多くの貧困層が公的医療保障に適応されていないこ
とは、タックシンが政権を獲得する以前から、専門家や官僚の間で議論になってはいた。
1997年憲法の 52条で人は標準的な保険サービスを平等に受ける権利を持ち、貧困者は
無料で国の保険施設で医療を受ける権利があることが定めらたことは、その現れである。
しかし、タックシン政権に入る前に、この問題について議会で具体的に議論された形跡
はなく、こういった貧困層が医療福祉を受ける道筋は立っていなかった(Siriwan 
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業を育成するため、全国 7 万余りの村落にそれぞれ 100 万バーツの開発基金を設立し、
一村一製品運動の奨励といった政策が展開された。そして、タックシンは 2005 年総選
挙で、これらの業績をアピールするとともに、「修復の四年、再建の四年」という新た

なスローガンを掲げ、貧困撲滅、教育システムの改革、小規模農業従事者への財政援助、
2001年に導入された 30バーツ保険の延長、低所得者向けの新たな公共住宅プロジェク
ト、高齢者と子供への公的介護制度の改善、交通環境問題の改善のためバンコクでのイ

ンフラプロジェクトの支援、公的機関の改革、汚職との闘い、南部の不安定状況の安定
化という 10 項目を提示した383。国民がアカウンタビリティーを要求しているという自
覚がタックシンになければ、タックシンが 2001年の選挙後なぜ公約を実現し、2005年

総選挙でなぜ公約を実現させた業績のアピールを行い、さらなる公約を掲げたかは説明
がつかない。したがってここからタックシンが、国民が少なからず政策判断に基づき投
票すると考えていたことが把握できる。 

2005年総選挙でタックシンが示した公約を見ると、タックシンがいかに貧困
層の支持を重視していたかがわかる。先に挙げた TRT党の公約 10項目の内、後半の 4

項目は都市の知識層を意識したものだが、残り 6項目は農村、工業地域や都市部に広が

る貧困層の利益を意識した政策であった。具体的には例えば、50 万件の低賃金家屋を
貧困層のために建てること、「一地方一奨学金」制度を小・中・高校生用に立ち上げる
こと、20 万人を超える政府の労働者の地位を非正規雇用者から正社員へと変更させる

ことを約束しており384、貧困層への支援の拡充案が具体的に示されていたことが把握で
きる。タックシン政権はポピュリスト政権と称されるように385、国民の過半数を占める
貧困層に向けた支援を重視し、これまでの政権とは違い、積極的な財政政策を展開した。

このようにタックシンが貧困対策に熱心であったことは、2001 年に行われた彼の演説
からも読み取ることができる。 

 

より豊かな社会を追求するための優先順位はピラミッドの土台を強
化すること、すなわち草の根レベルの国家の農民を強化することで
ある。国家の農民が貧困の中にある限りタイが持続可能な経済成長

をできる道はない386。 

                                                        
Pitayarangsarit 2010, 28)。 
383 Croissant and Pojar 2005. 
384 Sripan Rattikalchalakorn 2009, 7. 
385 Connors and Hewison 2008, 6; Suehiro 2014. 
386 Thaksin Shinawatra 2001, 3. 
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2001年から 2006年のタックシン政権では、実際、社会開発部門の政府支出が約 4億バ
ーツからほぼ 1.5倍の 6億バーツ近くまで増額した387。そして、バンコク首都圏と地方

との格差は、1981 年以降拡大する一方であったが、2001 年を境に格差が縮小する方向
に転じた(図 6.7 参照)。タックシン政権が展開した積極財政は貧困対策に一定の効果を
与えたのである。 

 

 

[出典 NESDB] 

 

                                                        
387 社会開発部門には、社会保護、教育、公衆衛生、環境保護、住居及び共同体設備、
レクリエーション、文化、宗教部門が含まれる。なおこれらの数値は、Bureau of the Budget
が発行する Thailand’s Budget in Briefのデータによる。 
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図6.7　バンコク首都圏との経済格差 
(首都圏の一人当たり名目GRPを1とした場合の比較） 

東北部 北部 南部 西部 
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表 6.2 タイにおける二国間協定、ASEAN加盟国としての協定(2014年 12月時点) 

二国間協定 

インド 2004年 9月 1日アーリーハーベスト開始 

ペルー 2003年 10月 17日枠組み協定締結。2005年 11月アーリーハーベスト議

定書に署名 

オーストラリア 2005年 1月 1日発効 

ニュージーランド 2005年 7月 1日発効 

日本 2005年 9月基本合意。2007年 4月署名。2007年 11月 1日発効 

アメリカ 2004年 6月交渉開始。2006年軍事クーデター以降事実上中断 

バーレーン 2002年 12月枠組み協定締結。アーリーハーベスト未実施のまま中断 

チリ 2013年 10月に署名 

欧州自由貿易連合 2013年 10月交渉枠組みが国会承認。2014年クーデターで交渉中断 

ヨーロッパ連合 2012年 12月交渉枠組みを閣議承認。2014年クーデターで交渉中断 

ASEAN加盟国としての協定 

AFTA(ASEAN内 

自由貿易協定) 

AFTA形成のための共通効果特恵関税協定を 1993年に発効し関税引き下

げ開始。タイでは 2010年 1月 1日付で一部例外を除き実施 

中国 2003年 10月アーリーハーベスト開始。2009年 8月枠組み協定署名 

インド 2003 年 10 月に包括的経済協力枠組み協定を締結。アーリーハーベスト

は 2006年 1月から開始。タイは 2010年 1月 1日発効 

日本 2003年 10月包括的経済連携枠組みを締結。2005年 4月に交渉開始し、

2007年 11月に交渉妥結。タイは 2009年 6月 1日に発効 

韓国 2006年 5月タイ以外は包括的経済協力枠組み協定における物品貿易協定

に署名したが、タイは 2009年 2月に署名 

オーストラリア、 

ニュージーランド 

2005年 2月交渉開始。2008年交渉妥結。タイは 2010年 3月 12日に発効 

BIMSTEC(ベンガル

湾多分野技術強力イ

ニシアティブ) 

2004年 2月枠組み協定締結。現在なお交渉中 

ヨーロッパ連合 2009年から検討会議実施されたが、交渉は中断 

[出典: FTA Department of Trade Negotiations, Thailand; 日本貿易振興機構388] 

                                                        
388 タイ管轄庁のホームページにおいては、部分的に、交渉年月日及び交渉国において
抜けがみられるため、日本貿易振興機構による発表も参考に用いて本表は作成している。 
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このようなポピュリスティックで積極財政を展開することで貧困層から支持
を集める政権は、往々にして放漫財政に陥りがちである。しかし、2002 年に前倒しで

IMFへの返済を完済することに政綱したタックシンは、その後も好調な経済成長を維持
し、財政規模は絶対的には拡大したものの相対的には(GDP比では)規模が拡大すること
はなかった。なぜ貧困層への財政支出をこれほどまでに積極的に行いながらも、タック

シンは順調な経済運営を行うことができたのだろうか。その答えは、タックシンが、2001

年の総選挙以後、貿易経済に対する懐疑的姿勢を急速に弱めたことにある。自由主義経
済に対する反発から、保護貿易政策へと突き進んだ国は少なくない。例えば、アルゼン

チンでは、第二次世界大戦直後にファン・ペロン大統領が就任して以降、社会福祉部門
に大幅な財源が費やされ、工業部門も保護政策が展開され、自由市場経済を犠牲にする
ことで国民生活の安定化が図られた。だが、結局、このような放漫な財政政策は 2002

年アルゼンチンに経済破綻をきたらした。タックシンの斬新さは、貿易の自由化により
得た利益を政府が再分配するという形で、財政の健全さを保ったことにある。表 6.2に
示したとおり、タックシン政権は中国やオーストラリア、日本、アメリカといった多く

の国々と次々に自由貿易協定(FTA)交渉を行い389、それまでの政権よりも積極的に貿易
の開放を推進した。このような社会福祉の拡充や農村や中小企業の振興による地域活性
化政策と、輸出競争力を確保し貿易を積極的に進める政策を合わせたタックシンの経済

政策は、デュアルトラック政策と呼ばれる390。外資・輸出に依存しがちな経済に対する
反発から始まったタックシン政権であったが、結局、積極財政を展開することで、貿易
経済に対する国内社会の反発を慰撫するという方向性にタックシン政策は収斂してい

ったのである。タックシン率いる TRT 党は、こうして高成長率と貧困対策のもと支持
を拡大し、2005年総選挙では 500議席中 375議席を獲得した。 

但し、タックシンは貿易の自由化政策を積極的に展開したとはいっても、そ

れまでの政権よりも大幅に市場介入の手を強めていたことは指摘しておくべきであろ
う。タックシン政権は自由貿易を推し進める一方で、それまでの政権とは異なり、代表
的な輸出作物であるコメを中心に保護主義的な政策を展開した。タイでは 1986 年にラ

イス・プレミアム制度というコメの輸出を制限し国内価格を低価格に抑える制度が廃止

                                                        
389 タイは既に ASEANには 1967年 8月に加盟、1982年 11月には GATTに加盟(後継の
WTOにも 1995年 1月加盟)、1989年 11月にはアジア太平洋経済協力 (APEC)に加盟し
ている。だが、二国間 FTAがタイの国際経済政策の中核の一つとなったのは、タック
シン政権に入ってからのことである(Pajnapa Peamsilpakulchorn 2006, 79)。 
390 三重野, 布田 2010; 末廣 2003; 2009. 
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されて以降、基本的には農業貿易は政府の介入をほとんど受けずに行われてきたが、タ
ックシンはその方針を転換したのである。その代表例が、コメの担保融資制度の制度運
用に見られる変化である。担保融資制度とは、生産者が収穫した生産物を担保とするこ

とで公的な融資を受けられるシステムである。従来は、融資価格が市場価格よりも低く
設定され、申し込み可能な数量も限定されていたことからもわかるとおり、季節変動に
よる主要生産物の価格変動を抑制するための価格安定化策として運用されてきた制度

であった。だが、タックシンはコメの融資価格を市場価格よりも高く設定し対象とする
数量も拡大することで、価格支持策として用い、コメ農家を保護したのである。タック
シン政権期の政府によるコメの買入数量は、それ以前とは比較にならないほど増加して

おり、買入数量が 200万トン未満だった 1990年代後半に対して、2000年半ばには 800

万トンを超えている391。2001-2002年についてはコメの国際価格が急落したことに対す
る救済策と説明することもできるが、価格が回復してきた 2004 年に入っても買入数量

は少なくなっておらず、また融資価格も市場価格よりも高い水準にあったことに鑑みる
と、タックシンがこの政策をコメ農家の保護政策として用いていたことは間違いない。
他にも、タックシンは農村を自由貿易に適応させるためのさまざまな補助政策を行った。

例えば、ASEAN-中国間の FTA に際しては、中国からのニンニク流入により北部のニ
ンニク農家が打撃を受けたが、これに対してタックシン政府はジャガイモや他の生産物
への転換を促すためのニンニク生産制限プログラムを導入すると同時に、受け入れた農

家には 12,000 バーツの金銭的補償も行っている。さらに、タックシンは農村全体に対
する政策として、国際競争力のある産品を各村で開拓することを奨励する一村一品活動
や村落基金の開設など、自由貿易に農家が適応するための支援政策を実施した。1985

年以降市場開放が進む中で、10 年かけても 3 億バーツから 4 億バーツにしか増えなか
った農業生産高が 2001-2006年の僅か 5年で 7億バーツまで増加したのは392、貿易の開
放が農村の利益を損なわないためにタックシンが行ったこれらの保護政策の成果と理

解できる。このように、タイでは 2006 年まで一貫して貿易依存度は通貨危機の前後を
除き上昇し続けたが、その背後では、保護政策や地域振興政策、社会福祉政策が拡充さ
れており、それ以前の政権とは異なり国内の不満に対応した政治が行われていたのであ

る。 

 

 

                                                        
391 小林 2012, 197. 
392 NESDB発表データより。 



 

 127 

第４節 小括 

 

 タイにおける貿易の開放と民主化を俯瞰すると、ポーランドと同様にタイに

おいても、1990 年代選挙が繰り返し行われるなかで、貿易の開放政策に対する不満が
国内で強まっていった様子が観察できる。タイの場合は、貿易の開放が民主化に先行す
る形で行われたため、改革の導入にあたって国内社会で貿易政策について議論される機

会はあまりなかった。そして 1992 年の民主化にあたっても、選挙にあたり争点となっ
たのは、民主主義の代表制を巡る政治制度であり、貿易政策ではなかった。だがそうは
いっても都市を中心とする民主化の動きの背後では、貿易の開放による経済格差の拡大

や失業率の悪化を受けて、地方を中心に農産物価格の下落に対する抗議や、経済開発に
よる環境被害への抗議が次第に広まっていったのである。 

タイの地方農村においても、とりわけ貧しく、自由貿易から取り残された地

域は東北部であった。東北部の農民はバンコクから地理的にも情報的にも遠かったが、
しかしながら民主化以後、その経済発展から取り残された状況の深刻さゆえに、自作農
家の間で組織的な抗議活動を行う基盤整備が進んだ。彼らの組織的な働きかけが政治に

あらわれたのが、1996 年総選挙である。1996 年総選挙で勝利して政権を獲得したチャ
ワリット首相は都市近郊の出身であり、東北部の出身ではなかったが、自らを東北部と
結びつけることで、東北タイ小農会議から支持を獲得した。東北部は、1992 年、1995

年総選挙では投票政党が分散していたが、1996 年総選挙以降、投票行動における結束
を増した。1996 年以降、こうして東北部は国政選挙を左右する大票田として影響力を
持つようになったのである。東北部のこのような政治的影響力の拡大は、抗議活動の規

模の拡大という面からも確認できよう。 

1997年の通貨危機後初の総選挙となった 2001年総選挙は、貿易や財政を含む
自由主義経済政策が初めて選挙の争点となった。通貨危機を受けて国内で自由主義経済

政策に対し不満が高まったことは、国王の誕生日演説で取り上げられた「足るを知る経
済」議論からも垣間みることができる。IMFのコンディショナリティを実行する民主党
は、貧困層に冷淡であると批判され、タックシンは反 IMF 政策を掲げることで、貧困

層ばかりでなく通貨危機の被害を受けた都市の企業家・中間層からも幅広い支持を獲得
し、選挙で圧勝した。 

 このようにタイでは貿易の開放政策に対し、ポーランドと同じく自作農を中

心とした貧しい地方の農村の間で不満が高まり、彼らが政治への働きかけを強めた結果、
貧しい農村の支持、影響を色濃く受けた政権が誕生した。こうして誕生したタックシン
政権は国内社会の不満を受けて、緊縮財政から積極財政へと財政政策を転換させ、社会
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福祉政策を充実化し、政府の介入を増やした。これらの政策の結果、タイでは 1980 年
代後半以降広がり続けた都市と地方の経済格差が初めて縮まり、地方の生活が相対的に
も絶対的にも向上したのである。しかしながら、貿易政策に関しては、タックシンは自

由貿易に関しては消極的になるどころか、むしろ積極的に貿易の開放を推し進めた。な
ぜ貿易開放政策への不満層を支持基盤としたにもかかわらず、タックシンは貿易の開放
に消極的にならなかったのであろうか。なぜ、貿易の開放政策を積極的に進めたにもか

かわらず、その後もタックシンは地方を中心とする貧困層から絶対的支持を獲得し続け
ることができたのだろうか。このことを理解するためには、タックシン政権と対立軸を
なした民主党をはじめとする反タックシン派の政策選好及び政治行動を理解する必要

がある。 

 タックシン政権は 2006 年 9 月 19 日に軍事クーデターにより崩壊した。この
発端は 2004年から 2005年にかけて経済成長率が 6.3％から 4.6%とやや落ち込んだこと

による393。景気の後退は、ポーランドのようにさらなる国家の介入、財政拡大を求める
方向にはいかず、タイの場合、積極財政に対する負担に対する不満を都市中間層の間で
高めることになった。このバンコクを中心とした都市中間層の不満は、2006 年 1 月に

タックシンの一族会社であるシン・コーポレーションがシンガポールに売却にあたり節
税工作を行ったことが引き金となり爆発した。タックシンは議会を解散し総選挙を 4月
に行い選挙で再び勝った。だが、野党の呼びかけで白票が多く有効票が規定に達しない

選挙区が相次ぎ、国王の発言のもと憲法裁判所により選挙のやり直しが命じられた。だ
が反タックシン派として集まった勢力は、バンコクの中間層、王室に近いグループ、司
法部、軍部といった富裕層であり394、少数派であったためやり直し選挙でも勝つ見込み

を持つことができなかったことから、彼らは 9月ついに軍事クーデターにはしった。 

 クーデターを受けて返り咲いた反タックシン派は、民政移管するにあたって、
多数派である貧困層の支持を獲得する必要性に迫られた。ここで、タックシンを批判す

るにあたって持ち出したのが、国王の唱導する「足るを知る経済」である395。反タック
シン派が意図したことは二つ考えられる。一つは、社会福祉政策への「過度」な出費を
抑制することで、積極財政による負担の増加に不満を高めていた中間層、富裕層からの

要求を政策に反映することであり396、もう一つは、自由貿易に対して反発の強い地方か
ら支持を調達することである。タックシン政権は貧しい農民から圧倒的な支持を得てい

                                                        
393 WBの World Development Indicatorsの発表数値。 
394 Funston 2009, xv.  
395 Hewison 2007, 244; Thitinan Pongsudhirak 2008; The Nation February 28, 2007. 
396 Giles Ji Ungpakorn 2007, 8. 
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たが、彼の FTA政策はその例外であった。実際、タックシンが議会を解散した 2006年
1月には、彼の出身地であり、強固な支持基盤である筈のチェンマイで、タイとアメリ
カの FTA交渉に対する抗議デモが五日間にわたって行われ、8000人を超える人々がこ

の反対集会に参加していた397。したがって、「足るを知る経済」を掲げることは、自由
貿易に不満を持つ貧困層からの支持獲得につながると反タックシン派は期待したので
ある。 

 だが 2007年総選挙でも東北部・北部の一部に広がる貧しい農民層によるタッ
クシン支持が揺らぐことがなかった。その理由の一つとして、東北部・北部の一部とタ
ックシンとの間に強い買票行動に基づく結びつきがあったということは否定できない。

だがそれにも増して、自由貿易政策が撤回されなかったとはいえタックシン政権により
国家の保護に依存することで貧困状況を絶対的にも相対的にも改善することに成功し
た貧困層にとって、実現性もその成果もわからない「足るを知る経済」政策よりも、タ

ックシンの方が選択しやすかったことは想像に難くない398。そもそも、タックシン勢力
の対抗馬となる民主党は 2001 年にタックシンに政権を取られるまで自由貿易を推進し
てきた政党であった。そして、クーデター後暫定政権を担ったスラユッド・チュララー

ノン首相は「足るを知る経済」は自由貿易経済と矛盾しないと発言しており、「足るを
知る経済」の解釈は反タックシン派の中でも分かれていた399。積極財政を撤回し自由貿

                                                        
397 Bangkok Post January 10, 2006; January 11. 
398 アスキュー及びパースック・ポンパイチットとベーカーも、2007年総選挙で民主党
が東北部、北部の一部で票が取れなかった要因として、民主党の集票ネットワークが東
北部、北部の一部では弱かったこと、南部の政党としての民主党のイメージの強さに加
え、民主党が選挙公約として提示したプログラムがタックシン派に比較して魅力的でな
かったことを指摘している(Askew 2010, 32; Pasuk Phongpaichit and Baker 2009, 308-311)。 
399 2007 年 2 月 15 日スラユッド首相はソムキッド・ジャトゥシービタックをタックシ
ン政権下で副首相、財務大臣を務めていたにもかかわらず、「足るを知る経済」に基づ
く経済政策を諸外国に説明するために設立された国際経済関係調整強化委員会委員長
に任命している(Bangkok Post February 16, 2007)。この任命を行ったスラユッド首相にイ
ンタビューしたバンコク・ポストによると、スラユッド首相は「ソムキッドは足るを知
る経済は市場経済と矛盾しないと主張している」と発言をすることで、「足るを知る経
済」が自由貿易とは対置しないという考えを明らかにした(Bangkok Post February 17, 
2007)。この人事は反タックシン派内部からも反発を呼んだ。例えば、反タックシン派
の中核団体である民主主義市民連合(PAD)のリーダーであるソムサック・コーサイスッ
クは「この決定は人々に政府の政治、政策方針に対して混乱をもたらしている」と発言
しており(Bangkok Post February 19, 2007)、また、PAD幹部で大衆民主主義キャンペーン
(CPD)の事務局長はソムキッドが「極端な資本主義、貿易自由化、国営企業の民営化、
消費者支出を崇拝したタクシノミックスが経済にどのような被害をもたらしたかにつ
いて説明していない」と批判している(Bangkok Post February 22, 2007)。結局、内部反発
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易を維持するということならば、貧困層にとって旨味はない400。民主党が知識人、中間
層を支持基盤とし401、貧困層に冷淡であったという歴史的背景も鑑みれば、貧困層の支
持が民主党に寝返らなかったのは当然の結果といえる。 

このようにタイでは、経済成長の翳りに際して広がったタックシン政権への
批判が、積極財政を維持したまま更なる保護貿易政策を推し進めるという方向に進むこ
とはなかった。むしろ、国家の援助に依存しなくても生計が立てられる中間層・富裕層

の間で、貧困層の救済への負担に対する不満が高まり、少数派であった彼らは非民主主
義的手段でむりやり政権を取り戻したのである。結果として、タイの過半数を占める貧
困層に与えられた選択肢は、自由貿易に甘んじる代わりに国家の援助を得るか、国家の

援助が差し止められる代わりに貿易開放政策をある程度後退させるという選択肢の二
つに限定された。タックシン政権以上の国家介入を要求する選択肢は浮上しなかったの
である。だが、この結果は決してタイでは国内で貿易政策への不満が高まらなかったこ

とを意味するわけでも、タイ政府が国内の不満を無視したということを意味するわけで
もない。タックシン政権は財政政策を変更し、自由貿易を推進する背後で地方振興政
策・農業保護政策を拡充しており、これは国内社会での不満の高まりを受けて、政府が

行った軌道修正であったと評価できる。 

                                                        
を受けて 2月 20日にソムキッドが辞任することで、一連の騒動は終わった(Bangkok Post 
February 21, 2007)。だが、少なくとも一連の事件からスラユッド首相の認識では、「足
るを知る経済」は自由貿易からの後退を意味していなかったことが推察できる。 
400 新しい暫定政権の農業保護政策が農民に十分な内容とは受けとめられていなかった
ことは 2007 年 2 月のカドミウムを含むコメの買い取り価格を巡る議論からも把握でき
る。政府はカドミウムを含むコメを 53トン、市場とは別に購入することを提案したが、
農民は市場価格ではなく、市場価格よりも 20％高い 1トン 10,000バーツで買い取るこ
とを要求し、政府の提案を拒否したことが 2007年 2月に報じられている(Bangkok Post 
February 16, 2007)。 
401 Omar Farouk Bajunid 1989, 39. 
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小結 

 

ポーランド・タイの事例を観察すると、民主化による貿易開放政策の変化は、

次の二段階に分けることができる。民主化後、まず生じる変化は国内の反応を顧みるこ
となく政府が行う貿易開放政策の推進であり、遅れて生じる変化は国内世論の影響が高
まった結果として生じる改革の後退である。 

民主化後、国内社会の不満を無視して、貿易の開放政策を進めるという選択を
行った新興民主主義国は多い。民主化まもないポーランドやタイでは、貿易の開放政策
は、民主化と前後して同時並行で進められており、貿易の開放に対して不満を抱く人々

は少なからず存在したが、彼らの不満は当初政策に反映されなかった。このような事例
は他にも多く挙げられる。例えば、ボリビアで 1982 年に民政移管して最初の選挙とな
った 1985 年大統領選挙を見てみよう。この選挙において、ビクトル・パス・エステン

ソーロは、そもそもポピュリスト的な経済政策を取るものと考えられていた。選挙期間
中に対立候補のウゴ・バンセル・スアレスは新自由主義経済改革を訴えたのに対して、
パス・エステンソーロは経済政策に関して明確な政策を表明しなかったからである402。

彼の支持基盤は農村であり、1950年代から 1960年代、パス・エステンソーロは中間層
や貧困層の支持を背景に鉱山国有化や社会主義政策の実現に情熱を燃やしてきたこと
で知られていた。このような認識のもとに総選挙は 7 月 15 日に行われ、パス・エステ

ンソーロは 8月 6日に左派政党の支持を獲得し議会から選出された。だが、同日パスが
行った大統領就任演説は、内外に衝撃を与えた。なぜならば就任にあたり、パス・エス
テンソーロは突然これまで沈黙し続けていた経済政策について、バンセルが示した急進

的な新自由主義経済改革をほぼ踏襲することを表明したからである。ハイパーインフレ
に悩まされるボリビアの経済状況は待ったなしであると訴えた彼の就任演説は、彼の政
策転換を明示するものとなった。自由主義的な経済回復プログラムの実施はパス・エス

テンソーロが大統領選出にあたり他の政党と交わした念書にはなかったとロサンジェ
ルス・タイムズは報道しており403、ここからパス・エステンソーロが彼の支持者や選挙
公約、そして議会すらあまり重視しておらず、国民の支持とは無関係に経済政策を追求

しようとした様子が窺える。また、1989 年にアルゼンチンで大統領に就任し、急進的
な自由主義経済政策を断行しアルゼンチンの危機的経済状況を乗り越えたカルロス・メ
ネムも、選挙前はペロニスト、すなわち国家社会主義政策を選択するタイプの政治家と

                                                        
402 Przeworski 1991, 166-167. 
403 Los Angels Times August 6, 1985. 
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考えられていた404。彼の母体政党であるペロン党は伝統的にはポピュリスト政党であり、
貧困層が支持基盤であったためである。だが、メネムは就任すると、むしろ IMF との
関係を強め、関税を下げ貿易を自由化し、国営企業の民営化を進め、投資制限を解除し、

政府による経済規制を減らすというラテンアメリカ諸国の中でも大胆な新自由主義経
済改革を行い、その結果アルゼンチンでは失業率が上昇し405、貧富の格差が拡大した。
このような例はラテンアメリカ以外でも見られる。例えばハンガリーでは、民主化後初

めて行われた 1990年議会選挙で勝利したハンガリー民主フォーラム(MDF)は、選挙前、
都市の知識層を母体としリベラルな経済路線を明示していた自由民主同盟(SZDSZ)に
対して、農民層を母体に伝統的な中道政策を表明していた。だが選挙に勝ち首相に就任

すると、アンタル・ヨージェフは自由主義経済政策を展開した406。このように、民主化
直後の政治では選挙期間中は保守主義的な経済政策を取るとさも期待させるような印
象を与えながら、選挙後一転して自由主義的な経済政策を取った政権は数多く見られた。

つまり、これらの国では選挙における国民との約束、場合によっては議会までもが、政
府の政策内容を拘束できていなかったのである。民主化により選挙が実施されたからと
いって、必ずしもすぐに国内社会の意向が政治に反映するとは限らないことが、読み取

れる。 

しかし、政府が国民の意向に拘束されない政治がいつまでも続くわけではない。
民主化後、第二段階目の変化として想定されるのは、国内社会の反対を受けて、市場志

向型の貿易開放政策に修正がかけられることである。ハガードが民主化は自由主義経済
の妨げとなるという議論を 1990 年に発表した際、このような例として取り上げたブラ
ジルのジョゼ・サルネイ大統領のモラトリアム宣言である407。1985 年に大統領に就任

したサルネイ大統領は、1987年 2月 20日にブラジル政府が対外債務の金利支払いを一
方的に停止する決定を行ったと発表した。サルネイ大統領は民主化まもない時期に大統
領に就任した政治家であり、そういった意味では民主化後比較的早い時期から国内社会

の支持を獲得することに重点を置いた珍しい政権であった。サルネイが世論を意識した
理由は複数考えられる。彼が大統領の急死により副大統領から昇格した正統性に乏しい
政治家であったこと。加えて、ブラジルでは軍事独裁下とはいえ曲がりなりにも 1979

                                                        
404 Przeworski 1991, 167. 
405 宇佐見 1995, 19. 
406 このような政権の政策方針転換に対して、従来自由主義経済政策を主張する自由民
主同盟に反対姿勢を強く示してきた党内勢力の一部は反発を強め離党し、1993年には
ハンガリー民主フォーラムから離党した議員が集まり、極右政党、ハンガリー正義・生
活党(MIÉP)が誕生している。 
407 Haggard 1990, 266. 
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年にも既に選挙が行われており、同 1979年に政党法が制定され、民主化への準備が着々
と進んでいたこと。そして、IMF の援助交渉が 1982 年軍事政権の下で妥結されていた
ことから、IMFが推奨する経済政策に対する批判が軍部批判の一環として実業界も含め

広く共有されたことが指摘できる。但し、1985 年選挙では IMF との協定内容が軍事政
権の批判材料として使われていたとはいえ、当初からサルネイ大統領はモラトリアムを
宣言しようとしていたわけではない。サルネイ大統領はモラトリアム宣言を発表する前

に、1986 年 2 月に価格統制によりハイパーインフレを抑えこむことを目的としたクル
ザード計画を実施している。この計画は、民主化からまだまもなかったこともあり、大
統領は議会にすら情報を共有しようとはしなかった408。だが、サルネイ大統領によるク

ルザード計画が破綻していることはまもなく内外に知れ渡り、ブラジルの貿易収支は悪
化し、外貨準備は減り、インフレが進行し、貧富の格差が拡大した結果、大統領の支持
率は急落した。この失われた支持率を取り戻すために、サルネイ大統領はやむなくモラ

トリアム宣言が行ったのである409。 

貿易開放政策への反対が、保護貿易への回帰といった形で政策に反映された事
例は他にも見られる。極端な例で言えば、2005 年に大統領選挙で勝利したボリビアの

エボ・モラレス大統領、2006 年大統領選挙で勝利したエクアドルのラファエル・コレ
ア大統領はその典型である。モラレスは 2005 年 3 月の大統領選挙において、左派をア
ピールすることで貧困層を味方につけ、過半数の支持を獲得した。2006 年 1 月に大統

領に就任したモラレスは、新自由主義への反対を強調する就任演説を行っている。モラ
レスは、WB や IMF が推進する民営化と緊縮財政に反発し、2006 年 4 月には炭化水素
資源の国有化を定め、続いて、国有地を貧しい先住民に再配分することを決めた。彼は、

アメリカが進める米州自由貿易地域(Free Trade Area of the Americas: FTAA)への参画も
拒否しており、外国企業の国内参入と市場の開放を制限する政策を取っている。また同
時に、支持基盤である貧困層への配慮から、モラレス大統領は積極財政を展開し、地方

のインフラ整備を中心に公共事業を拡大し、社会福祉についても年金の導入や子育て支
援を拡充した。エクアドルのコレアも 2006 年大統領選挙に出馬し、既存の特権階級を
批判し、国民生活の向上を訴えることで当選を果たした大統領である。新自由主義経済

政策を批判し、公務員の数を大幅増員して大きな政府へと方針転換すると同時に、保護
貿易を進め、石油・鉱山・電力といった基幹産業の国営化を進めた結果、外資の撤退が

                                                        
408 Sola 1991, 182-183. 
409 なお、モラトリアム宣言をしたにもかかわらず、結局サルネイ大統領は徐々に国民
の支持を失うところとなり、大統領のポストは 1989年 11月の選挙を受け、経済開放を
訴えるフェルナンド・コロール・デ・メロ大統領の手に渡った。 
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進んだ。インドネシアで 2014 年大統領に就任したジョコ・ウィドドも政治エリート層
の支持ではなく庶民の支持により、大統領選に勝利しており、彼は政権公約で再分配政
策の拡充と共に、インドネシア中心志向性を掲げた410。このインドネシア中心志向性の

なかには外国依存の逓減が挙げられている。議会運営で苦闘している彼がどこまで公約
を実行できるかは不透明であるが、長年エリートの影響が強かったインドネシアの民主
主義政治においても民主化から 17年の年月を経て、変化の兆しが生じている。 

このように、新興民主主義国における民主化後の貿易自由化に対する政府の対
応は一般に二段階に分けることができよう。まず、民主化直後の政府は貿易の開放を進
める方向に傾きがちである。この段階では、政策決定に主に影響を及ぼすのは国際社会

であり、国内社会の果たす役割は一般に限定的である。ポーランドにおいては、民主化
直後に市場志向型経済への転換が計られたが、改革の中身は国際社会の意向を受けて策
定され、国会でほとんど審議されなかった。そして、改革が実施されると国内では反発

が生じたにもかかわらず、政府は改革を撤回しようともしなかった。タイでは、民主化
に先行する形で貿易の開放は進められており、農産物価格の低下や開発に対する不満が
貧しい農村を中心に国内で高まったものの、改革を止めるほどにはいたらなかった。 

貿易の開放に対する国内社会の反発は、このように民主化当初は政策に反映さ
れにくいが、それは短期的な傾向に過ぎない。長期的には多くの新興民主主義国で政府
は国内の反発に圧され、貿易の開放政策を修正するようになったのである。ポーランド

では、農産物への補助金が増加し関税引き上げによる保護貿易への動きが強まり、EU

加盟交渉を難航させることになった。タイにおいては貿易の開放そのものは長期的にも
推進されたとはいえ、タックシン政権に入り社会福祉政策、農村振興政策、農業補助金

が拡充され、経済発展から取り残された地域の生活改善のため、財政政策の転換が図ら
れた。このように両国では、貿易の開放政策に対する国内の反発が政府に次第に影響を
与えるようになり、政府は貿易の開放を後退させるだけでなく、不満勢力を慰撫するた

め、財政政策の転換といったその他の手段による対応も模索することとなった。いずれ
にしても民主化直後の政府とは異なり、選挙が繰り返されることで、次第に政府が国内
社会の意向を意識して貿易開放政策を軌道修正したことが確認できよう。 

タイとポーランドを中心に確認された以上のような特徴は、第 II 部の多国間
分析で検証した民主化後の貿易政策の変容とも一致しており、新興民主主義国にあては
まりやすい傾向であると推定できよう。但し、とは言いながらもここでいくつか留保を

つけなければならない。第 II部で検討したとおり、上記のような傾向があるとはいえ、

                                                        
410 佐藤 2014. 
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様々な条件により、国家間では差が生じている。例えば、国外援助に頼らざるを得ない
経済苦境にあっては貿易の開放が進みやすい、国土が小さい国ほど貿易の開放が進みや
すい、国民が経済的に豊かな国ほど貿易の開放が進みやすいといったことは第 4章で検

討したとおりである。その他にも、貿易の開放に伴い悪化した失業率が早期に回復する
か否かで国内社会における不満の高まりにも差が生じるであろうし、国内社会の意思の
表出のありようも民族構成や制度枠組み、これまでの歴史的経緯によって異なるであろ

う。また、国際社会の圧力の大きさも、政府内の権力分布、あるいは国家のおかれる地
政学的環境により違いが生じるであろう。第 II 部で検証した新興民主主義国における
民主化と貿易の開放政策の関係性は相関性を示したにすぎず、個々の事例分析において、

安易な当てはめは避け、個別事情に即して理解を進めることの重要性はここに改めて述
べておこう。 
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結語 

 

民主化まもない国における主要な政治課題の一つは、政治参加の拡大である。

民主化により参政権は確かに全市民に付与される。しかし、だからといって瞬時に多数
の声が政策の隅々まで反映されるわけではない。むしろ民主化直後の政府をみると、実
際に政策決定の場に影響を及ぼすことができる人はごく限られており、新政府が国内社

会の意向よりも国際社会の意向を優先することすら少なくないのである。では、この市
民不在の民主主義政治はいつまで続くのだろうか。民主化直後の政治において政治の中
枢にない人々も、政治への働きかけを強めていくことは可能なのだろうか。 

民主化によりもたらされる変化を長期的に捉えるうえで、本稿は、新興民主
主義国の多くで政治体制の転換と共に加速した貿易の開放に着目した。新興民主主義国
では民主化により貿易の開放が進むと一般にいわれるが411、その傾向は長期的にも持続

されるのだろうか。これまでの研究では民主化が貿易の開放に及ぼす影響は短期的にも
長期的にも同じであるとみなされることが多かった412。だが、本稿ではその仮定を緩め、
1974 年から 2007 年までの新興民主主義国 84 カ国を対象に実証分析を行い、そこで得

られた知見をポーランド、タイを中心に様々な事例にあてはめ検討した。 

 

第 1節 民主化が貿易の開放政策に及ぼす影響の変化 

 

 本稿の実証分析の結果が示すところは明白である。それは、確かに民主化に
より貿易の開放がいったんは進むことが多いが、一般にその影響は一時的なものに過ぎ

ないということである。新興民主主義国は次第に貿易の開放への積極姿勢を和らげ、や
がて消極的になりがちであり、最終的には政府が貿易の開放を後退させる方向へと舵を
切る事例も相当数存在する。これまでの実証分析では、貿易の開放政策に与える民主化

の影響は一定(線形)であると仮定され、短期的影響と長期的影響が区別されてこなかっ
た。しかしながら、本稿では実証分析においてこの線形仮定を緩めることで、民主化か
ら時間が経過する中で、貿易の開放政策が変容することを実証した。もちろん今までに

も民主化により貿易の開放を進めようと改革が導入されてもその進捗には国家間でば

                                                        
411 Eichengreen and Leblang 2008; Fidrmuc 2003; Milner and Kubota 2005; Milner and 
Mukherjee 2009; Stokes 2001; Weyland 2002; Yu 2010. 
412 ほぼ唯一の例外として挙げられるのが、実証的な裏付けを行ってはいないものの、
民主化が経済開放改革に及ぼす長期的影響について論じたプシェヴォルスキである
(Przeworski 1991)。 
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らつきがあり、必ずしもすべての国でうまくいくとは限らないことは指摘されてきた413。
だが、多国間分析において、これまで民主化後の貿易開放政策の前進・停滞・後退の変
容が新興民主主義国の間で共通する傾向として確認されることはなかった。その意味で、

本研究は第一に貿易開放政策に及ぼす民主化の影響が非線形
．．．

であること、そして、第二
に民主化が貿易開放政策に及ぼす影響が長期

．．
にわたって観察できることを確認した点

で新しい。 

 これらの知見は、民主化が貿易の開放政策に与える影響についてこれまで語
られてきた議論の包括的理解を可能とする。民主化は貿易の開放において吉となるか凶
となるか。現在では民主化が貿易の開放を促すという見方が支配的となってはいるもの

の414、1990 年代初めは民主化がむしろ貿易の開放を妨げると議論された415。民主主義
国家では権威主義国家よりも貿易の開放が進みにくいと議論されたのである。なぜ多国
間分析で得られる知見とは異なる見解が当初提示されたのだろうか。初期の研究と現在

のコンセンサスとの間には乖離があるにもかかわらず、これまでこの点について明確な
答えは用意されてこなかった。確かに近年の実証分析で明らかにされているように、民
主化により短期的には貿易の開放が進められがちである。しかしながら、長期的に民主

化の影響を観察した場合、貿易の開放政策は次第に勢いを弱め、後退することが多いの
である。本稿は、民主化の影響を観察する上で時間軸を導入することで、両議論が異な
る時点での民主化の影響を明らかにしていたことを示した。 

 

第 2節 貿易の開放に対する国内社会の反応とその影響力 

 

国際社会が新興民主主義国に対して貿易の開放を促していたことは疑うべく
もないが、国内社会の貿易の開放に対する反応については、これまで議論の分かれると
ころであった。なるほど、新興民主主義国の多くが経済的に貧しいことからヘクシャー

＝オリーン・モデルを基に、国民の過半数を占める貧困層・労働者が貿易の開放によっ
て利益を得るため、経済的に貧しい新興民主主義国では国内圧力から貿易の開放を進む
という議論も存在する416。だが一方で、国内の過半数が従事する産業が貿易の開放によ

り利益を得ることとなるという前提を受け入れてもなお、国内社会が改革に否定的立場

                                                        
413 Bodenstein and Schneider 2006; Frye 2002; Frye and Mansfield 2003; 2004. 
414 Eichengreen and Leblang 2008; Fidrmuc 2003; Milner and Kubota 2005; Milner and 
Mukherjee 2009; Stokes 2001; Weyland 2002; Yu 2010. 
415 Haggard 1990; Haggard and Kaufman 1992. 
416 Milner and Kubota 2005; Milner and Mukherjee 2009; Weyland 2002. 
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を取ると議論することも可能である。民主化直後の国内社会では政策情報が浸透しにく
く貧困層や労働者は特に政策情報を入手しにくい立場にある。したがって、国内では改
革への不安感が高まりやすくなるのではないか417。特に貿易の開放の場合、少なくとも

短期的には企業の倒産を増やし失業率を悪化させがちであるため418、国内社会で不安や
不満が助長される危険性は高くなると予想できる。実際のところ、新興民主主義国では、
国内社会は貿易の開放政策に対してどのように反応したのだろうか。 

本実証研究は、このような国内社会に対する異なる評価に対して、次のような
示唆を与える。第一が少なくとも中・長期的には国内社会は貿易の開放政策に不満を抱
きがちであること、第二がこのように国内社会で不満が次第に高まる結果、新興民主主

義国は貿易の開放政策に対する積極的姿勢を翻し消極的姿勢へと態度を変更する傾向
にあることである。国内社会が貿易の開放政策に賛意を示している場合、国内社会の政
策に及ぼす影響力が長期的にも弱い場合、あるいはその両方の条件が当てはまる場合、

民主化後、貿易の開放政策は長期的に見ても維持される筈である。しかしながら、実証
分析の結果を見ると、長期的には一般には貿易の開放政策は後退しがちである。このこ
とは、民主化後長期的には国内社会で貿易の開放政策に対する不満が高まり、政策変更

を求める声に圧され政府が政策の軌道修正しがちであることを示唆している。 

民主化後、国内社会で貿易の開放に対する不満が次第に高まる様子は、個々の
事例からも観察できる。ポーランドでは民主化直後、国際圧力の下バルツェロヴィチ・

プランという市場主義経済改革が導入されたが、改革内容の策定にあたって影響を及ぼ
したのは IMF であり、その内容が選挙や議会の場で審議されることはほぼなかった。
この改革は導入直後から失業率を悪化させたこともあり国内で反発をよんだ。だが、国

際社会の意向を重んじた政府は強硬に推し進め、貿易の開放に対する政府の積極姿勢が
揺らぐまでには民主化から 10 年余りの月日がかかった。この間、貿易開放に対抗する
中核となった農民が、組織として次第に結束を高めることで、政府への圧力を強めた。

まず貿易の開放の代償として財政政策上の補助を拡張させ、さらには EU懐疑論を国内
で巻き起こすことで政府への圧力を強め、EU 加盟交渉を難航させたのである。一方、
タイにおいては、貿易の開放政策は 1992年の民主化から 2006年の軍事クーデターまで

ほぼ一貫して堅持された。だが、貧困層への社会福祉政策、地域振興政策、あるいは補
助金や農産物の買い取りといった農業保護政策に着目すると、民主化から 10 年近く経
った 2001 年にタックシン政権が誕生したことで市場主義経済の枠組みが大きく変化し

                                                        
417 Fernandez and Rodrik 1991. 
418 Przeworski 1991. 
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ていたことがわかる。そして、その変化の背後には、民主化後、貧しい東北部の農民を
中心に貧困層が次第に結束を強め政治への働きかけを増していった様子が確認される。
このように新興民主主義国の事例をいくつか観察してみると、民主化直後に政府が貿易

開放政策を導入する時点では国内社会が政策決定に及ぼす影響は極めて限定的である
ものの、中・長期的には国内社会での不満が強まることで政府が人々の支持を得るため
政策を変更していく様子が明らかにされる。 

 

第 3節 民主化と国内社会の影響力 

 

ここで再び、私たちは議論のスタートに立ち返ることになる。民主化という
体制転換にあたって直接その変動に関わる人々はごく限られた人々である。だが民主化
という体制転換は、単なる政権を担う政治エリートの交代ではない。民主化とは、すべ

ての国民に参政権を付与し、多数決の原則に国家が従うことを約束することで、彼ら国
民に政治的決定を委ねることである。では、新たに参政権を得た人々はどのように政治
へ関わるようになるのだろうか。本稿の実証分析から得られた知見は、このような疑問

に対して、次のような示唆を与える。 

確かに民主化によってそれまで政治的に疎外されてきた多くの国民は、自動
的に参政権を獲得する。だが実際のところ、民主化直後の政治において政治エリート以

外の人々がその政治権力を十分に行使することはほぼ不可能である。なぜならば、新興
民主主義国では、体制転換に伴う諸々の制度や政策の大部分が、選挙で争点として議論
されることもなく決められるからである。民主化直後の社会では民主主義体制そのもの

への賛意が国民から寄せられることはあっても、議院内閣制か大統領制か、小選挙区制
か比例代表制かといった選択に至るまで、十分に国内で議論され決定されることは稀で
ある。したがって、このような民主化直後の取り決めは、政権を担う新旧体制の政治エ

リートが国外圧力に鑑みながら決定するものであり、国内社会に賛否を問うて決定して
いるとはいいがたい。この状況は、そんなに容易に変わるわけではない。そのことは、
貿易の開放政策が企業を倒産させ失業率を上昇させ人々の反対を受けながらも、それで

も民主化後十数年にわたって多くの新興民主主義国で推進され続けたことからも明ら
かである。一度決まった政策や制度は容易に変えられるものではなく、民主化直後の取
り決めに定められた方向性を変更することは簡単なことではない。だが、だからといっ

ていつまでも政治エリート中心の政治が続いていたわけではない。貿易の開放政策に見
られるように、新興民主主義国では、民主化直後には政治参加がさほど強くみられなか
った人々も、選挙が繰り返される中で、次第に政治への働きかけを強め、自らの要求を
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政治に反映させられるように変わっていったと予想される。これまでの研究の多くは、
民主化の影響は変わらないとして、短期的な影響と長期的な影響を区別することなく、
一元的に処理しがちであった。だが、この実証研究は民主化直後にみられる短期的な影

響と長期的な影響を区別する必要性を示唆している。 

すなわち、民主化の短期的な影響は新たな政権を担う政治エリート間の取り
決めを反映しているのに対して、長期的には、民主化により、それ以外の一般の人々、

国内社会の影響が高まり彼らの意向が反映するように変化するのである。もちろん政治
エリートとそれ以外の人々の間に齟齬がない場合、その影響は一定で変わることはない。
だが、多くの貧しい新興民主主義国では、経済的に豊かな政治エリートに対し、大多数

の人々が経済的に貧しい環境におかれるために、両者の間で利害が一致しにくいことが
予想できる。したがって、新興民主主義国において民主主義が定着する上での最大の難
関は、民主化を推進してきた政治エリートが、民主化から時間が経つにつれて彼らが思

い描いた未来予想図とは異なる政治展開に立ち会い、試練の中で民主主義政治の現実を
受け入れることにある。だがそれこそが、彼ら政治エリートが起こした政権転覆が、権
威主義体制内での政権闘争ではなく、民主化という体制転換であった証である。民主化

から国内社会の声が政治に反映するまでにはタイムラグが存在する。その道のりは遠く
険しい。だが、漸進的ではあるが、国内社会の意向は選挙が繰り返される中で着実に政
策に反映されるようになるのである。 

 

第 4節 研究課題 

 

結びに代えて、最後に本稿が残した研究課題を三点あげておこう。 

 第一の課題が、貿易の開放をより複合的に捉える正確な指標を作成すること
である。本稿では、貿易の開放が進めば貿易の依存度が高まると考え、貿易の依存度が

貿易の開放程度を示すと仮定して実証検証を行った。しかしながら、貿易の開放をより
正確に捉えるには、関税率の平均値、輸出入制限などその他の要因も複合的に考えるこ
とが求められる。これまでの研究に使われたデータは、対象国や時期に限定があるか、

あるいは二値変数であったために、貿易の開放がどの程度進んでいるかを測ることがで
きなかった。より立体的な政策像を得るために、今後上記で示したような複合的な要素
を加味したデータの作成が望まれる。 

第二の課題が、新興民主主義国にもたらす貿易の開放政策の経済効果が民主
化後も不変であるという前提を取り払うことである。民主化時点では新興民主主義国の
ほとんどが途上国とはいえ、その後、韓国のように先進国に迫るような経済成長を急速
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に遂げた国は存在する。この場合、民主化時には労働集約産業が貿易の開放により利益
を享受していたかもしれないが、経済成長後も同様であるかはかなり疑わしい。また、
民主化時点では多くの人々が非熟練労働者かもしれないが、経済成長により熟練労働者

の割合が徐々に増える可能性もある。この変化は、政治にどのような変化をもたらすの
だろうか。本稿では、このような経済成長に伴い生じる貿易開放政策がもたらす影響の
変化については触れられていない。民主化後、経済成長した国、経済成長しなかった国、

それぞれを比較しながら、貿易の開放政策の効果を分析していくことが今後求められる。 
最後に、貿易の開放政策以外への議論の発展性である。本稿では貿易の開放

政策に民主化が与えた非線形的影響を明らかにしたが、福祉政策といった他の政策にお

いても民主化が非線形的な影響を与えている可能性は存在する。実際、貿易の開放政策
への不満に対して、ポーランドやタイの事例からもわかるとおり、政府は補償や社会福
祉といった財政政策を変更させることで国内社会の不満を慰撫しようと試みている。こ

れまでの実証研究においては、民主化が及ぼす影響は貿易の開放政策以外の社会福祉政
策といった政策分野でも単線的な影響として分析されがちである。民主化による実質的
な政治参加の拡大が段階的に進むことを踏まえれば、民主化が個々の政策にもたらす影

響も段階的に捉えることが必要であり、この議論は様々な政策において検証されること
が望まれる。 
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ウジェーヌ・ドラクロワの描く自由の女神は、シルクハットを被る紳士、労

働者風の男、階級をこえた民衆を率いる。この名画のモチーフとなったフランス革命は
もとより、フィリピンにおけるエドゥサ革命やタイにおける暗黒の五月事件といった
1974年から1990年代にかけて相次いで生じた民主化、あるいは2000年代に入り広がった

アラブの春に目を向けても、そこには体制転換を求めデモに繰り出す膨大な数の人々が
いる。だが、ここで疑問が一つ浮かぶ。民主化を求め戦うこの人々は、一体国民全体の
何割を占めるのだろうか。マルコスの退陣を求めマニラの道を埋め尽くしたフィリピン

の市民は国民の何割に値するのだろうか。1992年に行われたタイの民主化運動では、一
説に20万人もの人々が参加したとされる。しかしながら、とてつもない数に思えるこの
20万という数字は、現実にはタイの人口の1％にも満たないのである。体制から疎外さ

れた市民が貧富や階層を問わず参加し実現したといわれる民主化を取り上げてみても、
その実、民主化運動に参加する人々は、ほんの一握りにすぎない。参加者の多くは都市
に住む人々に限られる。その都市においてさえ、息をひそめ、ただ動向を見守っていた

人が多勢である。さらに地方に目を向ければ、田畠を耕し、店でものを売り、工場で働
き…、そういったいつもと何ら変わらない日常のとある一日に、体制転換を迎えた人が
大多数であったことに私たちは気づかされる。階級を問わず全ての人々が立ち上がり民

主化を求める、そのような像はフィクションにすぎない。 

では結局のところ、民主化は政治エリートの交代にすぎないのだろうか。民
主化によって、国民の多くが政治に参加する民主主義体制がもたらされることはないの

だろうか。否、そうではない。確かに、積極的に民主化に力を注いだ人々は一部である。
だが、結果として得られる民主主義体制では、全ての人々が等しく政治に参加する権利
を得るからだ。体制転覆に命を投じるほどの熱意がなかったからといって、手にした票

も投げ捨てるとは限らない。選挙が繰り返される中で、民主化直後にはそれほど積極的
に政治に参加しようとしなかった人々も、身の回りの不満を解消するため、政治への関
心を深めていったのではないだろうか。なるほど民主化がもたらす変化は、新旧の政治

エリートの間で交わされる和解と妥協だけなのかもしれない。だが、体制転換に続く民
主主義の定着という過程では、彼ら政治エリートと長いこと政治の舞台から疎外されて
きた「普通の」人々との間で交わされる和解と妥協という緩やかな変化がもたらされる

のではないだろうか。民主主義の定着と和解という問題は、研究の道に入って以来、悩
み続けた問題であり、今後も取組んでいきたい課題である。 
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歳の時に研究者という道を教授に諭していただいて以降、どれほど多くのご指導をこれ
までいただいてきたことか、とても数えきれない。この博士論文の執筆においても、ほ

ぼ毎週欠かさずお時間を割いてくださり、丁寧なご指導を賜った。ありがとうございま
した。恩師の教えを胸に、門下生の名に恥じない研究者となることができますよう、精
進して参りたいと思う。そして本博士論文の主査、大串和雄教授に心からの感謝を捧げ

たい。大串教授が学位論文審査にあたり主査をお引き受けくださったことは筆者にとっ
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も親身なご指導と励ましのお言葉をいただいた。そして、この博士論文をお届けできな
かった教授が故五十嵐武士教授である。お亡くなりになる前に、博士論文提出の前祝い
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Przeworski教授は民主化を学ぶ私にとってヒーローであった。留学中、教授の民主化論
を直接学ぶことができ、さらには論文執筆の個人授業を設けていただきご指導を教授か

ら賜ることができたことが、博士論文の完成につながった。帰国の際、Przeworski教授
から“I know how much you did!”というお言葉を賜った。何よりも嬉しい言葉であり、教
授に教えていただいた民主化への想いは生涯忘れることはない。心からの感謝を捧げた

い。そして、Laver教授は、論文とはどう書くべきか、研究とはどう遂行するべきか、
そして人をいかに育てるべきかを教えてくださった教授であった。論文指導の個人授業
を設けてくださり、親身に私の考えに耳を傾けてくださった。さらに、共著論文を出版

する過程において、多くの身になる教えをいただいた。Laver教授という敬愛する恩師
に出会えたことに深謝している。 

また、博士論文を完成させる上では様々な支援を賜った。まず、博士論文の

中でもタイ政治に関する資料を入手する上で、日本学術振興会から研究支援をいただい
た(特別研究員奨励費(2010−2011年度))。加えて、博士論文の一部分は2015年度日本比較
政治学会研究大会において採択され発表する機会をいただいた。学会では、島田幸典教

授、飯田健教授、岡田勇教授、粕谷祐子教授、桐谷仁教授、稗田健志教授、矢内勇生教
授を始めとする多くの教授にご助言をいただいたことに御礼申し上げたい。更に、本論
第2章は『レヴァイアサン』2016年4月号で発表させていただく研究動向論文を基に書き

上げた。同研究動向論文は同誌の査読において修正・再投稿の過程を経ており、その際、
編集委員会からいただいたコメントは論文執筆の上で大変参考になった。タイ研究にあ
たっては玉田芳史教授、村嶋英治教授、浅見靖仁教授からご教示いただいた。増田知子

教授が論文の完成にあたって親身なお言葉をかけてくださったことは励みになった。コ
ロンビア大学のGerald Curtis教授から論文執筆にあたり親身なコメントをいただいた。
ニューヨーク大学では、Asli Peker教授とShinasi Rama教授が毎月お時間を割いてくださ

り、研究の進捗状況についてアドバイスしてくださった。学部一年で最初にグローバル
な世界観を教えてくださった高山博教授と、法学部生にもかかわらず快くゼミ生として
引き受けてくださった松井彰彦教授には、学部時代からお心にかけていただいた。小学

校から高等学校まで学んだ田園調布雙葉学園の島田恒子校長様、杉田紀久子校長様、剣
道部でご指導してくださった内藤勲先生をはじめとする多くの先生には、親のように育
てていただいた。そして、私がくじけそうな時には、いつも変わらず友人たちが一緒に
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泣いてくれ、傍にいてくれた。社会で頑張っている友人たちの姿が、私も皆みたいに社
会の役に立ちたいという想いにつながり、研究意欲となった。全ての方々にここで御礼
申し上げるにはとても紙面が足りないが、心から感謝申し上げたい。ありがとうござい

ました。 

最後に、家族に感謝したい。ニューヨークで後見人を引き受けてくださった
加納良雄様、ホストファミリーとなってくださった Keith, Terri, Kevin, and Matt Heggie、

曾祖母 伊藤蓉子と伊藤喜和、祖父母 松本茂利也・那美子と小山清・治子、そして、
両親 松本洋・百合子と弟 道生に感謝と深愛、信愛の気持ちをここに捧げる。 

松本朋子 
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